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発刊にあたって 

 

 

 

医療経済研究機構では、厚生労働省の平成16年度老人保健健康増進等事業「終末

期医療・介護サービスの提供および利用の実態に関する調査研究」の一環として、

「訪問看護利用者における終末期ケアに関する調査」を実施した。 

「自宅で最期を迎えたい」という患者の希望があるにもかかわらず、病院等の医

療機関における死亡が圧倒的に多く、自宅での「看取り」は必ずしも一般的ではな

いのが実情である。こうした中、在宅での生活の継続を目的の１つとする介護保険

制度の導入により居宅サービスの充実や利用の拡大等、自宅での介護が変化してき

たことから、今般、終末期の医療や介護、患者の生活の場のあり方についての議論

が高まっている。 

以上のような状況を踏まえて、本調査研究は、在宅での療養患者に終末期ケアを

提供している訪問看護ステーションを対象に、在宅で死亡した人および在宅療養後

に入院先で死亡した人の医療・看護サービスの利用実態を明らかにすることによっ

て、在宅療養者に対する終末期ケアの提供体制を検討するための基礎資料の作成を

目的として実施された。 

本調査研究の成果が、患者のニーズに応じた終末期ケアの提供のあり方やその報

酬体系を含め、今後のわが国の介護保険制度の見直し等に関する検討の一助になれ

ば幸いである。 

最後に、本調査研究を行うに当たり、調査企画段階から報告書作成に至るまで、

慶應義塾大学医学部教授の池上直己先生、および東京都立保健科学大学保健科学部

看護学科講師の福井小紀子先生に懇切丁寧なご指導とご高配を賜った。心より感謝

申し上げたい。 

また、本調査研究への協力の呼びかけを広く行っていただいた社団法人全国訪問

看護事業協会、アンケート調査ならびにヒアリング調査にご協力いただいた訪問看

護ステーションの方々に厚く御礼を申し上げる次第である。 
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                   専務理事 岡部 陽二 
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訪問看護利用者における終末期ケアに関する調査研究 
【研究要旨】 

Ⅰ 目的 
 「自宅で最期を迎えたい」という国民の希望があるにもかかわらず、現状は病院等の医
療機関における死亡が圧倒的に多く、自宅での「看取り」は一般的とはいいがたい。こう
した中、在宅での生活の継続を重視する介護保険制度の創設により、高齢者介護のあり方
が変化していることから、今般、終末期の医療や介護、生活の場のあり方に関する議論が
高まっている。 
 そこで、在宅で死亡した人および在宅療養後に入院先で看取られた人の実態の把握と、
診療報酬、介護報酬における課題の整理を目的として、訪問看護ステーションに対する調
査を行なった。 
Ⅱ 方法 

本調査研究では、在宅での死亡および在宅療養後の入院先における看取りの実態を把握
するためのアンケート調査と、アンケート調査を補足するためにインタビュー調査（３ス
テーション）を行った。 
 アンケート調査の対象は、ＷＡＭネットに登録されている全国の訪問看護ステーション
より地震被災地の新潟県及び台風による風水害被災地の京都府大江町を除く 5,244 事業所
（平成 16 年 11 月時点）から 2,000 事業所を無作為に抽出し（抽出率 38.1％）、平成 17
年１月に実施した。 
 主な質問項目は、事業所の実態、死亡した利用者とサービスの実態、利用者・家族の死
亡場所についての希望、終末期ケアについての課題だった。 
Ⅲ 結果 

１．回収状況 
1,020 件（有効回収率は 51.0％）の訪問看護ステーションから回答が得られ、過去６ヶ

月（平成 16 年 7 月１日～12 月 31 日）に在宅死を迎えた利用者票（在宅死亡票）は 1,948
票、同期間に入院後 1 ヶ月以内に死亡した利用者票（入院死亡票）は 2,302 票を回収した。 
２．訪問看護ステーションの基本的な特性 
・事業所の開設年は、介護保険施行前（1999 年まで）が 63.8％、施行後（2000 年以降）

が 31.8％であった。 
・１事業所あたりの平均職員数は常勤看護師が 2.8 人、非常勤看護師（実人数）が 2.0 人

であり、常勤看護職が３人以下の事業所が全体の４分の３を占め、少ない人員体制の事
業所が多かった。 

・同一法人内に、病院、診療所、介護老人保健施設のいずれかの医療施設を有しているス
テーションが 63.9％だった。「居宅介護支援事業所」については、84.2％が有していた。 

３．平成 16 年 11 月の利用者の状況 
・平成 16 年 11 月１か月間の利用実人数は１事業所あたり平均 51.2 人、訪問延べ回数は

平均 287.0 回だった。利用者１人あたり平均訪問回数は、5.6 回だった。 
・医療保険の請求件数は平均 17.5 回、介護保険の請求件数は平均 65.8 回だった。 
・平成 16 年 11 月１か月間の新規利用開始者数は、１事業所あたり平均値で 3.0 人、中央

値 2.0 人だった。 
・新規利用開始者の開始時の状況は、「病院・診療所、老健からの退院・退所後」が 49.3％、

「自宅療養中」が 47.0％でほぼ半数ずつだった。 
・平成 16 年 11 月１か月間の利用終了者数は、１事業所あたり平均値で 2.5 人、中央値は

2.0 人であった。 
・利用終了時の状況は「病院・診療所へ入院」が 56.4％と半数を占め、「自宅療養で死亡」

が 15.3％だった(図表１)。 
図表1 利用終了（中止）者の終了時の状況（n=2,496） 

7.1 11.156.4 15.3 9.8
0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院・診療所へ入院 老人保健施設へ入所 自宅療養で軽快 自宅療養で死亡 その他 無回答
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４．平成 16 年７月１日～12 月 31 日に死亡した利用者の状況 
 在宅死亡（Ｎ＝1,948）  入院死亡（Ｎ＝2,302）  

①死亡者数  １事業所あたり平均 2.2 人、標準偏差
2.6 
中央値 1 人、最大値 19 人 

１事業所あたり平均 2.7 人、標準偏差
2.7 
中央値 2 人、最大値 25 人 

②死亡時の年齢  平均 83.2 歳 平均 79.0 歳 

③死因  
 

１位「悪性新生物」36.1％ 
２位「老衰」24.0％ 
３位「心疾患」11.7％ 

１位「悪性新生物」39.9％ 
２位「肺炎」14.9％ 
３位「心疾患」11.4％ 

④年齢階級別  
死因  
 

40 歳～54 歳では「悪性新生物」が
71.4％、「55～64 歳」では 75.8％と 7
割以上を占めた。 
年齢が高くなるにしたがって「悪性新
生物」の割合は減り、「老衰」が増加
した。「85 歳以上」では老衰が 40.4％
と４割を占めた。 

年齢が 40 歳～54 歳では「悪性新生物」
が 67.2%、「55～64 歳」では 66.7％と
6 割以上を占め、在宅死亡と同様の傾
向がみられた。 

⑤利用者の  
主治医  
（図表２）  
 

・「無床診療所」が 61.6％を占めてお
り、「200 床以上の病院」は 12.4％
であった。 

・在宅死亡者では、退院をきっかけに
訪問看護を開始し、主治医が無床診
療所である場合は 28.4％あり、これ
らは在宅療養をきっかけに主治医
を変更していると考えられる。 

・「無床診療所」が最も多いもののそ
の割合は 36.0％で、「200 床以上の
病院」が 34.2％でほぼ同じとなって
いた。 

⑥本人・家族の
在宅死亡場所の
希望（図表３）  

・「本人と家族の両方が在宅を希望」
が 50.1％と半数を占めており、「家
族のみ在宅希望」が 24.8％、「本人
のみ在宅希望」が 6.8％だった。「本
人または家族のいずれかが在宅を
希望」している場合は 81.7％だっ
た。 

・「本人、家族のいずれにも在宅希望
なし」が 38.4％であった。「(特に）
本人・家族とも不明」が 29.1％だっ
た。 

・本人または家族の希望が結果に強く
影響していることがわかったが、本
人または家族が在宅を希望してい
ても結果的には病院で亡くなって
いる例が入院死亡の 28.9％あった。

⑦遺族ケア  「訪問した」74.0％ 
「１週間超１ヶ月以内」52.0％ 

「訪問した」60.4％ 
「１週間超１ヶ月以内」50.4％ 

図表2 利用者の主治医の所属 

36.0

7.3

5.3

61.6

21.9

15.7 12.4

34.2

0.0

0.0
0.7

1.3

2.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答
 

図表3 本人・家族の在宅死亡の希望 

8.9

6.8

14.4

24.8 11.3 3.5

3.6

50.1

5.6

3.5

38.4 29.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡 n=1,948

入院死亡 n=2,302

 本人、家族ともに在宅希望  本人のみ在宅希望
 家族のみ在宅希望  本人、家族のいずれにも在宅希望なし
(特に） 本人・家族とも不明  無回答  
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５．訪問看護の継続期間 
・在宅死亡では、今回の訪問看護の継続期間は平均 351.4 日、中央値 82.0 日、入院死亡で

は入院までの期間は平均 345.1 日、中央値 99.0 日だった。 
・在宅死亡のうち、訪問看護の利用期間が 14 日以内である利用者（19.4％）を含め、30

日未満が 3 割（31.3％）を占め、在宅期間が非常に短い利用者がいる点が注目される。 
・30 日未満で在宅死亡している場合は、平均年齢 81.1 歳、死因は悪性新生物が 58.2％と

６割にのぼり、訪問看護の利用目的は「在宅終末期ケアのため」が 70.3％と７割を占め
た。ただし、開始直前の状態は、「入院」が 54.9％と過半数を占めたものの、「入院・入
所していない」も 38.9％と４割いた。 

・14 日以内で死亡している場合の死因は悪性新生物が 54.6％だった。 
図表4 訪問看護の継続期間(在宅死亡) (n=1,948) 

11.9% 11.7%19.4% 11.8% 8.9% 8.9% 12.2% 14.3% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
14日以内 15～30日 31日～60日 61日～90日 91日～180日以内
181日～360日 361日～900日 901日以上 無回答

30日以内　31.3%

 
６．在宅死亡の看取り前の状況 

①死亡前２週間の訪問看護：平均 6.12 日(中央値 5.0 日)、平均 7.13 回（中央値 5.0 回） 
②家族から訪問看護ステーションへの死期の切迫の連絡：「連絡なし」が 52.6％だった。 

死亡時期がある程度予測できていた場合には、「連絡あり」が 52.2％で、全く予測で
きていなかった場合の 17.5％に比べて高かった。 
死因別にみると「悪性新生物」では「あり」が 56.5％で他より高い割合であった。 
連絡があった場合の時間帯は 4 割が日中（8－18 時）、6 割はそれ以外の時間帯だった。 

③死亡（呼吸停止）時の看護師の立会い：死亡時期がある程度予測できていた場合には、
「あり」が 31.6％、「全く予測できなかった」場合には、「あり」が 16.1％だった。 
死因別にみると「悪性新生物」では「あり」が 36.4％で他より高い割合であった。 

７．保険制度、報酬体系について 
（１）死亡前 2 週間の訪問看護の保険種別 
・在宅死亡では、死亡前 2 週間の訪問看護は、「医療保険による訪問」が 34.4％、「介護保

険による訪問」が 56.9％、「切替により両方」（介護保険から特別訪問看護指示書で医療
保険を用いる場合等）の保険を使った人が 4.3％だった。 

・死因別にみると、「悪性新生物」では医療保険の利用が 67.0％と７割近い。一方、「脳血
管疾患」では介護保険による訪問が 82.8％、「心疾患」では 75.3％と、介護保険の方が
多かった。 

（２）特別訪問看護指示書の交付 
・在宅死亡では、「死亡月」の特別訪問看護指示書の交付は 8.8％、「死亡前月」は 5.4％と

少なかった。 
（３）ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費 
・ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費が算定できない死亡月と訪問看護開始月が

同じ利用者が 309 件で 15.9％あった。 
・訪問看護開始月が死亡月と異なる場合に限定してみたところ、「算定した」が 48.4％、

「算定しなかった」が 47.6％だった。 
・「死亡時の立会い」の有無別にみると、立ち会っている場合には 64.3％が算定し、立ち

会っていない場合には、33.2％が算定していた。 
（４）介護保険サービスの利用について 

① 要介護認定の有無 
・今回の調査対象において要支援～要介護５の利用者は、85.3％だった。 

要介護認定を受けていない利用者は全体の 10.8％で、平均年齢 66.3 歳、死因は「悪性
新生物」が 82.0％と８割を占めた。 
② 死亡前月、入院前月の介護保険利用額の限度額に対する割合 

・在宅死亡では、死亡前月は「５割未満(0 割を含む)」が 47.5％、「５割以上９割未満」が
25.4％、「ほぼ限度額」が 13.6％であった。なお、「限度額以上」が 3.5％あった。 
入院死亡では、入院前月は「５割未満」が 47.7％で、「５割以上９割未満」が 26.2％、
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「ほぼ限度額」が 12.8％であった。なお、「限度額以上」が 2.7％あった。 
８．死因別の分析 

在宅死亡では、死因が悪性新生物は 36.1％だったが、これらの患者は他の死因と特徴が
異なっていた。ここでは「悪性新生物」と「老衰」を比較する。 
・死亡時の平均年齢が低かった（悪性新生物：平均 77.4 歳、老衰：平均 91.3 歳） 
・訪問看護の継続期間が短かった(悪性新生物：中央値 33.0 日、在宅死亡全体：中央値 169.0

日) 
・本人の在宅療養の希望が強かった(「強かった」が、悪性新生物：83.9％、老衰：49.8％） 
・本人の在宅死亡の希望が強かった(悪性新生物：77.4％、在宅死亡全体：49.4％） 
・訪問看護の利用目的は、「在宅終末期ケア」が多かった。(悪性新生物：81.5％、老衰：

21.8％、老衰の利用目的は「在宅療養」が 73.3％） 
９．入院死亡の利用者について、 
①病院への搬送・受診の方法：「救急車で搬送」が 63.2％を占めた。 
②入院理由： 
・「状態の急変への処置･対応のため」は 67.5％で最も多かった。「治療のため」は、64.7％

だった。「呼吸困難等の苦痛の緩和のため」が 49.3％だった。 
・「看取りのため」と回答した人は 26.5％であった。 
・「本人の希望」は 27.9％、「家族介護者の負担･不安の軽減のため」が 53.9％、「家族介護

者の希望」は 59.9％だった。 
③在宅死亡の希望ありで入院死亡の場合： 
・在宅死亡の意向が本人・家族の両者にあったにもかかわらず入院死亡した利用者は 204

件（入院死亡の 8.9％、）で、これらでは「状態の急変への処置・対応のため（77.5％）」、
「呼吸困難等の苦痛の緩和のため（56.9％）」という理由の割合がやや高かった。 

10．遺族ケアについて 
在宅死亡の 87.8％、入院死亡の 80.8％の利用者に対して訪問や電話等による遺族ケアが

なされていた。 
11．在宅での終末期ケア提供についての考え方および課題 
・「今後、地域の在宅死を積極的に支援していきたい」については、87.6％の事業所が在宅

死の支援に積極的であった。 
・在宅での終末期ケア実施上の課題は「利用者の主治医からの支援」が 52.1％で最も多か

った。 
・「現行の報酬体系では十分なサービスが提供できない」には、「とてもそう思う（33.7％）」

と「まあそう思う（39.4％）」を合わせて 73.1％が課題として挙げていた。 
・看取り実績の高いステーションからは、「介護支援専門員の理解や力量」「必要な介護サー

ビスの調整や提供」という介護保険との連携や、「スタッフのコミュニケーションの技量」
といった利用者や家族に在宅死を迎えるための教育やコミュニケーションのスキルを課題
にとらえていた。 

Ⅳ まとめ 
・在宅死亡者では、本人または家族の在宅看取りの希望がある人が多く、希望に沿った対
応がされていた。また、在宅死亡者の主治医は７割が診療所医師であり、診療所との関
係の構築は必須であるといえる。 

・在宅死亡全体の死因の３分の１は「悪性新生物」であるが、年齢が高くなるにしたがって
「悪性新生物」の割合は減り、「老衰」が増加し、「85 歳以上」では老衰が４割を占めた。こ
れらの利用者では、利用目的、利用期間、サービス内容が異なっている。 

・訪問看護ステーションは、今後の在宅終末期ケアの担い手として意欲的だが、月平均看
取り件数が 1 人以上の事業所は全体の８％にとどまり、主治医との連携といった外部環
境の問題や、サービスへの報酬体系への課題を感じているのが現状である。 
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1章 調査研究の実施概要 

1. 調査研究の背景と目的 

「自宅で最期を迎えたい」という国民の希望があるにもかかわらず、現状は病院等の医
療機関における死亡が圧倒的に多く、自宅での「看取り」は一般的とはいいがたい。こう
した中、在宅での生活の継続を重視する介護保険制度の創設により、高齢者介護のあり方
が変化していることから、今般、終末期の医療や介護、生活の場のあり方に関する議論が
高まっている。 
 そこで、在宅で死亡した人および在宅療養後に入院先で看取られた人の現状の把握と、
現状の診療報酬、介護報酬における課題の整理を目的として、訪問看護ステーションに対
する調査を行なった。 

2. 調査研究の実施方法 

本調査研究では、在宅での死亡および在宅療養後の入院先における看取りの実態を把握
するためにアンケート調査と、アンケート調査を補足するためにインタビュー調査（３ス
テーション）を実施した。 

(1) アンケート調査 

① 調査対象 
 アンケート調査の対象は、ＷＡＭネットに登録されている全国の訪問看護ステーション
より地震被災地の新潟県及び台風による風水害被災地の京都府大江町を除く 5,244 事業所
（平成 16 年 11 月時点）から 2,000 事業所を無作為に抽出した（抽出率 38.1％）。 
 各事業所において、半年間（平成 16 年７月１日～12 月 31 日）に亡くなった利用者全
員を利用者個票の対象者とした。 
 記入者は、基本票は原則、管理者、利用者票は亡くなった方の状況に詳しい担当の看護
職員とした。 

② 主な質問項目 

1) 基本票 
・事業所の基本情報 
・利用者の状況、新規利用開始者、利用修了者、亡くなった人数 
・終末期ケアについての考え方、課題 

2) 利用者票 
・利用者の属性 
・訪問看護利用開始時の状況 
・在宅での介護と医療・看護の状況 
・(在宅死亡者)死亡日の状況 
・（入院死亡者）入院した時点の状況 
・遺族ケア 

③ 調査期間 
平成 17 年 1 月４日～１月 21 日 
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(2) インタビュー調査 

アンケート調査では把握しきれない、訪問看護ステーションにおける終末期ケアに関す

る具体的な課題などについて、インタビュー調査を行うことで補足した。 

① 調査対象 
インタビュー先は、アンケート調査で回答が得られた事業所のうち、事業所名と住所が

調査票に記載のあった事業所の中から以下の観点に基づいて選定を行った。選定条件とし

ては、①終末期ケアや看取りに関する具体的な取り組み姿勢・内容について把握する目的

から、事業所の規模に関わらず、過去半年間に、在宅での看取りについて 5 人以上の実績

がある事業所とした。それらの事業所のうち、調査票に設定してあった「今後、地域の在

宅死を積極的に支援していきたい」という設問に対して「とてもそう思う」と回答した事

業所を、③過去半年間に死亡した利用者（入院後死亡したケースを含む）のうち、在宅で

死亡したケースの割合が比較的高い事業所の中から 2 事業所を選定することとした。【選

定条件１】 

一方、「今後、地域の在宅死を積極的に支援していきたい」という設問に対して「とて

もそう思う」と回答しながらも、過去半年間の在宅死の実績が必ずしも多くない事業所の

中から、１事業所を選定することとした。【選定条件２】 

なお、調査対象は、インタビュー調査への協力について承諾が得られた関東近郊の事業

所に依頼した。選定条件ごとの各事業所の概要は次の通りである。 

【選定条件１】 

事業所Ａ（医療法人） 

・ 病院、居宅介護支援事業所、訪問介護、通所介護を併設する訪問看護ステーション。 
・ 職員体制は、常勤 3 人、非常勤 1 人で、一ヶ月の延訪問回数は 188 回（36 人）であ

った。 
・ 過去半年間の利用者における在宅死亡者数は 5 人、利用者が入院して死亡したケー

スが 1 人であった。 
 
事業所Ｂ（医療法人） 

・ 診療所と居宅介護支援事業所を併設する訪問看護ステーション。 
・ 地域内では、終末期ケア、看取りができる訪問看護ステーションとして認知されて

いるとのこと（所長談）。 
・ 職員体制は、常勤 5 人、非常勤 6 人で、一ヶ月の延訪問回数は 576 回（99 人）であ

った。 
・ 過去半年間の利用者における在宅死亡者数は 6 人、利用者が入院して死亡したケー

スが 2 人であった。 
 
【選定条件２】 

事業所Ｃ（株式会社） 

・ 訪問介護と居宅介護支援事業所を併設する訪問看護ステーション。 
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・ 職員体制は、常勤 2 人、非常勤 12 人で、一ヶ月の延訪問回数は、273 回（39 人）で

あった。 
・ 過去半年間の利用者における在宅死亡者数は 0 人、利用者が入院して死亡したケー

スは 1 人であったが、インタビュー実施該当月においては、すでに数人が在宅死亡

しており、通年でみると、必ずしも上記２事業所に比べ在宅死亡者数が少ないとい

うわけではないことが実際のインタビューの際に明らかになっていた。 
 

② 主な質問項目 
○訪問看護ステーションの概要 
○ステーションにおける終末期ケアの取り扱いについて 
  ・ステーションの姿勢 
  ・診療所等、連携・協力医療機関について 
  ・利用者のニーズについて 
○現行制度における問題点 
○ステーションの体制、人材の確保について 
○終末期対応の実際 
  ・看取りのためのサービスのありかた  
  ・がんの終末期とがん以外の終末期の相違      ／等 
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2章 回収状況 

1. 回収状況 

(1) 回収数の都道府県分布 

1,020 件（有効回収率は 51.0％）の訪問看護ステーションから回答が得られた。ステー

ション名が無回答だった 69 件を除いた 951 件の地域別の分布割合と、発送先の地域分布

（割合）を比較したところ、特に違いはみられず、回収に特に偏りはなかった。 

図表2-1-1 発送先と回収先の地域分布 (n=1,020) 

 発送先 回収先 

 施設数 % 施設数 % 

北海道 90 4.5% 47 4.9%

青森県 30 1.5% 16 1.7%

岩手県 21 1.1% 14 1.5%

宮城県 25 1.3% 13 1.4%

秋田県 18 0.9% 7 0.7%

山形県 16 0.8% 10 1.1%

福島県 42 2.1% 23 2.4%

茨城県 38 1.9% 20 2.1%

栃木県 24 1.2% 10 1.1%

群馬県 32 1.6% 14 1.5%

埼玉県 82 4.1% 28 2.9%

千葉県 70 3.5% 34 3.6%

東京都 187 9.4% 68 7.2%

神奈川県 109 5.5% 56 5.9%

山梨県 18 0.9% 9 0.9%

長野県 51 2.6% 22 2.3%

新潟県 - - - - 

富山県 11 0.6% 7 0.7%

石川県 17 0.9% 11 1.2%

福井県 19 1.0% 7 0.7%

岐阜県 34 1.7% 19 2.0%

静岡県 47 2.4% 25 2.6%

愛知県 92 4.6% 47 4.9%

三重県 28 1.4% 11 1.2%

滋賀県 21 1.1% 13 1.4%

京都府 48 2.4% 22 2.3%
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        (続き) 
大阪府 154 7.7% 68 7.2%

兵庫県 115 5.8% 55 5.8%

奈良県 25 1.3% 16 1.7%

和歌山県 33 1.7% 10 1.1%

鳥取県 17 0.9% 9 0.9%

島根県 21 1.1% 12 1.3%

岡山県 47 2.4% 24 2.5%

広島県 61 3.1% 26 2.7%

山口県 29 1.5% 15 1.6%

徳島県 22 1.1% 10 1.1%

香川県 15 0.8% 7 0.7%

愛媛県 14 0.7% 7 0.7%

高知県 19 1.0% 11 1.2%

福岡県 89 4.5% 50 5.3%

佐賀県 13 0.7% 6 0.6%

長崎県 21 1.1% 6 0.6%

熊本県 29 1.5% 14 1.5%

大分県 26 1.3% 14 1.5%

宮崎県 24 1.2% 8 0.8%

鹿児島県 40 2.0% 23 2.4%

沖縄県 16 0.8% 7 0.7%

無回答 69

全体 2,000 100.0% 1,020 100.0%

 

(2) 利用者数別分布 

回答事業所の利用者数の分布を厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」(平成 15
年）と比較したところ、相違はみられなかった。 
    総数 1～9 人 10～19 人 20～29 人 30～39 人 40～49 人 50～99 人 100 人以上 不明 

全国調査 件数 5,091 227 477 725 775 694 1,703 455 0

  ％ 100.0 4.5 9.4 14.2 15.2 13.6 33.5 8.9 0.0 

今回調査 件数 1,020 32 97 156 165 138 337 81 14

  ％ 100.0 3.1 9.5 15.3 16.2 13.5 33.0 7.9 1.4 

全国調査の出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」平成 15 年 

(3) 利用者票の回収状況 

利用者票については、過去６ヶ月（平成 16 年 7 月１日～12 月 31 日）に在宅死を迎え

た利用者票（在宅死亡票）は 1,948 票、同期間に入院後 1 ヶ月以内に死亡した利用者票（入

院死亡票）は 2,302 票を回収した。なお、在宅死亡の記入対象は、平成 16 年７月１日～

平成 16 年 12 月 31 日に在宅で亡くなった人、入院死亡の記入対象は同じ時期に、病院に

入院後１ヶ月以内に亡くなった人である。すなわち、訪問看護の利用者で、１か月以上の

入院後に亡くなった人のケースは含まれていない。 
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3章 ステーションの実態 

ここでは、基本票の結果を中心に、訪問看護ステーションの実態や利用者の状況等を整

理し、新規の利用開始者や利用終了者、特に死亡者数を把握した結果を記述する。また、

終末期ケアの課題等をまとめた。 

1. 事業所に関する基本情報 

(1) 設置主体（Q1） 

設置主体は、「医療法人」が 48.4％（494 件）で最も多く、続いて、「社会福祉法人」が

11.8％（120 件）、「有限会社・株式会社」が 10.9％（111 件）であった。 

図表3-1-1 設置主体 (n=1,020) 

11.8 10.9 10.2 1.148.4 6.9 5.1
3.7

1.2

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療法人 社会福祉法人 有限会社・株式会社
医師会 地方公共団体 看護協会
公的・社会保険関係団体 ＮＰＯ法人 その他
無回答

 

(2) 開設年（Q2） 

事業所の開設年は、介護保険施行前（1999 年まで）が 63.8％、施行後（2000 年以降）

が 31.8％であった。 

図表3-1-2 開設時期 (n=1,020) 

3.2%
3.6%

5.5%
6.8%

9.0%
11.0%
11.1%

13.6%
13.6%

4.3%
3.5%

5.1%
5.2%

4.4%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

1992年以前

1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

2002年

2003年

2004年以降

無回答

 



 - 8 -

(3) 職員数（Q3） 

１事業所あたりの平均職員数について、常勤看護師が 2.8 人、非常勤看護師が 2.0 人で

あった。 
介護支援専門員の資格を有する職員は、常勤職員では平均 1.6 人であった。 

図表3-1-3 職員数 (n=1,012) 

 
常勤 非常勤 

（実人数） 
保健師 0.1 人 0.1 人
看護師 2.8 人 2.0 人
准看護師 0.4 人 0.3 人
理学療法士（ＰＴ） 0.3 人 0.4 人
作業療法士（ＯＴ） 0.1 人 0.2 人
その他 0.2 人 0.1 人
（再掲）介護支援専門員の資格を有する職員 1.6 人 0.7 人

 

図表3-1-4 看護職員数の分布 (n=1,012) 

30.4 24.2

13.1 11.7

11.5

2.1

18.1

17.6

28.0 27.1

10.0 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤看護職

非常勤看護職

なし 1人 2人 3人 4人 5以上
 

 



3 章 ステーションの実態 

医療経済研究機構 - 9 -

(4) 同一法人の運営・併設施設・事業所（Q4） 

同一法人での併設・運営をみると、「病院」については「併設」が 8.7％（89 件）、「（併

設はしていないが）運営」が 33.8％（345 件）で、合わせると 42.5％の訪問看護ステーシ

ョンでは、同一法人が病院を運営していた。 
同様に、「介護老人保健施設」については、「併設」が 9.0％（92 件）、「（併設はしてい

ないが）運営」が 22.0％（224 件）で、合わせると 31.0％の訪問看護ステーションでは、

同一法人が介護老人保健施設を運営していた。 
 
なお、同一法人内の病院、老健、診療所の有無としてまとめたところ、「あり」が 63.9％

であった。 
 
「居宅介護支援事業所」については、「併設」が」27.0％（275 件）、「運営」が 57.2％

（583 件）と合わせると 84.2％が同一法人内に居宅介護支援事業所があった。 

図表3-1-5 同一法人で併設している施設・運営している施設(複数回答) （n=1,020） 

9.0

27.0

33.8

22.0

57.2

57.5

93.5

83.8

15.9

3.9

1.8

8.7

12.3

4.7

69.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院

介護老人保健施設

有床診療所

無床診療所

居宅介護支援事業所

併設 運営 ない
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2. 利用者の状況 

(1) 利用実人数・訪問延回数（Q5） 

平成 16 年 11 月の利用実人数は、１事業所あたり平均 51.2 人、訪問延べ回数は、平均

287.0 回であった。利用者１人あたり平均訪問回数は、5.6 回だった。 

図表3-2-1 利用実人数・訪問延回数（平成 16 年 10 月） 

 回答事業所数 平均値 中央値 最大値 

利用実人数 1,006 51.2 43.0 315 
訪問延回数 1,004 287.0 243.0 1,483 

 

(2) 保険請求件数（Q６） 

 平成 16 年 11 月の１事業所あたり保険請求件数は、医療保険（老人保健を含む）が、平

均 17.2 件、中央値は 7.0 件だった。医療保険のうち、主傷病名が末期の悪性腫瘍のものが、

平均 1.3 件であった。 
 介護保険は、平均 65.7 件、中央値は 38.0 件だった。介護保険のうち、主傷病名が末期

の悪性腫瘍のものが、平均 0.7 件であった。 
 保険請求件数のうち、介護保険比率をみると、平均 81.0％、中央値は 83.3％だった。分

布をみると、8 割超９割未満が 34.4％を占めた。 
図表3-2-2 保険請求件数（平成 16 年 11 月） n=999 

 合計件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

①医療保険 17,187 17.2 34.6 7.0 364 0
②うち 主傷病名が末期の悪性腫瘍 1,318 1.3 4.5 0.0 75 0

③介護保険 65,592 65.7 88.5 38.0 860 0
④うち 主傷病名が末期の悪性腫瘍 748 0.7 3.6 0.0 98 0

医療保険と介護保険の小計（①＋③） 82,779 82.9 114.6 47.0 1,000 1
 うち 主傷病名が末期の悪性腫瘍（②＋④） 2,066 2.0 7.0 1.0 173 0
保険請求件数のうち、介護保険比率 79.2％ 81.0％ 15.4 83.3％ 100％ 0％

図表3-2-3 保険請求件数（平成 16 年 11 月）の介護保険比率 n=999 
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(3) 各種加算算定（Q7） 

① 医療保険 
24 時間連絡体制加算は、「あり」が 67.2％（685 件）、「なし」が 28.1％（287 件）で、

「あり」と回答した施設が７割近かった。加算件数の記入があった 638 事業所での平均算

定件数は、7.8 件であった。 
重症者管理加算は、「あり」が 56.8％（579 件）、「なし」が 36.8％（375 件）で、「あり」

と回答した施設が半数以上であった。加算算定があった事業所のうち加算件数の記入があ

った 539 事業所での平均算定件数は、3.8 件であった。 

図表3-2-4 加算算定の体制の有無（n=1,020） 

56.8

28.1

36.8

4.767.2

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

24時間連絡体制加算

重症者管理加算

あり なし 無回答
 

 
注：  

重症者管理加算：特別な管理を要する利用者に対して、看護に関する意見を求められた場合に常時対応

できる体制、その他計画的な管理をできる場合に算定。特別な管理とは、以下のとおり。在宅自己腹膜

灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成

分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅人工呼吸指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指

導管理、在宅悪性腫瘍患者指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理、在宅肺高血圧症患者指導管理、在宅

気管切開患者指導管理、自宅患者訪問点滴注射管理指導料を算定、気管カニューレ、ドレーンチューブ、

留置カテーテルを使用している状態、人工肛門、人工膀胱を設置している状態 
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1) 訪問延べ回数別分析 
加算の有無について、１か月の訪問延べ回数が中央値の 244 回以上の事業所と 243 回

以下の事業所を比較したところ、244 回以上の事業所群では、24 時間連絡体制加算の「あ

り」が 80.0％、重症者管理加算の「あり」が 71.3％で、それぞれ 243 回以下の事業所群

での割合より高かった。（それぞれ 55.1％、42.7％）※ 
 

図表3-2-5 訪問回数別 24 時間連絡体制加算の有無 

  合計 あり なし 無回答 

1,020 685 287 48 全体 
100.0% 67.2% 28.1% 4.7% 

501 401 85 15 244 回以上の事

業所 100.0% 80.0% 17.0% 3.0% 
503 277 197 29 243 回以下の事

業所 100.0% 55.1% 39.2% 5.8% 
※「あり」についてχ２検定：p=0.0000 

 

図表3-2-6 訪問回数別 重症者管理加算の有無 

  合計 あり なし 無回答 

1,020 579 375 66 全体 
100.0% 56.8% 36.8% 6.5% 

501 357 122 22 244 回以上の事

業所 100.0% 71.3% 24.4% 4.4% 
503 215 248 40 243 回以下の事

業所 100.0% 42.7% 49.3% 8.0% 
※「あり」についてχ２検定：p=0.0000 

 

                                                 
※本文中で比較している場合には、有意水準５％で検定した結果に基づいている。 
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② 介護保険 
緊急時訪問看護加算は、「あり」が 71.3％（727 件）、「なし」が 25.1％（256 件）で、「あ

り」と回答した施設が７割を占めた。加算件数の記入があった 680 事業所での平均算定件

数は、22.4 件であった。 
特別管理加算は、「あり」が 80.9％（825 件）、「なし」が 15.1％（154 件）で、「あり」

が８割を占めた。加算件数の記入があった 774 事業所での平均算定件数は、9.0 件であっ

た。 

図表3-2-7 緊急時訪問看護加算・特別管理加算の有無（n=1,020） 

80.9

25.1

15.1

3.671.3

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緊急時訪問看護加算

特別管理加算

あり なし 無回答
 

注：緊急時訪問看護加算：24 時間連絡体制にあり、計画外の緊急時訪問を必要に応じて行う場合に加算で

きる。 
特別管理加算：特別な管理を要する利用者に対して、計画的な管理を行った場合に算定。特別な管理と

は、以下のとおり。在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅

中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼

吸療法指導管理、在宅悪性腫瘍患者指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理、在宅肺高血圧症患者指導管

理、在宅気管切開患者指導管理、気管カニューレ、ドレーンチューブ、留置カテーテルを使用している

状態、人工肛門、人工膀胱を設置している状態 
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1) 訪問回数（規模）別分析 
１か月の訪問回数別に、加算の有無をみたところ、訪問回数が 244 回以上の事業所群

では緊急時訪問看護加算の「あり」が 81.8％、特別管理加算の「あり」が 89.6％で、そ

れぞれの訪問回数は 243 回以下の事業所群での割合より高かった。（それぞれ 61.8％、

73.0％） 

図表3-2-8 訪問回数別 緊急時訪問看護加算の有無 

  合計 あり なし 無回答 
1,020 727 256 37 全体 

100.0% 71.3% 25.1% 3.6% 
501 410 80 11 244 回以上の事

業所 100.0% 81.8% 16.0% 2.2% 
503 311 171 21 243 回以下の事

業所 100.0% 61.8% 34.0% 4.2% 
※「あり」についてχ２検定：p=0.0000 

 

図表3-2-9 訪問回数別 特別管理加算の有無 

  合計 あり なし 無回答 
1,020 825 154 41 全体 

100.0% 80.9% 15.1% 4.0% 
501 449 38 14 244 回以上の事

業所 100.0% 89.6% 7.6% 2.8% 
503 367 114 22 243 回以下の事

業所 100.0% 73.0% 22.7% 4.4% 
※「あり」についてχ２検定：p=0.0000 
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(4) 新規利用開始者について（平成 16 年 11 月分）（Q8） 

① 新規利用開始者数 
平成 16 年 11 月１か月間の新規利用開始者数は、回答事業所全体（1,020 件）で 3,023

人、平均値 3.0 人、中央値 2.0 人であった。 

② 新規利用開始者の年齢 
新規利用開始者の平均年齢は 77.1 歳、中央値 79.0 歳であった。 

③ 開始時の保険別 開始時の状況 
新規利用開始者のうち訪問看護の保険種別について回答が得られた 2,860 人の内訳は、

「介護保険」が 75.3％（2,154 人）、「医療保険」が 23.9％（684 人）で、「介護保険」を

利用している人の方が多かった。新規利用開始者の開始時の状況は、「自宅療養中」が

47.0％（1,343 人）、「病院・診療所からの退院」が 46.4％（1,327 人）とほぼ半数ずつで

あった。「老人保健施設からの退所」は 2.9％（84 人）であった。 
開始時の保険種別ごとに開始時の状況をみると、医療保険では「病院・診療所からの

退院」が 53.9％と介護保険の 44.3％に比べて高かった。介護保険では「病院・診療所か

らの退院」の 44.3％よりも、「自宅療養中」の回答が 49.3％で高かった。 

図表3-2-10 新規利用開始者の訪問看護の保険別 開始時の状況 

53.9

44.3

2.9

1.3

3.4

47.0

49.3

46.4

39.9

2.3

3.9

2.8
0.9

0.9

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2,860）

医療保険（n=684）

介護保険（n=2,154）

病院・診療所からの退院 老人保健施設からの退所 自宅療養中

その他 無回答  
※クロス集計表についてのχ２検定：p=0.0000 
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(5) 利用終了（中止）者（平成 16 年 11 月分）（Q9） 

① 利用終了（中止）者数 
平成 16 年 11 月１か月間の利用終了（中止）者数は、回答事業所全体（1,020 件）で 2,585

人、１事業所あたり平均値で 2.5 人、中央値は 2.0 人であった。 

② 利用終了（中止）者の年齢 
利用終了（中止）者の平均年齢は 79.3 歳、中央値は 81.0 歳であった。 

③ 利用終了（中止）時の保険別 終了時の状況 
利用終了（中止）者のうち訪問看護の保険種別について回答が得られた 2,496 人の内

訳は、「介護保険」が 77.6％（1,938 人）、「医療保険」が 21.4％（533 人）で、「介護保険」

を利用している人の方が多かった。 
終了時の保険種別ごとに終了時の状況をみると、いずれも「病院・診療所への入院」

が最も多かったが、医療保険では「自宅療養で死亡」が 25.5％、「介護保険」の 12.5％
に比べて高かった。「介護保険」では「老人保健施設へ入所」が 8.7％と医療保険の 1.7％
に比べて高く、その他も 10.9％と医療保険の 6.2％に比べて高かった。 

図表3-2-11 利用終了（中止）時の保険別 終了時の状況 

57.2

56.2

7.1

1.7

8.7

11.1

11.5 12.5

9.856.4

9.4 25.5

15.3

6.2

10.9 0.2

0.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2,496）

医療保険（n=533）

介護保険（n=1,938）

病院・診療所へ入院 老人保健施設へ入所 自宅療養で軽快

自宅療養で死亡 その他 無回答
 

※クロス集計表についてのχ２検定：p=0.0000 
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(6) グループホームへの訪問状況（Q10） 

 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）への訪問状況は、「訪問したことはない」

が 92.3％（941 件）を占め、「医療保険に請求して訪問」は 4.4％（45 件）、「グループホ

ームからの委託で訪問」は 1.7％（17 件）であった。 

図表3-2-12 グループホームへの訪問状況 （複数回答）（n=1,020） 

 

67.0%

14.1%

4.0%

7.2%

4.4%

1.7%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

訪問したことはないが、地域内にある

訪問したことはない（地域内にない）

訪問したことはない(所在は分からない）

訪問したことはない(所在の有無は無回答）

医療保険に請求して訪問

グループホームからの委託で訪問

無回答

 
 

92.3% 
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3. 終末期ケアについて 

(1) 死亡者について（Q11、Q12） 

 利用者のうち、平成 16 年７月１日~12 月 31 日までに、在宅で亡くなった人（在宅死亡）

は、回答施設全体（1,018 事業所）で 2,223 人（１事業所あたり、平均 2.2 人、中央値 1
人）であった。 

同じ期間で入院後１ヶ月以内に病院・診療所で亡くなった人（入院死亡）は、回答施設

全体で 2,761 人（１事業所あたり、平均 2.7 人、中央値 2.0 人）であった。 
なお、これらについては詳細を次章で分析している。 

図表3-3-1 死亡者数（平成 16 年 7 月１日～12 月 31 日） （n=1,018） 

 合計人数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 
在宅死亡 2,223 2.18 2.58 1.0 19 
入院死亡 2,761 2.71 2.73 2.0 25 

図表3-3-2 在宅死亡者数の分布（平成 16 年 7 月１日～12 月 31 日） （n=1,018） 

27.8%

22.9%

17.4%

10.7%

7.3%
6.0%

1.8% 1.6% 1.8% 1.2% 0.4% 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 0.2% 0.2% 0.0% 0.2% 0.2%
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人 11人 12人 13人 14人 15人 16人 17人 18人 19人

 

(2) 在宅での終末期ケア実施上の課題（Q13） 

在宅での終末期ケア実施上の課題は、「利用者の主治医からの支援」が 52.1％（531 件）

で最も多かった。続いて、「家族の在宅介護に対する不安や負担」が 38.3％（391 件）、「家

族の在宅介護に対する姿勢や意向」が 37.5％（382 件）、「家族の在宅介護の体制」が 32.7％
（334 件）、「マンパワーの確保（現在の利用者で手一杯である）」が 32.1％（327 件）で

あった。なお、これらについての詳細は５章で分析している。 
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図表3-3-3 在宅での終末期ケア実施上の課題（複数回答、３つまで）（n=1,020） 

52.1

38.3

37.5

32.7

32.1

24.5

15.8

11.3

9.6

5.1

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用者の主治医からの支援

家族の在宅介護に対する不安や負担

家族の在宅介護に対する姿勢や意向

家族の在宅介護の体制

マンパワーの確保

スタッフの手技的な技量

スタッフのコミュニケーション技量

介護支援専門員の理解や力量

必要な介護サービスの調整や提供

その他

無回答

 
 

(3) 在宅での終末期ケア提供についての考え方（Q14） 

在宅での終末期ケア提供についての考え方をみると、「スタッフのやりがいにつなが

る」については、「とてもそう思う」が 47.6％（486 件）、「まあそう思う」の 40.8％（416
件）と合わせると 88.4％と 9 割弱を占めた。一方で、「スタッフの身体的・精神的負担が

大きい」についても「とてもそう思う」が 47.2％（481 件）、「まあそう思う」39.1％（399
件）を合わせると 86.3％と高い割合だった。在宅での終末期ケア提供については、身体的・

精神的負担が大きい一方、スタッフのやりがいにつながるとみていた。 
 
経営面では、「現行の報酬体系では十分なサービスを提供できない」については、「まあ

そう思う」が 39.4％（402 件）、「とてもそう思う」の 33.7％（344 件）と合わせると 73.1％
が課題として挙げていた。 

「死亡で利用終了した場合の減収が経営に影響する」については、「まあそう思う」が

35.0％（357 件）であるが、「あまりそう思わない」も 31.1％（317 件）となっていた。 
「各種の加算が経営に貢献する」については、「まあそう思う」が 38.4％（392 件）、「あ

まりそう思わない」が 36.0％（367 件）となっていた。 
 
「今後、地域の在宅死を積極的に支援していきたい」については、「とてもそう思う」

が 48.5％（495 件）と半数を占め、次いで、「まあそう思う」が 39.1％（399 件）であり、

これらを合わせると 87.6％の事業所が在宅死の支援に積極的であった。 
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図表3-3-4 在宅での終末期ケア提供についての考え方（n=1,020） 

47.6

33.7

20.8

14.7

48.5

39.1

40.8

39.4

35.0

38.4

39.1

17.9

31.1

36.0

0.9

5.6

3.2

7.5

7.6

47.2

4.6

6.3

3.9

0.1

0.3

0.2

7.6

8.0

7.4

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スタッフの身体的･精神的
負担が大きい

スタッフのやりがいにつながる

現行の報酬体系では十分な
ｻｰﾋﾞｽを提供できない

死亡で利用終了した場合の
減収が経営に影響する

各種の加算が経営に貢献する

今後、地域の在宅死を
積極的に支援していきたい

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
 

今後、地域の在宅死を積極的に支援していくことについての意向別に現在の看取り実績

をみたところ、「あまりそう思わない」「まったくそう思わない」と消極的になるにつれ、

看取り件数が半年で１人以下の事業所の割合が高くなった。 

図表3-3-5 在宅での終末期ケア提供についての考え方 

（今後、地域の在宅死を積極的に支援していきたい）別 看取り実績 

今後、地域の在宅死を積

極的に支援していきたい

合計 半年に１

人以下 

半年に 2
人以上 

無回答 

1,020 516 502 2 全体 

100.0% 50.6% 49.2% 0.2% 

495 183 311 1 とてもそう思う 

100.0% 37.0% 62.8% 0.2% 

399 219 180 0 まあそう思う 

100.0% 54.9% 45.1% 0.0% 

47 36 11 0 あまりそう思わない 

100.0% 76.6% 23.4% 0.0% 

1 1 0 0 まったくそう思わない 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

※「とてもそう思う」「まあそう思う」「あまりそう思わない」でχ2 検定：p=0.0000 
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4章 死亡者の実態 

ここでは、訪問看護ステーションの利用者のうち、平成 16 年７月～12 月に在宅で死亡

した人、入院後１か月以内に亡くなった人について、利用者票で尋ねた質問について整理

する。 
参考までに、平成 15 年度の人口動態調査によれば、１年間で在宅死亡をした人数は

131,991 人にのぼり（全死亡者の 13.0％）、本調査期間は半年間なので同期間に換算すると、

全国の在宅死亡者のうち「1,948/（13,1991÷2）＝約３％」の死亡者を分析したと推計でき

る。 
参考：平成 15 年度の「死亡場所別の死亡総数」

  人数 ％ 

総数 1,014,951 100.0% 
病院 801,125 78.9% 
診療所 27,898 2.7% 
介護老人保健施設 5,986 0.6% 
助産所 2 0.0% 
老人ホーム 19,659 1.9% 
自宅 131,991 13.0% 
その他 28,290 2.8% 
出典：平成 15 年度人口動態調査 厚生労働省 
 

1. 死亡者の基本属性・状態等 

(1) 死亡者の基本属性 

① 死亡時の年齢（Q1） 
死亡時の平均年齢は、在宅死亡においては 83.2 歳、入院死亡においては 79.0 歳と、

入院死亡より在宅死亡の方が平均で 4.2 歳高かった。 

図表 4-1-1 死亡時の年齢 

 合計人数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 

在宅死亡 1,942 83.2 11.0 85.0 106 
入院死亡 2,279 79.0 11.5 80.0 103 

図表4-1-2 年齢階級別 死亡年齢 

  合計 40 歳未

満 

40 歳～

54 歳 

55 歳～

64 歳 

65 歳～

74 歳 

75 歳～

84 歳 

85 歳以

上 

無回答 

4,250 16 89 232 738 1,368 1,778 29全体 

100.0% 0.4% 2.1% 5.5% 17.4% 32.2% 41.8% 0.7%
1,948 2 28 91 274 535 1,012 6在宅死亡 

100.0% 0.1% 1.4% 4.7% 14.1% 27.5% 52.0% 0.3%
2,302 14 61 141 464 833 766 23入院死亡 

100.0% 0.6% 2.6% 6.1% 20.2% 36.2% 33.3% 1.0%
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② 性別（Q3） 
利用者の性別は、在宅死亡においては、男性が 48.3％（941 人）、女性が 51.1％（996

人）と女性の方が多く、入院死亡においては、男性が 55.3％（1,272 人）、女性が 43.2％
（995 人）と男性の方が多かった。 

図表4-1-3 性別 

55.3

51.1

43.2

0.648.3

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

男 女 無回答
 

③ 世帯構成（Q9） 
在宅死亡においては、世帯構成は、「ひとり暮し」が 6.1％（119 人）、「高齢夫婦世帯」

が 21.4％（416 人）、「その他（子供等との同居）」が 72.2％（1,406 人）であった。 
入院死亡においては、世帯構成は、「ひとり暮し」が 7.8％（179 人）、「高齢夫婦世帯」

が 28.8％（662 人）、「その他（子供等との同居）」が 62.3％（1,433 人）であった。 

図表4-1-4 世帯構成 

7.8

21.4

28.8

6.1 72.2

62.3 1.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

ひとり暮らし 高齢夫婦世帯

その他(子供等との同居) 無回答
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④ 在宅での介護者（Q10） 
在宅死亡においては、在宅での介護者は、「常時(日中と夜間)介護者がいた」が 84.4％

（1,645 人）で最も多く､続いて、「日中は独居、夜間のみ介護者がいた」が 10.0％（195
人）、「日中夜間ともに介護者はいなかった」は 4.3％（84 人）であった。 

入院死亡においては、在宅での介護者は、「常時(日中と夜間)介護者がいた」が 79.2％
（1,823 人）で最も多く､続いて、「日中は独居、夜間のみ介護者がいた」が 12.9％（297
人）、「日中夜間ともに介護者はいなかった」は 6.5％（149 人）であった。 

図表4-1-5 在宅での介護者 

79.2

10.0

12.9

84.4

6.5

4.3 1.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

常時(日中と夜間)介護者がいた 日中は独居、夜間のみ介護者がいた

日中夜間ともに介護者はいなかった 無回答
 

 

(2) 死亡者の状態像 

① 傷病名（Q4） 
在宅死亡においては、主な傷病名は、「悪性新生物」が 38.0％（740 人）で最も多く､続

いて、「脳血管疾患」が 20.0％（389 人）、「心疾患」が 8.6％（168 人）であった。 
 入院死亡においては、主な傷病名は、「悪性新生物」が 41.4％（954 人）で最も多く､続

いて、「脳血管疾患」が 14.9％（344 人）、「呼吸器疾患」が 11.8％（272 人）であった。 
 
 併存疾患でも、ほぼ同様の傾向を示した。 

図表4-1-6 主傷病名 

41.4

20.0

14.9

8.6 2.5 15.8

12.2

6.2

6.3

38.0

8.7

7.2

11.8
3.6

1.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

悪性新生物 脳血管疾患 心疾患 呼吸器疾患

他の神経疾患 骨折・腰痛 その他 無回答
 



 - 24 -

図表4-1-7 傷病名（併存疾患全て） 

41.3

27.6

17.7

15.0

6.7

4.2

27.8

0.8

44.6

21.8

16.6

20.9

5.0

5.0

22.8

0.8

0% 20% 40% 60%

悪性新生物

脳血管疾患

心疾患

呼吸器疾患

骨折・腰痛

他の神経疾患

その他

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302
 

② 要介護度（Q5） 
 在宅死亡においては、要介護度は、「要介護５」が 45.2％（880 人）で最も多く、続い

て、「要介護４」が 16.9％（329 人）、「要介護３」が 10.3％（200 人）、「なし」が 10.1％
（197 人）であった。 

入院死亡においても、要介護度は、「要介護５」が 28.5％（656 人）と最も多く、続い

て、「要介護４」が 17.1％（393 人）、「要介護３」が 14.4％（331 人）、「なし」が 11.4％
（263 人）であった。 

在宅死亡では「要介護５」が 45.2％に対して、入院死亡では 28.5％でその差は 16.7 ポ

イントであった。 

図表4-1-8 要介護度 

11.4

1.2

2.2

10.3

17.1

45.2

28.5

3.2

4.4

10.1

11.5

6.4 6.7

10.5 14.4

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

なし 要支援 要介護1 要介護2

要介護3 要介護4 要介護5 無回答
 

※「要介護５」について、χ２検定：p=0.0000 
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③ 障害高齢者の自立度（Q7） 
在宅死亡においては、「C」が 59.1％（1,151 人）で最も多く､続いて、「B」が 18.1％（353

人）、「A」が 9.1％（177 人）、「J」が 3.2％（63 人）であった。 
 入院死亡においては、「C」が 36.4％（839 人）で最も多く､続いて、「B」が 27.2％（625
人）、「A」が 18.6％（429 人）、「J」が 6.0％（138 人）であった。 

図表4-1-9 障害高齢者の日常生活自立度 

6.0

9.1

18.6

10.53.2

27.2

18.1 59.1

36.4 11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

Ｊ Ａ Ｂ Ｃ 無回答

 
 

（参考表）障害高齢者の日常生活自立度 
ランク 判定基準 

J 何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する 
A 屋内での生活はおおむね自立しているが、介助なしには外出しない 
B 屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体である

が、座位を保つ 
C 一日中ベッドの上で過ごし、排泄，食事，着替において介助を要する 
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④ 認知症高齢者の日常生活自立度（Q6） 
在宅死亡においては、認知症高齢者の日常生活自立度は、「なし」が 30.8％（600 人）

で最も多く､続いて、「Ⅰ」が 15.5％（301 人）、「Ⅳ」が 14.3％（279 人）であった。 
 入院死亡においては、「なし」が 40.7％（937 人）で最も多く､続いて、「Ⅰ」が 17.5％
（402 人）、「Ⅱ」が 13.1％（301 人）であった。 
 「M」の割合は、在宅死亡においても入院死亡においても最も低く、在宅死亡において

7.4％（145 人）、入院死亡において 3.6％（84 人）であった。 

図表4-1-10 認知症高齢者の日常生活自立度 

40.7

15.5

17.5

14.3 4.230.8 13.7

13.1 11.8

14.1

9.4 3.6

7.4

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

なし Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ 無回答

 

（参考表）認知症高齢者の日常生活自立度 
ランク 判定基準 

Ⅰ 何らかの痴呆を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立してい
る。 

Ⅱ 日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが多少みられて
も、誰かが注意していれば自立できる 

Ⅲ 日常生活に支障を来すような症状・行動 や意思疎通の困難さがときどき見
られ、介護を必要とする。 

Ⅳ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見ら
れ、常に介護を必要とする。 

Ｍ Ｍ 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療
を必要とする 
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⑤ 特別管理加算･重症者管理加算の算定（Q8） 
特別管理加算･重症者管理加算の算定は、在宅死亡においては、「あり」が 45.1％（879

人）、「なし」が 49.8％（970 人）と「なし」の方が多かった。在宅死亡においても同様の

傾向がみられ、「あり」が 40.4％（929 人）、「なし」が 54.5％（1,255 人）と「なし」の

方が多かった。 

図表4-1-11 特別管理加算・重症者管理加算の算定 

40.4

49.8

54.5

45.1 5.1

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

あり なし 無回答
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(3) 本人・家族の在宅療養、死亡場所の希望 

① 在宅療養の希望 

1) 本人の在宅療養の希望（Q11） 
在宅死亡においては、本人の在宅療養の希望は、「強かった」が 64.7％（1,260 人）、「普

通」が 11.0％（214 人）、「弱かった」は 0.4％（8 人）であった。 
入院死亡においては、「強かった」が 56.4％（1,298 人）、「普通」が 20.7％（477 人）、

「弱かった」は 2.0％（46 人）であった。 

図表4-1-12 本人の在宅療養の希望 

56.4

11.0

20.7

0.764.7 0.4

2.0 19.7

23.3

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

強かった 普通 弱かった 不明 無回答

 
※「強かった」についてχ２検定：p=0.0000 

2) 家族の在宅療養の希望（Q13） 
在宅死亡においては、家族の在宅療養の希望は、「強かった」が 67.7％（1,318 人）、「普

通」が 22.2％（432 人）、「弱かった」は 4.1％（79 人）であった。 
入院死亡においては、「強かった」が 38.1％（878 人）で、「普通」が 37.5％（864 人）、

「弱かった」が 14.5％（333 人）であった。 

図表4-1-13 家族の在宅療養の希望 

38.1

22.2

37.5

67.7 4.1

14.5 7.4

4.4 1.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

強かった 普通 弱かった 不明 無回答

 
※「強かった」についてχ２検定：p=0.0000 
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② 本人・家族の在宅死亡の希望 
在宅死亡においては、「本人と家族の両方が在宅を希望」が 50.1％（975 人）と半数を

占めており、「家族のみ在宅希望」が 24.8％（483 人）、「本人のみ在宅希望」が 6.8％（133

人）だった。「本人または家族のいずれかが在宅を希望」している場合は 81.7％だった。 
入院死亡においては、「本人、家族のいずれにも在宅希望なし」が 38.4％（883 人）で

あった。「本人・家族とも不明」が 29.1％（671 人）だった。 
本人または家族の希望が結果に強く影響していることが分かったが、結果的には、本人

あるいは家族が在宅死を希望していても病院で亡くなっている例が入院死亡の 28.9％で

あった。 

図表4-1-14 本人・家族の在宅死亡の希望 

8.9

6.8

14.4

24.8 11.3 3.5

3.6

50.1

5.6

3.5

38.4 29.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡 n=1,948

入院死亡 n=2,302

 本人、家族ともに在宅希望  本人のみ在宅希望
 家族のみ在宅希望  本人、家族のいずれにも在宅希望なし
(特に） 本人・家族とも不明  無回答  

1) 本人の死亡場所の希望（Q12） 
在宅死亡においては、本人の死亡場所の希望は、「自宅」が 58.1％（1,132 人）で最も多

く､続いて、「病院・診療所」が 0.6％（12 人）、「緩和ケア病棟」は 0.0％（0 人）であった。 
入院死亡においては、「自宅」が 23.7％（545 人）で最も多く､続いて、「病院・診療所」

が 13.6％（312 人）、「緩和ケア病棟」は 1.7％（39 人）であった。 

図表4-1-15 本人の死亡場所の希望 

23.7 13.6

1.358.1 0.6 0.0

1.7 58.9

40.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

自宅 病院・診療所 緩和ケア病棟 不明 無回答

 
※「自宅」についてχ２検定：p=0.0000 
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2) 家族の死亡場所の希望（Q14） 
在宅死亡においては、家族の死亡場所の希望は、「自宅」が 75.1％（1,463 人）で最も多

く､続いて、「病院・診療所」が 6.4％（124 人）、「緩和ケア病棟」は 0.7％（13 人）であ

った。 
入院死亡においては、「病院・診療所」が 45.2％（1,041 人）で最も多く､続いて、「自宅」

が 14.5％（334 人）、「緩和ケア病棟」は 2.9％（66 人）であった。 
入院死亡においては、家族の死亡場所の希望は「病院・診療所」が最も多くなっており、

「自宅」が最も多い本人の死亡場所の希望との間に差がみられた。 

図表4-1-16 家族の死亡場所の希望 

14.5

6.4

45.2

3.275.1 0.7

2.9 34.1

14.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

自宅 病院・診療所 緩和ケア病棟 不明 無回答

 
※「自宅」についてχ２検定：p=0.0000 
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(4) 死因（在宅死亡 Q35 入院死亡 Q40） 

在宅死亡において、死因は、「悪性新生物」が 36.1％（704 人）で最も多く、続いて「老

衰」が 24.0％（468 人）、「心疾患」が 11.7％（227 人）であった。 
入院死亡において、死因は、「悪性新生物」が 39.9％（919 人）で最も多く、続いて「肺

炎」が 14.9％（343 人）、「心疾患」が 11.4％（262 人）であった。 
いずれも「悪性新生物」が最も多いが、第２位以下が異なっており、在宅死亡では「老

衰」が第２位、入院死亡では「肺炎」となっていた。 

図表4-1-17 死因 

39.9

24.0

3.3

7.5 11.4

11.5

36.1

14.9

11.7

11.4

4.8

5.4
0.6

1.5

10.2
2.7

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡　n=1,948

入院死亡　n=2,302

悪性新生物 老衰 肺炎 心疾患 脳血管疾患

不慮の事故 その他 不明 無回答
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① 死亡時の年齢階級別 死因 
「在宅死亡」においては、「悪性新生物」が 40 歳～54 歳では 71.4％、「55～64 歳」では

75.8％と比較的高かった。年齢が高くなるにしたがって「悪性新生物」の割合は低くなり、

一方、「老衰」の割合が高くなり、「85 歳以上」では 40.4％と４割を占めた。 
また、「入院死亡」においても、「悪性新生物」が 40 歳～54 歳では 67.2%、「55～64 歳」

では 66.7％と比較的高かった。年齢が高くなるにしたがって「悪性新生物」の割合は低く

なり、「肺炎」「心疾患」の割合が増加する傾向がみられた。 
図表4-1-18 死亡時の年齢階級別 死因（在宅死亡） 

  合計 悪 性 新

生物 

心疾患 脳 血 管

疾患 

肺炎 不 慮 の

事故 

老衰 その他 無回答

1,948 704 227 93 147 30 468 223 56全体 

100.0% 36.1% 11.7% 4.8% 7.5% 1.5% 24.0% 11.4% 2.9%
2 1 1 0 0 0 0 0 040 歳未満 

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
28 20 3 1 0 1 0 3 040 歳～54 歳 

100.0% 71.4% 10.7% 3.6% 0.0% 3.6% 0.0% 10.7% 0.0%
91 69 6 1 3 1 0 11 055 歳～64 歳 

100.0% 75.8% 6.6% 1.1% 3.3% 1.1% 0.0% 12.1% 0.0%
274 170 23 6 16 6 7 41 565 歳～74 歳 

100.0% 62.0% 8.4% 2.2% 5.8% 2.2% 2.6% 15.0% 1.8%
535 234 71 29 43 14 49 79 1675 歳～84 歳 

100.0% 43.7% 13.3% 5.4% 8.0% 2.6% 9.2% 14.8% 3.0%
1,012 208 123 56 85 8 409 88 3585 歳以上 

100.0% 20.6% 12.2% 5.5% 8.4% 0.8% 40.4% 8.7% 3.5%

図表4-1-19 死亡時の年齢階級別 死因（入院死亡） 

  合計 悪 性 新

生物 

心疾患 脳 血 管

疾患 

肺炎 不 慮 の

事故 

老衰 その他 不明・無

回答 

2,302 919 262 125 343 14 77 265 297全体 

100.0% 39.9% 11.4% 5.4% 14.9% 0.6% 3.3% 11.5% 12.9% 
14 7 2 0 0 0 0 2 340 歳未満 

100.0% 50.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 21.4% 
61 41 2 4 2 0 0 7 540 歳～54 歳 

100.0% 67.2% 3.3% 6.6% 3.3% 0.0% 0.0% 11.5% 8.2% 
141 94 4 4 5 1 0 19 1455 歳～64 歳 

100.0% 66.7% 2.8% 2.8% 3.5% 0.7% 0.0% 13.5% 9.9% 
464 259 30 19 53 3 2 51 4765 歳～74 歳 

100.0% 55.8% 6.5% 4.1% 11.4% 0.6% 0.4% 11.0% 10.1% 
833 332 89 52 132 7 11 100 11075 歳～84 歳 

100.0% 39.9% 10.7% 6.2% 15.8% 0.8% 1.3% 12.0% 13.2% 
766 176 132 45 150 3 64 84 11285 歳以上 

100.0% 23.0% 17.2% 5.9% 19.6% 0.4% 8.4% 11.0% 14.6% 
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② 要介護度別 死因 
在宅死亡について、要介護度別に死因をみると、要介護度が「なし」では、「悪性新

生物」が 81.2％と圧倒的に多かった。また、要介護度が軽い「要支援」「要介護１」で

は、「悪性新生物」の割合が比較的高く、要介護度が重くなるとその割合が低くなるも

のの、「要介護４」までは、死因としては、最も多かった。 
要介護度が重くなると、「老衰」が高くなる傾向がみられ「要介護５」では、31.9％と

最も多かった。 
入院死亡についても同様の傾向がみられ、要介護度が「なし」では、「悪性新生物」

が 84.4％と圧倒的に多かった。また、要介護度が軽い「要支援」「要介護１」では、悪

性新生物の割合が比較的高く、要介護度が重くなるとその割合が低くなるものの、「要

介護４」までは、死因としては、最も多かった。 
「要介護５」では、「肺炎」が 24.8％と最も多くなった。 
 
死因別に要介護度をみると、ほとんどの死因で「要介護５」が最も多いが、「悪性新

生物」では「なし」が在宅死亡では 22.7％と「要介護５」の 29.1％に次いで多く、入院

死亡では、24.2％で最も多かった。 

図表4-1-20 要介護度別 死因(在宅死亡) 

  合計 悪性新

生物 

心疾患 脳血管

疾患 

肺炎 不慮の

事故 

老衰 その他 無回答

1,948 704 227 93 147 30 468 223 56全体 

100.0% 36.1% 11.7% 4.8% 7.5% 1.5% 24.0% 11.4% 2.9%

197 160 8 1 4 3 8 11 2なし 

100.0% 81.2% 4.1% 0.5% 2.0% 1.5% 4.1% 5.6% 1.0%

24 11 6 3 1 0 3 0 0要支援 

100.0% 45.8% 25.0% 12.5% 4.2% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0%

125 61 22 3 8 3 6 19 3要介護 1 

100.0% 48.8% 17.6% 2.4% 6.4% 2.4% 4.8% 15.2% 2.4%

130 51 18 4 9 7 23 15 3要介護 2 

100.0% 39.2% 13.8% 3.1% 6.9% 5.4% 17.7% 11.5% 2.3%

200 69 25 10 10 6 46 29 5要介護 3 

100.0% 34.5% 12.5% 5.0% 5.0% 3.0% 23.0% 14.5% 2.5%

329 103 44 15 21 5 96 32 13要介護 4 

100.0% 31.3% 13.4% 4.6% 6.4% 1.5% 29.2% 9.7% 4.0%

880 205 100 57 92 6 281 111 28要介護 5 

100.0% 23.3% 11.4% 6.5% 10.5% 0.7% 31.9% 12.6% 3.2%
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図表4-1-21 死因別 要介護度(在宅死亡) 

  合計 なし 要支援 要介護

1 

要介護

2 

要介護

3 

要介護

4 

要介護

5 

無回答

全体 1,948 197 24 125 130 200 329 880 63

  100.0% 10.1% 1.2% 6.4% 6.7% 10.3% 16.9% 45.2% 3.2%

悪性新生物 704 160 11 61 51 69 103 205 44

  100.0% 22.7% 1.6% 8.7% 7.2% 9.8% 14.6% 29.1% 6.3%

心疾患 227 8 6 22 18 25 44 100 4

  100.0% 3.5% 2.6% 9.7% 7.9% 11.0% 19.4% 44.1% 1.8%

脳血管疾患 93 1 3 3 4 10 15 57 0

  100.0% 1.1% 3.2% 3.2% 4.3% 10.8% 16.1% 61.3% 0.0%

肺炎 147 4 1 8 9 10 21 92 2

  100.0% 2.7% 0.7% 5.4% 6.1% 6.8% 14.3% 62.6% 1.4%

不慮の事故 30 3 0 3 7 6 5 6 0

  100.0% 10.0% 0.0% 10.0% 23.3% 20.0% 16.7% 20.0% 0.0%

老衰 468 8 3 6 23 46 96 281 5

  100.0% 1.7% 0.6% 1.3% 4.9% 9.8% 20.5% 60.0% 1.1%

その他 223 11 0 19 15 29 32 111 6

  100.0% 4.9% 0.0% 8.5% 6.7% 13.0% 14.3% 49.8% 2.7%

 

図表4-1-22 要介護度別 死因(入院死亡) 

  合計 悪性新

生物 

心疾患 脳血管

疾患 

肺炎 不慮の

事故 

老衰 その他 不明・

無回答 

2,302 919 262 125 343 14 77 265 297 全体 

100.0% 39.9% 11.4% 5.4% 14.9% 0.6% 3.3% 11.5% 12.9% 

263 222 7 1 6 1 0 13 13 なし 

100.0% 84.4% 2.7% 0.4% 2.3% 0.4% 0.0% 4.9% 4.9% 

51 28 4 3 3 0 1 5 7 要支援 

100.0% 54.9% 7.8% 5.9% 5.9% 0.0% 2.0% 9.8% 13.7% 

265 114 35 16 27 2 5 33 33 要介護 1 

100.0% 43.0% 13.2% 6.0% 10.2% 0.8% 1.9% 12.5% 12.4% 

242 99 25 18 34 2 5 30 29 要介護 2 

100.0% 40.9% 10.3% 7.4% 14.0% 0.8% 2.1% 12.4% 11.9% 

331 132 47 16 35 2 6 45 48 要介護 3 

100.0% 39.9% 14.2% 4.8% 10.6% 0.6% 1.8% 13.6% 14.5% 

393 112 59 18 65 5 17 62 55 要介護 4 

100.0% 28.5% 15.0% 4.6% 16.5% 1.3% 4.3% 15.8% 14.0% 

656 156 72 53 163 2 41 73 96 要介護 5 

100.0% 23.8% 11.0% 8.1% 24.8% 0.3% 6.3% 11.1% 14.6% 
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図表4-1-23 死因別 要介護度(入院死亡) 

  総計 なし 要支

援 

要介

護 1 

要介

護 2 

要介

護 3 

要介

護 4 

要介

護 5 

無回

答 

全体 2,302 263 51 265 242 331 393 656 101

  100.0% 11.4% 2.2% 11.5% 10.5% 14.4% 17.1% 28.5% 4.4%

悪性新生物 919 222 28 114 99 132 112 156 56

  100.0% 24.2% 3.0% 12.4% 10.8% 14.4% 12.2% 17.0% 6.1%

心疾患 262 7 4 35 25 47 59 72 13

  100.0% 2.7% 1.5% 13.4% 9.5% 17.9% 22.5% 27.5% 5.0%

脳血管疾患 125 1 3 16 18 16 18 53 0

  100.0% 0.8% 2.4% 12.8% 14.4% 12.8% 14.4% 42.4% 0.0%

肺炎 343 6 3 27 34 35 65 163 10

  100.0% 1.7% 0.9% 7.9% 9.9% 10.2% 19.0% 47.5% 2.9%

不慮の事故 14 1 0 2 2 2 5 2 0

  100.0% 7.1% 0.0% 14.3% 14.3% 14.3% 35.7% 14.3% 0.0%

老衰 77 0 1 5 5 6 17 41 2

  100.0% 0.0% 1.3% 6.5% 6.5% 7.8% 22.1% 53.2% 2.6%

 
 

(5) 訪問看護の継続期間 

今回の訪問看護開始からの継続期間は、在宅死亡においては平均 351.4 日、中央値 82.0
日、入院死亡においては平均 322.9 日、中央値 74.0 日だった。 

分布をみてみると、訪問看護開始から「14 日以内」が在宅死亡では 19.4％と２割近く、

また、入院死亡でも 15.4％が 2 週間以内の利用となっており、非常に短期間の在宅終末期

ケアを行っている例があることが分かった。 

図表4-1-24 訪問看護継続期間  

 単位：日 

 回答件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 

在宅死亡 1,927 351.4 572.7 82.0 3,536 
入院死亡 1,731 322.9 561.8 74.0 4,752 

図表4-1-25 訪問看護継続期間（分布） 

15.4

11.9

8.8

11.8 20.6 26.4

18.1

1.1

24.8

19.4

10.5

8.9

5.2 17.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡　n=1,948

入院死亡　n=2,302

14日以内 30日以内 60日以内 90日以内 360日以内 361日以上 無回答
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2. 訪問看護利用開始時の状況 

(1) 開始直前の入院･入所の有無（Q17） 

 

在宅死亡においては、開始直前の入院･入所の有無は、「入院(病院・診療所)」が 48.1％
（937 人）、「入院・入所していない」が 45.8％（892 人）であった。 

入院死亡においては、開始直前の入院･入所の有無は、「入院(病院・診療所)」が 59.9％
（1,380 人）、「入院・入所していない」が 35.3％（813 人）であった。 

図表4-2-1 開始直前の入院・入所の有無 

59.9

48.1

0.8

1.2 0.5

0.0 35.3

45.8 3.1

2.6 1.2

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

入院(病院・診療所) 介護老人保健施設入所 特別養護老人ホーム入所

入院・入所していない その他 無回答
 

(2) 開始時の保険（Q20） 

在宅死亡においては、開始時の保険は、「介護保険」が 62.7％（1,222 人）で、「医療保

険(老人保健を含む)」が 36.2％（705 人）であった。 
入院死亡においても同様に、開始時の保険は、「介護保険」が 64.7％（1,489 人）､「医

療保険(老人保健を含む)」が 33.6％（773 人）であった。 

図表4-2-2 開始時の保険（複数回答） 

62.7

36.2

0.3

1.2

64.7

33.6

0.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80%

介護保険

医療保険(老人保健を含む)

その他

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302
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(3) 利用開始の契機（Q18） 

在宅死亡においては、利用開始の契機は、「病院・診療所から依頼」が 44.1％（860 人）

で最も多く､続いて、「介護支援専門員から依頼」が 38.3％（746 人）、「本人・家族から問

い合わせ」が 12.3％（240 人）であった。 
一方、入院死亡においては、「介護支援専門員から依頼」が 42.8％（985 人）で最も多

く､続いて、「病院・診療所から依頼」が 38.9％（896 人）、「本人・家族から問い合わせ」

が 11.9％（275 人）であった。 

図表4-2-3 利用開始の契機 

38.9

38.3

42.8

44.1

11.9

12.3
0.3

0.2

2.6

2.8
3.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

病院・診療所から依頼 介護支援専門員から依頼 本人・家族から問い合わせ

介護老人保健施設から依頼 その他 無回答
 

① 開始時の保険別 利用開始の契機 
在宅死亡では、「医療保険」で開始した場合、「病院・診療所からの依頼」が 62.7％を

占めており、「介護保険」で開始した場合には「介護支援専門員から依頼」が 49.8％を

占めており、大きく異なっていた。 
入院死亡でもほぼ同様の結果であり、「利用保険」での「病院・診療所からの依頼」

が 61.1％、「介護支援専門員から依頼」が 55.7％を占めていた。 

図表4-2-4 開始時の保険別 利用開始の契機（在宅死亡） 

  合計 病院・診

療所から

依頼 

介護支援

専門員か

ら依頼 

本人・家

族から問

い合わせ

介護老人

保健施設

から依頼

その他 無回答 

1,948 860 746 240 6 50 46 全体 

100.0% 44.1% 38.3% 12.3% 0.3% 2.6% 2.4% 

705 442 127 98 2 18 18 医療保険(老人保健を

含む) 100.0% 62.7% 18.0% 13.9% 0.3% 2.6% 2.6% 

1,222 412 608 140 4 32 26 介護保険 

100.0% 33.7% 49.8% 11.5% 0.3% 2.6% 2.1% 

5 2 1 1 0 1 0 その他 

100.0% 40.0% 20.0% 20.0% 0.0% 20.0% 0.0% 
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図表4-2-5 開始時の保険別 利用開始の契機（入院死亡） 

  合計 病院・診

療 所 か

ら依頼 

介 護 支

援 専 門

員 か ら

依頼 

本人・家

族 か ら

問 い 合

わせ 

介 護 老

人 保 健

施 設 か

ら依頼 

その他 無回答 

2,302 896 985 275 5 65 76 全体 

100.0% 38.9% 42.8% 11.9% 0.2% 2.8% 3.3% 

773 472 139 97 1 33 31 医療保険(老人保健を

含む) 100.0% 61.1% 18.0% 12.5% 0.1% 4.3% 4.0% 

1,489 409 830 178 4 31 37 介護保険 

100.0% 27.5% 55.7% 12.0% 0.3% 2.1% 2.5% 

10 5 5 0 0 0 0 その他 

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

② 重症者管理加算･特別管理加算の有無別利用開始の契機 
在宅死亡、入院死亡ともに、重症者管理加算・特別管理加算が「あり」の場合に、「病

院・診療所からの依頼」のほうが高く、それぞれ、「あり」での 50.5％、46.2％に対して、

「なし」での 38.2％、32.9％だった。 

図表4-2-6 重症者管理加算・特別管理加算の有無別 利用開始の契機（在宅死亡） 

  合計 病院・診

療所から

依頼 

介護支援

専門員か

ら依頼 

本人・家

族から問

い合わせ

介護老人

保健施設

から依頼

その他 無回答 

1,948 860 746 240 6 50 46 全体 

100.0% 44.1% 38.3% 12.3% 0.3% 2.6% 2.4% 

879 444 279 107 2 22 25 あり 

100.0% 50.5% 31.7% 12.2% 0.2% 2.5% 2.8% 

970 371 432 117 4 27 19 なし 

100.0% 38.2% 44.5% 12.1% 0.4% 2.8% 2.0% 

 

図表4-2-7 重症者管理加算・特別管理加算の有無別 利用開始の契機（入院死亡） 

  合計 病院・診

療 所 か

ら依頼 

介 護 支

援 専 門

員 か ら

依頼 

本人・家

族 か ら

問 い 合

わせ 

介 護 老

人 保 健

施 設 か

ら依頼 

その他 無回答 

2,302 896 985 275 5 65 76 全体 

100.0% 38.9% 42.8% 11.9% 0.2% 2.8% 3.3% 

929 429 345 93 0 24 38 あり 

100.0% 46.2% 37.1% 10.0% 0.0% 2.6% 4.1% 

1,255 413 600 172 5 39 26 なし 

100.0% 32.9% 47.8% 13.7% 0.4% 3.1% 2.1% 
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(4) 訪問看護の利用目的（Q19） 

 

在宅死亡においては、訪問看護の利用目的は、「在宅療養のため」が 57.8％（1,125 人）、

「在宅終末期ケアのため」が 40.2％（783 人）であった。 
入院死亡においては、訪問看護の利用目的は、「在宅療養のため」が 72.9％（1,678 人）、

「在宅終末期ケアのため」が 23.7％（546 人）であった。 

図表4-2-8 訪問看護の利用目的 

23.7

57.8

72.9

40.2 1.8

2.6 0.8

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

在宅終末期ケアのため 在宅療養のため その他 無回答

 
 

① 死因別 訪問看護の利用目的 
死因別に、訪問看護の利用目的をみると、在宅死亡においては、死因が「悪性新生物」

では「在宅終末期ケアのため」が 81.5％と圧倒的に多い。「老衰」では 21.8％、「肺炎」

では 17.0％であった。 
入院死亡においては、死因が「悪性新生物」では「在宅終末期ケアのため」が 53.1％、

「在宅療養のため」が 44.8％と、ほぼ半々であった。他の死因では、「在宅終末期ケア」

のためは、１割以下であり、圧倒的に「在宅療養のため」という回答が多かった。 
在宅での終末期ケアを意図して訪問看護の利用を開始するのは「悪性新生物」のケー

スが圧倒的に多く、他の状況では「在宅療養」を目的に訪問看護を開始して、結果的に

看取りあるいは入院死亡のタイミングを迎えることになったと考えられる。 
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図表4-2-9 死因別 訪問看護の利用目的（在宅死亡） 

  合計 在宅終

末期ケ

アのた

め 

在宅療

養のた

め 

その他 無回答 

1,948 783 1,125 36 4 全体 

100.0% 40.2% 57.8% 1.8% 0.2% 

704 574 127 2 1 悪性新生物 

100.0% 81.5% 18.0% 0.3% 0.1% 

227 28 194 5 0 心疾患 

100.0% 12.3% 85.5% 2.2% 0.0% 

93 14 79 0 0 脳血管疾患 

100.0% 15.1% 84.9% 0.0% 0.0% 

147 25 119 2 1 肺炎 

100.0% 17.0% 81.0% 1.4% 0.7% 

30 1 29 0 0 不慮の事故 

100.0% 3.3% 96.7% 0.0% 0.0% 

468 102 343 21 2 老衰 

100.0% 21.8% 73.3% 4.5% 0.4% 

223 28 191 4 0 その他 

100.0% 12.6% 85.7% 1.8% 0.0% 

図表4-2-10 死因別 訪問看護の利用目的（入院死亡） 

  合計 在宅終

末期ケ

アのた

め 

在宅療

養のた

め 

その他 無回答 

2,302 546 1,678 60 18 全体 

100.0% 23.7% 72.9% 2.6% 0.8% 

919 488 412 15 4 悪性新生物 

100.0% 53.1% 44.8% 1.6% 0.4% 

262 11 241 9 1 心疾患 

100.0% 4.2% 92.0% 3.4% 0.4% 

125 2 118 5 0 脳血管疾患 

100.0% 1.6% 94.4% 4.0% 0.0% 

343 9 322 11 1 肺炎 

100.0% 2.6% 93.9% 3.2% 0.3% 

14 1 13 0 0 不慮の事故 

100.0% 7.1% 92.9% 0.0% 0.0% 

77 3 69 4 1 老衰 

100.0% 3.9% 89.6% 5.2% 1.3% 

265 15 238 7 5 その他 

100.0% 5.7% 89.8% 2.6% 1.9% 
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② 年齢階級別 訪問看護の利用目的 
 年齢階級別にみると、在宅死亡では、「55～64 歳」では 71.4％が「在宅終末期ケアのた

め」と回答しており、年齢が高くなると「在宅療養のため」の割合が高くなり、85 歳以上

では「在宅終末期ケアのため」は 32.3％と低くなり、「在宅療養のため」が 65.0％と高か

った。 
 入院死亡では、全体的に「在宅療養のため」の割合が高めであるが、年齢階級別の変化

はほぼ同様の傾向で、「55～64 歳」では 52.5％が「在宅終末期ケアのため」と回答してお

り、年齢が高くなると「在宅療養のため」の割合が高くなり、85 歳以上では「在宅終末期

ケアのため」は 12.4％と低く、「在宅療養のため」が 84.5％を占めた。 
 このように、年齢が比較的若い層では、積極的に「在宅終末期ケア」を目的としている

割合が高いことが分かった。 

図表4-2-11 年齢階級別 訪問看護の利用目的（在宅死亡） 

  合計 在宅終

末期ケ

アのた

め 

在宅療

養のた

め 

その他 無回答 

1,948 783 1,125 36 4 全体 

100.0% 40.2% 57.8% 1.8% 0.2% 

2 1 1 0 0 40 歳未満 

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 

28 19 8 0 1 40 歳～54 歳 

100.0% 67.9% 28.6% 0.0% 3.6% 

91 65 26 0 0 55 歳～64 歳 

100.0% 71.4% 28.6% 0.0% 0.0% 

274 148 121 5 0 65 歳～74 歳 

100.0% 54.0% 44.2% 1.8% 0.0% 

535 219 309 7 0 75 歳～84 歳 

100.0% 40.9% 57.8% 1.3% 0.0% 

1,012 327 658 24 3 85 歳以上 

100.0% 32.3% 65.0% 2.4% 0.3% 
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図表4-2-12 年齢階級別 訪問看護の利用目的（入院死亡） 

  合計 在宅終

末期ケ

アのた

め 

在宅療

養のた

め 

その他 無回答 

2,302 546 1,678 60 18 全体 

100.0% 23.7% 72.9% 2.6% 0.8% 

14 5 8 1 0 40 歳未満 

100.0% 35.7% 57.1% 7.1% 0.0% 

61 25 33 2 1 40 歳～54 歳 

100.0% 41.0% 54.1% 3.3% 1.6% 

141 74 63 3 1 55 歳～64 歳 

100.0% 52.5% 44.7% 2.1% 0.7% 

464 163 289 10 2 65 歳～74 歳 

100.0% 35.1% 62.3% 2.2% 0.4% 

833 175 628 25 5 75 歳～84 歳 

100.0% 21.0% 75.4% 3.0% 0.6% 

766 95 647 19 5 85 歳以上 

100.0% 12.4% 84.5% 2.5% 0.7% 
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(5) 訪問看護提供時に実施したこと（Q21）（複数回答） 

在宅死亡においては、訪問看護提供時に実施したことは、「主治医との調整」が 94.7％
（1,845 人）で最も多く､続いて、「介護の分担・調整」が 61.8％（1,204 人）、「福祉用具

の提案」が 50.6％（986 人）であった。 
入院死亡においても同様の傾向がみられ、訪問看護提供時に実施したことは、「主治医

との調整」が 90.6％（2,086 人）で最も多く､続いて、「介護の分担・調整」が 54.5％（1,254
人）、「福祉用具の提案」が 46.0％（1,059 人）であった。 

訪問看護の実施期間が２週間以内の場合についても、全体的にやや実施率が低かったも

のの、ほぼ同様の傾向であった。 

図表4-2-13 訪問看護提供時に実施したこと 

94.7

61.8

50.6

40.7

22.4

11.0

5.6

21.4

0.8

90.6

54.5

46.0

37.7

23.7

9.9

6.7

20.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主治医との調整

介護の分担・調整

福祉用具の提案

介護保険ｻｰﾋﾞｽについての説明

住環境の整備、住宅改造の提案

介護支援専門員の紹介

要介護認定の代行申請

その他

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302
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図表4-2-14 訪問看護提供時に実施したこと（訪問看護継続期間が２週間以内のみ） 

93.6

55.7

39.8

33.2

17.0

10.3

5.6

23.1

1.3

89.8

48.3

42.4

30.5

17.5

9.6

6.5

18.4

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主治医との調整

介護の分担・調整

福祉用具の提案

介護保険ｻｰﾋﾞｽについての説明

住環境の整備、住宅改造の提案

介護支援専門員の紹介

要介護認定の代行申請

その他

無回答

在宅死亡　ｎ=377 入院死亡　n=354
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① 介護支援専門員の紹介の有無別 訪問看護開始時の保険種別 
訪問看護として、介護支援専門員の紹介をした際には、開始時の保険種別が「医療保

険」が在宅死亡で 53.3％、入院死亡で 50.9％と半数以上だった。 

図表4-2-15 介護支援専門員の紹介の有無別 開始時の保険種別（在宅死亡） 

在宅死亡 合計 医療保

険(老人

保健を

含む) 

介護保

険 

その他 無回答 

1,948 705 1,222 5 24 全体 

100.0% 36.2% 62.7% 0.3% 1.2% 

214 114 99 0 1 介護支援専門員の紹介 

100.0% 53.3% 46.3% 0.0% 0.5% 

 

図表4-2-16 介護支援専門員の紹介の有無別 開始時の保険種別（入院死亡） 

入院死亡 合計 医療保

険(老人

保健を

含む) 

介護保

険 

その他 無回答 

2,302 773 1,489 10 33 全体 

100.0% 33.6% 64.7% 0.4% 1.4% 

228 116 107 1 5 介護支援専門員の紹介 

100.0% 50.9% 46.9% 0.4% 2.2% 
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(6) 利用者の退院前の病院等への訪問（Q22） 

（Q17 で入院・入所の方のみ回答） 
 

在宅死亡においては、利用者の退院前に利用者が入院している病院等への訪問は、「訪

問した」が 45.3％（439 人）、「訪問しなかった」が 47.3％（459 人）であった。 
 入院死亡においては、「訪問した」が 45.6％（638 人）、「訪問しなかった」が 44.8％（627
人）であった。 
 在宅死亡と入院死亡での差はみられなかった。 

図表4-2-17 利用者の退院前の病院等への訪問 

45.6

47.3

44.8

45.3 7.4

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=970

入院死亡  n=1,400

訪問した 訪問しなかった 無回答

 
※「訪問した」についてχ２検定：p=0.8801 

 

① 開始時の保険別 利用者の退院前の病院等への訪問 
保険種別ごとにみると、在宅死亡では有意な差はなかったが、入院死亡では医療保険

での利用者の方が、高い傾向がみられ、統計的に有意な差があった。 

図表4-2-18 開始時の保険別 利用者の退院前の病院等への訪問（在宅死亡） 

  合計 訪問した 訪問しな

かった 

無回答 

970 439 459 72 全体 

100.0% 45.3% 47.3% 7.4% 

421 200 187 34 医療保険(老人保健を含む)
100.0% 47.5% 44.4% 8.1% 

542 234 269 39 介護保険 

100.0% 43.2% 49.6% 7.2% 

1 1 0 0 その他 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

※「訪問した」についてχ２検定：p=0.1269 
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図表4-2-19 開始時の保険別 利用者の退院前の病院等への訪問（入院死亡） 

  合計 訪 問 し

た 

訪 問 し

な か っ

た 

無回答 

1,400 638 627 135 全体 

100.0% 45.6% 44.8% 9.6% 

530 274 210 46 医療保険(老人保健を含む) 
100.0% 51.7% 39.6% 8.7% 

849 353 408 88 介護保険 

100.0% 41.6% 48.1% 10.4% 

7 4 3 0 その他 

100.0% 57.1% 42.9% 0.0% 

※「訪問した」についてχ２検定：p=0.0004 

② 訪問看護の開始の目的別 利用者の退院前の病院等への訪問 
訪問看護の開始の目的別にみると、「在宅終末期ケアのため」という利用者では、｢訪

問した｣が 48.7％で「在宅療養のため」の 43.4％よりも高かった。 

図表4-2-20 訪問看護の開始の目的別 利用者の退院前の病院等への訪問 

  合計 訪 問

した 

訪 問

し な

か っ

た 

無 回

答 

全体 2,370 1,077 1,086 207 
  100.0% 45.4% 45.8% 8.7% 
在宅終末期ケアのため 878 428 380 70 
  100.0% 48.7% 43.3% 8.0% 
在宅療養のため 1,455 632 691 132 

100.0% 43.4% 47.5% 9.1% 
※「訪問した」についてχ２検定：p=0.0126 
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③ 重症者管理加算・特別管理加算の有無別 利用者の退院前の病院等への訪問 
在宅死亡、入院死亡ともに、重症者管理加算、特別管理加算が「あり」では「訪問し

た」の割合が有意に高かった。 

図表4-2-21 重症者管理加算・特別管理加算の有無別  

利用者の退院前の病院等への訪問（在宅死亡） 

  合計 訪問した訪問しな

かった 

無回答 

970 439 459 72 全体 

100.0% 45.3% 47.3% 7.4% 

549 287 227 35 あり 

100.0% 52.3% 41.3% 6.4% 

368 132 206 30 なし 

100.0% 35.9% 56.0% 8.2% 

※「訪問した」についてχ２検定：p=0.0000 

図表4-2-22 重症者管理加算・特別管理加算の有無別  

利用者の退院前の病院等への訪問（入院死亡） 

  合計 訪 問 し

た 

訪 問 し

な か っ

た 

無回答 

1,400 638 627 135 全体 

100.0% 45.6% 44.8% 9.6% 

684 361 261 62 あり 

100.0% 52.8% 38.2% 9.1% 

646 248 336 62 なし 

100.0% 38.4% 52.0% 9.6% 

※「訪問した」についてχ２検定：p=0.0000 
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④ 重症者管理加算・特別管理加算の有無別(保険別）利用者の退院前の病院等への訪問 
重症者管理加算、特別管理加算が「あり」では「訪問した」の割合が高かった。 

図表4-2-23 重症者管理加算・特別管理加算の有無別（保険別）  

利用者の退院前の病院等への訪問 

  合計 訪問した 訪問しなか

った 

無回答 

重症者管理加算(医療保険）あり 548 309 196 43 
  100.0% 56.4% 35.8% 7.8% 

加算なし（医療保険利用者） 340 141 170 29 
  100.0% 41.5% 50.0% 8.5% 

特別管理加算(介護保険）あり 672 332 286 54 
  100.0% 49.4% 42.6% 8.0% 

663 233 367 63 加算なし（介護保険利用者） 

100.0% 35.1% 55.4% 9.5% 

※医療保険：「訪問した」についてχ２検定：p=0.0000 
※介護保険：「訪問した」についてχ２検定：p=0.0000 
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3. 在宅での介護と医療・看護の状況 

（入院死亡の場合は、死亡した病院に入院する前の在宅での介護と医療・看護の状況） 

(1) 介護保険の利用について 

ここでは、要介護認定を受けている要支援～要介護５の人のみが回答した。要支援～要

介護５の人は在宅死亡では、1,948 人中 1,688 人で 86.7％、入院死亡では、2,302 人中 1,938
人で 84.1％であった。あわせて、今回の調査対象において要支援～要介護５の利用者は、

85.3％だった。 

① 介護支援専門員について 

1) 利用の目的別 介護支援専門員の所属（Q23） 
介護支援専門員の所属は、「併設事業所」が 38.5％（1,396 人）、「併設以外で同一法人・

関係法人」が 11.2％（406 人）、「その他の事業所」が 49.1％（1,781 人）であった。 
利用の目的別にみると、在宅終末期ケアのためでは、併設事業所の割合がやや高かっ

た。 

図表4-3-1 利用の目的別 介護支援専門員の所属 

  合計 併 設 事

業所 

併 設 以

外 で 同

一 法

人・関係

法人 

そ の 他

の 事 業

所 

無回答 

3,626 1,396 406 1,781 43 全体 

100.0% 38.5% 11.2% 49.1% 1.2% 

928 387 83 443 15 在宅終末期ケアのため 

100.0% 41.7% 8.9% 47.7% 1.6% 

2,684 1,005 323 1,330 26 その他 

100.0% 37.4% 12.0% 49.6% 1.0% 

※「併設事業所」についてχ２検定：p=0.0216 

2) 死因別 介護支援専門員の所属 
死因別にみると、悪性新生物では、併設事業所の割合がやや高かった。 

図表4-3-2 死因別 介護支援専門員の所属 

  合計 併設事業

所 

併設以外

で同一法

人・関係

法人 

その他の

事業所 

無回答 

全体 3,626 1,396 406 1,781 43 
  100.0% 38.5% 11.2% 49.1% 1.2% 

悪性新生物 1,141 484 102 543 12 
  100.0% 42.4% 8.9% 47.6% 1.1% 

悪性新生物以外 2,165 824 272 1,044 25 
  100.0% 38.1% 12.6% 48.2% 1.2% 

※「併設事業所」についてχ２検定：p=0.0148 
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3) 利用の目的別 介護支援専門員の資格（Q24）（複数回答） 
介護支援専門員の資格は、「看護師」が 43.0％（1,560 人）で最も多く､「介護福祉士」

が 18.9％（684 人）であった。 
利用の目的別にみても、差は認められなかった。 

図表4-3-3 利用の目的別 介護支援専門員の資格 

  合計 保健師 看護師 准看護

師 

介護福

祉士 

社会福

祉士 

その他 不明 無回答

3,626 123 1,560 112 684 236 317 634 97全体 

100.0% 3.4% 43.0% 3.1% 18.9% 6.5% 8.7% 17.5% 2.7%
928 36 417 28 171 45 76 150 30在宅終末期ケ

アのため 100.0% 3.9% 44.9% 3.0% 18.4% 4.8% 8.2% 16.2% 3.2%
2,684 87 1,138 84 512 191 239 481 64その他 

100.0% 3.2% 42.4% 3.1% 19.1% 7.1% 8.9% 17.9% 2.4%
 ※クロス集計表についてのχ２検定：p=0.1639 

4) 死因別 介護支援専門員の資格 
死因別にみても、差は認められなかった。 

図表4-3-4 死因別 介護支援専門員の資格 

  合計 保健師 看護師 准 看 護

師 

介 護 福

祉士 

社 会 福

祉士 

その他 不明 無回答 

3,626 123 1,560 112 684 236 317 634 97全体 

100.0% 3.4% 43.0% 3.1% 18.9% 6.5% 8.7% 17.5% 2.7%
1,141 48 517 33 199 63 90 193 37悪性新生物 

100.0% 4.2% 45.3% 2.9% 17.4% 5.5% 7.9% 16.9% 3.2%
2,165 69 936 67 425 150 202 353 52悪性新生物

以外 100.0% 3.2% 43.2% 3.1% 19.6% 6.9% 9.3% 16.3% 2.4%
 ※クロス集計表についてのχ２検定：p=0.1239 
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② 死亡前/入院前 1 ヶ月以内の介護保険ｻｰﾋﾞｽの利用（Q25）（複数回答） 
在宅死亡においては、死亡前 1 ヶ月以内の介護保険ｻｰﾋﾞｽの利用は、「福祉用具貸与」が

69.8％（1,178 人）で最も多く､続いて「訪問介護」が 40.5％（684 人）、「居宅療養管理指

導」が 28.8％（486 人）、「訪問入浴介護」が 26.2％（442 人）であった。 
入院死亡においては、入院前 1 ヶ月以内の介護保険ｻｰﾋﾞｽの利用は、「福祉用具貸与」が

62.5％（1,212 人）で最も多く､続いて「訪問介護」が 42.7％（827 人）、「訪問入浴介護」

が 21.9％（424 人）、「居宅療養管理指導」が 21.2％（410 人）であった。 

図表4-3-5 死亡前/入院前 1 ヶ月以内の介護保険ｻｰﾋﾞｽの利用 

69.8

40.5

28.8

26.2

10.0

7.1

3.3

2.8

9.3

1.8

62.5

42.7

21.2

21.9

13.2

9.6

6.5

4.5

12.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80%

福祉用具貸与

訪問介護

居宅療養管理指導

訪問入浴介護

通所介護

短期入所生活介護・入所療養介護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション

使っていない

無回答

在宅死亡  n=1,688 入院死亡  n=1,938
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③ 死亡前月/入院前月の介護保険利用額の限度額に対する割合（Q26） 
在宅死亡においては、死亡前月の介護保険利用額の限度額に対する割合は、「５割未満」

が 44.5％（629 人）、「５割以上９割未満」が 25.4％（359 人）、「ほぼ限度額」が 13.6％（192
人）であった。なお、「限度額以上」が 3.5％（50 人）あった。 

入院死亡においては、入院前月の介護保険利用額の限度額に対する割合は、「５割未満」

が 42.0％（665 人）で、「５割以上９割未満」が 26.2％（414 人）、「ほぼ限度額」が 12.8％
（202 人）であった。なお、「限度額以上」が 2.7％（43 人）あった。 

図表4-3-6 死亡前月/入院前月の介護保険利用額の限度額に対する割合 

5.7

44.5

44.0

25.4 4.6 4.93.4

27.0

13.6

11.7
2.6

3.5

6.3

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡 n=1,412

入院死亡 n=1,229

0割 5割未満 5割以上9割未満 ほぼ限度額

限度額以上 不明 無回答
 

注）前月に訪問看護の利用がなかった場合は集計対象外とした 
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④ 利用者負担軽減のための工夫（Q27）（複数回答） 
在宅死亡においては、利用者負担軽減のための工夫は、「特になし」が 61.3％（1,195

人）だった。具体的な工夫としては、「実際の時間より短く請求」が 17.4％（339 人）で

最も多かった。 
入院死亡においては、利用者負担軽減のための工夫は、「特になし」が 67.8％（1,560

人）だった。具体的な工夫としては「実際の時間より短く請求」が 11.1％（256 人）で最

も多かった。 

図表4-3-7 利用者負担軽減のための工夫 

17.4

9.9

8.2

4.5

3.2

61.3

4.4

11.1

7.4

7.4

4.8

1.3

67.8

5.3

0% 20% 40% 60% 80%

実際の時間より短く請求

時間外を請求しない

公費を利用

訪問回数を少なくする

実際の回数より少なく請求

特になし

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302  
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(2) 医療について 

① 利用者の主治医の所属（Q28） 
在宅死亡においては、利用者の主治医の所属は、「無床診療所」が 61.6％（1,200 人）で

６割を占め、「199 床以下の病院」が 15.7％（305 人）、「200 床以上の病院」が 12.4％（242
人）であった。 

入院死亡においては、利用者の主治医の所属は、「無床診療所」が 36.0％（828 人）、「200
床以上の病院」が 34.2％（787 人）がほぼ同じ水準で多く、「199 床以下の病院」の 21.9％
（504 人）と合わせると、「病院」が 57.1％と６割近く、「在宅死亡」と「入院死亡」では

大きく異なっていた。 

図表4-3-8 利用者の主治医の所属 

36.0

7.3

5.3

61.6

21.9

15.7 12.4

34.2

0.0

0.0

0.7

1.3

2.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答
 

 ※クロス集計表についてのχ２検定：p=0.1239 
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1) 在宅死亡の希望別 利用者の主治医の所属 
在宅死亡で、「本人、家族のいずれにも在宅希望なし」の場合は、主治医は「無床診

療所」が 40.6％、「200 床以上の病院」が 27.5％だった。 

図表4-3-9 在宅死亡の希望別 利用者の主治医の所属（在宅死亡） 

64.1

51.1

67.5

40.6

50.0

7.3

6.9

9.8

7.9

8.7

6.4

15.7

18.8

12.8

21.7

19.1

18.0

27.5

20.9 0.0

61.6

15.2

7.7

12.4

11.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

1.0

0.0

2.5

1.4

0.9

2.7

0.0

1.7

2.3

1.4

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡全体 n=1,948

 本人、家族ともに在宅希望　 n=975

 本人のみ在宅希望 n=133

 家族のみ在宅希望 n=483

 本人、家族のいずれもに在宅希望なし

n=69

 (特に）本人・家族とも不明 n=220

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院
介護老人保健施設 その他 無回答  

図表4-3-10 在宅死亡の希望別 利用者の主治医の所属（入院死亡） 

45.6

38.1

52.3

28.1

39.6

5.3

3.9

4.8

6.2

5.3

5.8

21.9

20.2

23.1

24.7

20.3

34.7

39.4

31.7 0.0

36.0

16.7

16.9

34.2

30.4

0.0

0.0

0.3

0.0

0.0

0.7

0.0

0.6

0.0

0.6

1.0

1.5

1.9

1.5

1.2

3.4

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入院死亡全体 n=2,302

 本人、家族ともに在宅希望 n=204

 本人のみ在宅希望 n=331

 家族のみ在宅希望 n=130

 本人、家族のいずれかにも在宅希望なし

n=883

 (特に）本人・家族とも不明 n=671

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院
介護老人保健施設 その他 無回答  
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2) 主傷病別 利用者の主治医の所属 
在宅死亡では「他の神経疾患」では主治医が「200 床以上の病院」が 29.2％、「悪性新

生物」が 16.2％だった。 
入院死亡では、「他の神経疾患」では主治医が「200 床以上の病院」が 36.9％、「悪性

新生物」が 45.4％だった。 

図表4-3-11 主傷病別 利用者の主治医の所属（在宅死亡） 

65.3

52.1

59.3

64.3

60.7

68.6

10.8

6.3

5.5

6.0

8.6

8.6

12.5

15.9

14.9

17.1

8.6

11.3

10.7

8.6

0.0

61.6
7.3

14.1

15.7

29.2

16.2

12.4

6.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

1.4

5.7

0.0

1.8

1.3

1.1

2.4

1.4

0.0

1.9

0.0

1.6

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,948)

脳血管疾患(n=389)

他の神経疾患(n=48)

悪性新生物(n=740)

心疾患(n=168)

呼吸器疾患(n=140)

骨折・腰痛(n=35)

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答
 

図表4-3-12 主傷病別 利用者の主治医の所属（入院死亡） 

43.6

45.2

31.4

38.0

35.7

37.5

8.4

1.2

3.5

6.0

7.4

20.8

15.5

17.5

23.5

23.5

29.2

30.5

31.3

36.0
5.3

27.0

21.9

4.2

36.9

45.4

34.2

17.4

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.5

1.1

0.0

0.0

0.6

0.7

0.5

1.0

1.1

8.3

1.7

1.2

2.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,302)

脳血管疾患(n=344)

他の神経疾患(n=84)

悪性新生物(n=954)

心疾患(n=200)

呼吸器疾患(n=272)

骨折・腰痛(n=24)

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答
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3) 死因別 利用者の主治医の所属 
入院死亡では「悪性新生物」の場合には、主治医が「200 床以上の病院」の割合が 45.0％

と多かった。 

図表4-3-13 死因別 利用者の主治医の所属（在宅死亡） 

60.8

53.3

60.2

63.9

46.7

73.3

5.5

8.4

19.4

8.8

6.7

6.8

19.4

12.9

14.3

26.7

13.5

9.5

16.7

61.6 7.3

15.3

15.7

4.5

16.3

5.4

12.4

16.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.7

0.0

1.5

1.3

0.9

1.3

1.1

0.7

3.3

0.4

1.1

1.3

1.6

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,948)

悪性新生物(n=704)

心疾患(n=227)

脳血管疾患(n=93)

肺炎(n=147)

不慮の事故(n=30)

老衰(n=468)

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答  

図表4-3-14 死因別 利用者の主治医の所属（入院死亡） 

31.8

37.8

46.4

37.0

42.9

50.6

3.5

7.3

7.2

7.6

0.0

2.6

30.2

20.0

27.7

42.9

26.0

25.9

14.3

36.0 5.3

18.0

21.9

19.5

22.9

24.0

34.2

45.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.6

0.0

1.3

0.4

0.5

0.7

1.6

1.2

0.0

0.0

0.8

1.1

2.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,302)

悪性新生物(n=919)

心疾患(n=262)

脳血管疾患(n=125)

肺炎(n=343)

不慮の事故(n=14)

老衰(n=77)

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答  



4 章 死亡者の実態 

医療経済研究機構 - 59 -

4) 利用の目的別 利用者の主治医の所属 
入院死亡では「在宅終末期ケアのため」の場合には、主治医が「200 床以上の病院」

の割合が「その他」の利用目的に比べて高かった。 

図表4-3-15 利用目的別 利用者の主治医の所属（在宅死亡） 

60.7

62.2

6.6

7.8 15.3

61.6 7.3

16.1

15.7

11.5

12.4

13.8

0.0

0.0

0.0

1.5

1.1

1.3

1.6

1.6

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,948)

在宅終末期ケアのため(n=783)

その他(n=1,161)

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院
介護老人保健施設 その他 無回答  

図表4-3-16 利用目的別 利用者の主治医の所属（入院死亡） 

31.9

37.4

3.1

6.0 22.6

36.0 5.3

19.4

21.9

31.7

34.2

42.7

0.0

0.1

0.0

0.7

0.5

0.7

1.6

2.0

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,302)

在宅終末期ケアのため(n=546)

その他(n=1,738)

無床診療所 有床診療所 199床以下の病院 200床以上の病院

介護老人保健施設 その他 無回答  
※「200 床以上の病院」についてのχ２検定：p=0.0000 
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② 緊急時の入院先の確保（Q29） 
緊急時の入院先の確保については、在宅死亡においては、「していた」が 59.9％（1,167

人）、「していなかった」が 37.6％（732 人）と緊急時の入院先を確保していた方が多く、

入院死亡においても、「していた」が 84.2％（1,939 人）、「していなかった」が 12.8％（295
人）と緊急時の入院先を確保していた方が多かった。 

緊急時の入院先を確保していた割合は、入院死亡の方が高かった。 

図表4-3-17 緊急時の入院先の確保 

84.2

37.6

12.8

59.9 2.5

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

していた していなかった 無回答

 
※「していた」についてχ２検定：p=0.0000 
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1) 在宅死亡の希望別 緊急時の入院先の確保 
在宅死亡の希望別にみると、いずれも緊急時の入院先の確保は「していた」が「して

いなかった」に比べて多かった。 

図表4-3-18 在宅死亡の希望別 緊急時の入院先の確保 

  合計 していた し て い な

かった 

無回答 

全体 4,250 3,106 1,027 117
  100.0% 73.1% 24.2% 2.8%

在宅死亡全体 1,948 1,167 732 49
  100.0% 59.9% 37.6% 2.5%
  本人、家族ともに在宅希望 975 579 369 27
  100.0% 59.4% 37.8% 2.8%

本人のみ在宅希望 133 105 24 4
  100.0% 78.9% 18.0% 3.0%

家族のみ在宅希望 483 254 218 11
  100.0% 52.6% 45.1% 2.3%

本人、家族のいずれに在宅希望なし 69 52 17 0
 100.0% 75.4% 24.6% 0.0%

(特に）本人・家族とも不明 220 139 76 5
  100.0% 63.2% 34.5% 2.3%

無回答 68 38 28 2
  100.0% 55.9% 41.2% 2.9%

入院死亡全体 2,302 1,939 295 68
  100.0% 84.2% 12.8% 3.0%

本人、家族ともに在宅希望 204 168 31 5
  100.0% 82.4% 15.2% 2.5%

本人のみ在宅希望 331 282 41 8
  100.0% 85.2% 12.4% 2.4%

家族のみ在宅希望 130 100 28 2
  100.0% 76.9% 21.5% 1.5%

本人、家族のいずれに在宅希望なし 883 790 68 25
 100.0% 89.5% 7.7% 2.8%

(特に)本人・家族とも不明 671 531 117 23
  100.0% 79.1% 17.4% 3.4%

無回答 83 68 10 5
  100.0% 81.9% 12.0% 6.0%
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③ 診療の状況 

1) 死亡前 2 週間の診療（Q30） 
死亡前２週間の訪問診療の平均は 1.0 回、往診は 2.1 回、外来受診は 0.2 回だった。 

図表4-3-19 死亡前２週間の診療（n=1,729） 

 平均 中央値 最大値

訪問診療  1.0 0.0 19

往診  2.1 1.0 88

外来受診  0.2 0.0 14

合計 3.3 2.0 88

図表4-3-20 死亡前２週間の診療回数の合計の分布（n=1,948） 

24.5 26.13.1 23.8 11.2 11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0回 1回 2回 3回 4回以上 無回答
 

 

2) 死亡前 2 週間の診療（在宅死亡） 
無床診療所では、平均 3.7 回、200 床以上の病院では平均 2.3 回だった。 

図表4-3-21 主治医の所属別 死亡前２週間の診療（在宅死亡） 

  件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 

全体 1,729 3.3 3.7 2.0 88
無床診療所 1,069 3.7 4.3 2.0 88
有床診療所 132 3.2 2.8 2.0 14
199 床以下の病院 277 2.2 1.9 2.0 14
200 床以上の病院 210 2.3 2.4 2.0 14

 

3) 入院前 2 週間の診療（Q30） 
死亡前２週間の訪問診療の平均は 0.5 回、往診は 0.7 回、外来受診は 0.7 回だった。 

図表4-3-22 死亡前２週間の診療（n=1,937） 

 平均 中央値 最大値

訪問診療  0.5 0.0 15

往診  0.7 0.0 18

外来受診  0.7 0.0 14

合計  1.9  1.0  21
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図表4-3-23 死亡前２週間の診療回数の合計の分布（n=2,302） 

40.5 8.96.2 22.5 6.0 15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0回 1回 2回 3回 4回以上 無回答
 

4) 入院前 2 週間の診療（入院死亡） 
無床診療所では、平均 2.2 回、200 床以上の病院では平均 1.6 回だった。 

図表4-3-24 主治医の所属別 死亡前２週間の診療（入院死亡） 

  件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 

全体 1,937 1.9 1.9 1.0 21
無床診療所 698 2.2 2.3 2.0 21
有床診療所 108 1.8 1.3 2.0 7
199 床以下の病院 440 1.6 1.5 1.0 14
200 床以上の病院 647 1.6 1.6 1.0 15
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(3) 訪問看護の状況 

① 特別訪問看護指示書による訪問看護の有無（Q31）（複数回答） 
 

在宅死亡においては、死亡月を含む３ヶ月（暦月）の特別訪問看護指示書による訪問看

護の有無は、「なし」が 78.2％（1,524 人）だった。「死亡月」に交付があったものは、8.8％
（172 人）、「死亡前月」が 5.4％（106 人）、「死亡前々月」が 2.6％（51 人）だった。 

入院死亡においては、入院月を含む３ヶ月（暦月）の特別訪問看護指示書による訪問看

護の有無は、「なし」が 80.5％（1,852 人）だった。交付があったものは、「入院月」が 5.4％
（124 人）、「入院前月」が 3.6％（84 人）、「入院前々月」が 1.8％（42 人）だった。 

図表4-3-25 特別訪問看護指示書の交付月 

80.5

12.7

8.6

9.178.2

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡 n=1,948

入院死亡 n=2,302

なし あり 無回答  

78.2

8.8

5.4

2.6

9.1

80.5

5.4

3.6

1.8

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

死亡/入院前３か月で交付なし

死亡/入院月

死亡/入院前月

死亡/入院前々月

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302
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② 具体的な医療・看護処置 

1) 死亡前 2 週間の具体的な医療･看護処置（Q32）（複数回答） 
在宅死亡においては、死亡前 2 週間の具体的な医療･看護処置は、「摘便・浣腸」が 42.9％

（836 人）で最も多く、続いて「褥瘡の処置」が 41.8％（814 人）、「点滴」が 37.3％（726
人）、「酸素療法」が 20.7％（404 人）、「留置カテーテル類の管理」が 20.0％（390 人）、「麻

薬を用いた疼痛の看護」が 16.3％（317 人）であった。 
死亡前 2 週間の具体的な医療･看護処置について、「特になし」と答えた人数は、7.2％

（140 人）であった。 
また、「悪性新生物」の利用者のうち、麻薬を用いた疼痛の看護を行なった人数は 36.8％

（296 人）であった。 
図表4-3-26 死亡前 2 週間の具体的な医療･看護処置 

42.9

41.8

37.3

20.7

20.0

16.3

9.7

8.2

6.5

3.6

3.2

1.7

0.9

25.5

7.2

3.5

41.1

37.4

45.2

28.8

23.7

36.8

18.4

16.0

2.7

1.6

6.8

1.4

0.5

24.2

3.1

2.2

0% 20% 40% 60%

摘便・浣腸

褥瘡の処置

点滴

酸素療法

留置カテーテル類の管理

麻薬を用いた疼痛の看護

中心静脈栄養

麻薬を用いない疼痛の看護

胃ろうの管理

経鼻経管栄養

ストーマの処置

気管切開の処置

レスピレーターの管理

その他

特になし

無回答

在宅全傷病  n=1,948 悪性新生物　n=805
 

注：図中の悪性新生物は、傷病に悪性新生物があったもの 
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訪問看護継続期間別に死亡２週間前の具体的な医療・看護処置をみると、訪問看護継続

期間が 21 日までは、行っている処置の中で「点滴」が最も多く、この点が全体と異なっ

ている。 
図表4-3-27 訪問看護継続期間別 死亡前 2 週間の具体的な医療･看護処置 

  合計 点滴 中心静

脈栄養 

経鼻経

管栄養

胃ろう

の管理

酸素療

法 

留置カ

テーテ

ル類の

管理 

レスピ

レータ

ーの管

理 

気管切

開の処

置 

ストー

マの処

置 

摘便・

浣腸 

1,948 726 188 70 127 404 390 17 34 62 836全体 

100.0% 37.3% 9.7% 3.6% 6.5% 20.7% 20.0% 0.9% 1.7% 3.2% 42.9%
63 18 5 2 3 13 6 0 1 2 3０～１日 

100.0% 28.6% 7.9% 3.2% 4.8% 20.6% 9.5% 0.0% 1.6% 3.2% 4.8%
55 23 9 1 1 22 15 0 1 0 12２～３日 

100.0% 41.8% 16.4% 1.8% 1.8% 40.0% 27.3% 0.0% 1.8% 0.0% 21.8%
65 33 6 2 0 12 6 0 0 3 23４～５日 

100.0% 50.8% 9.2% 3.1% 0.0% 18.5% 9.2% 0.0% 0.0% 4.6% 35.4%
51 23 7 0 3 12 7 1 1 2 17６～７日 

100.0% 45.1% 13.7% 0.0% 5.9% 23.5% 13.7% 2.0% 2.0% 3.9% 33.3%
71 34 10 1 5 16 14 0 1 7 22８～10 日 

100.0% 47.9% 14.1% 1.4% 7.0% 22.5% 19.7% 0.0% 1.4% 9.9% 31.0%
72 38 10 2 4 16 13 0 0 1 3611～14 日 

100.0% 52.8% 13.9% 2.8% 5.6% 22.2% 18.1% 0.0% 0.0% 1.4% 50.0%
104 56 7 2 1 21 20 1 1 6 4715～21 日 

100.0% 53.8% 6.7% 1.9% 1.0% 20.2% 19.2% 1.0% 1.0% 5.8% 45.2%
127 50 23 2 5 37 28 3 2 3 5522～30 日 

100.0% 39.4% 18.1% 1.6% 3.9% 29.1% 22.0% 2.4% 1.6% 2.4% 43.3%
1,319 447 111 56 103 254 276 11 27 38 61631 日以上 

100.0% 33.9% 8.4% 4.2% 7.8% 19.3% 20.9% 0.8% 2.0% 2.9% 46.7%
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  合計 麻薬を

用いた

疼痛の

看護 

麻薬を

用いな

い疼痛

の看護 

褥瘡の

処置 

その他 特にな

し 

無回答

    

1,948 317 159 814 496 140 69     全体 

100.0% 16.3% 8.2% 41.8% 25.5% 7.2% 3.5%     

63 10 6 17 9 9 8     ０～１日 

100.0% 15.9% 9.5% 27.0% 14.3% 14.3% 12.7%     

55 14 1 18 15 2 1     ２～３日 

100.0% 25.5% 1.8% 32.7% 27.3% 3.6% 1.8%     

65 11 8 25 15 4 2     ４～５日 

100.0% 16.9% 12.3% 38.5% 23.1% 6.2% 3.1%     

51 12 9 19 14 0 1     ６～７日 

100.0% 23.5% 17.6% 37.3% 27.5% 0.0% 2.0%     

71 18 12 30 22 3 2     ８～10 日 

100.0% 25.4% 16.9% 42.3% 31.0% 4.2% 2.8%     

72 17 5 29 16 1 1     11～14 日 

100.0% 23.6% 6.9% 40.3% 22.2% 1.4% 1.4%     

104 27 14 38 24 5 1     15～21 日 

100.0% 26.0% 13.5% 36.5% 23.1% 4.8% 1.0%     

127 33 16 41 32 5 6     22～30 日 

100.0% 26.0% 12.6% 32.3% 25.2% 3.9% 4.7%     

1,319 175 87 590 345 106 45     31 日以上 

100.0% 13.3% 6.6% 44.7% 26.2% 8.0% 3.4%     
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2) 入院前 2 週間の具体的な医療･看護処置（Q32）（複数回答） 
入院前 2 週間の具体的な医療･看護処置は、「摘便・浣腸」が 26.9％（620 人）で最も多

く、続いて「褥瘡の処置」が 22.2％（511 人）、「点滴」が人 19.3％（445）、「酸素療法」

が 17.9％（413 人）、「留置カテーテル類の管理」が 14.0％（322 人）、「麻薬を用いた疼痛

の看護」が 13.1％（301 人）であった。 
入院前 2 週間の具体的な医療･看護処置について、「特になし」と答えた人数は 11.6％

（266 人）であった。 
また、「悪性新生物」の利用者のうち、麻薬を用いた疼痛の看護を行なった人数は 27.9％

（287 人）であった。 

図表4-3-28 入院前 2 週間の具体的な医療･看護処置 

26.9

22.2

19.3

17.9

14.0

13.1

5.9

7.1

7.6

3.2

3.5

2.0

0.9

26.2

11.6

5.8

24.1

21.2

26.0

17.9

17.2

27.9

11.4

13.6

4.1

1.7

6.9

1.4

0.2

25.0

6.1

4.9

0% 20% 40%

摘便・浣腸

褥瘡の処置

点滴

酸素療法

留置カテーテル類の管理

麻薬を用いた疼痛の看護

中心静脈栄養

麻薬を用いない疼痛の看護

胃ろうの管理

経鼻経管栄養

ストーマの処置

気管切開の処置

レスピレーターの管理

その他

特になし

無回答

入院全傷病  n=2,302 悪性新生物 n=1,027
 

注：図中の悪性新生物は、傷病に悪性新生物があったもの 
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3) 麻薬を用いた疼痛の看護（Q32）（複数回答） 
 

死亡前/入院前 2 週間の具体的な医療･看護処置として「麻薬を用いた疼痛の看護」を挙

げた回答者に対し、どのように用いたかを尋ねたところ、在宅死亡においては、「パッチ」

が 52.4％（166 人）、「服薬」が 46.7％（148 人）だった。 
一方、入院死亡においては、「服薬」が 54.5％（164 人）、「パッチ」が 40.2％（121 人）

だった。 
在宅死亡では、パッチが多く、入院死亡では服薬が多かった。 
「その他」の具体的な内容としては、「座薬」「持続皮下注射」などが挙げられた。 

図表4-3-29 麻薬を用いた疼痛の看護 

52.4

46.7

25.6

7.9

40.2

54.5

17.6

12.0

0% 20% 40% 60%

パッチ

服薬

その他

無回答

在宅死亡  n=317 入院死亡  n=301
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③ 死亡前 2 週間の訪問看護の保険種別（Q33） 
 

在宅死亡においては、死亡前 2 週間の訪問看護は、「医療保険による訪問」が 34.4％（671
人）、「介護保険による訪問」が 56.9％（1,108 人）、「切替により両方」(介護保険から特別

訪問看護指示書で医療保険を用いる場合等）の保険を使った人が 4.3％（83 人）だった。 

図表4-3-30 死亡前２週間の訪問看護の保険種別（n=1,948） 

56.934.4
4.3

0.2

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療保険による訪問 介護保険による訪問 切替により両方 その他利用のみ 無回答

 
医療保険を１回以上利用している場合の平均訪問日数は 7.4 日、9.4 回、 
介護保険を１回以上利用している場合の平均訪問日数は 5.0 日、5.5 回、 
その他（自費）で利用をしている場合は平均 4.1 回であった。 

図表4-3-31 死亡前２週間の訪問看護の訪問日数、回数 

項目名 件数 平均値 中央値 最大値 最小値

死亡前 2 週間の訪問看護-医療保険 日数 728 7.4 7.0 14 1 
死亡前 2 週間の訪問看護-医療保険 回数 714 9.4 8.0 47 1 
死亡前 2 週間の訪問看護-介護保険 日数 1,162 5.0 4.0 14 1 
死亡前 2 週間の訪問看護-介護保険 回数 1,131 5.4 4.0 30 1 
死亡前 2 週間の訪問看護-その他の利用 回数 50 4.1 2.0 18 1 
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1) 死因別 保険種別 
死因別にみると、「悪性新生物」では医療保険の利用が 67.0％と７割近かった。一方、

「脳血管疾患」では介護保険による訪問が 82.8％、「心疾患」では 75.3％と、介護保険

の方が多かった。 

図表4-3-32 死因別 死亡前２週間の訪問看護の保険種別 

 
  合計 医療保

険によ

る訪問

介護保

険によ

る訪問

切替に

より両

方 

その他

利用の

み 

無回答 

1,948 671 1,108 83 3 83 全体 

100.0% 34.4% 56.9% 4.3% 0.2% 4.3% 

704 472 191 17 1 23 悪性新生物 

100.0% 67.0% 27.1% 2.4% 0.1% 3.3% 

227 37 171 11 1 7 心疾患 

100.0% 16.3% 75.3% 4.8% 0.4% 3.1% 

93 8 77 5 1 2 脳血管疾患 

100.0% 8.6% 82.8% 5.4% 1.1% 2.2% 

147 36 96 10 0 5 肺炎 

100.0% 24.5% 65.3% 6.8% 0.0% 3.4% 

30 7 21 0 0 2 不慮の事故 

100.0% 23.3% 70.0% 0.0% 0.0% 6.7% 

468 52 373 25 0 18 老衰 

100.0% 11.1% 79.7% 5.3% 0.0% 3.8% 

223 50 145 15 0 13 その他 

100.0% 22.4% 65.0% 6.7% 0.0% 5.8% 
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④ 入院前 2 週間の訪問看護の保険種別（Q33）                      
入院死亡においては、入院前 2 週間の訪問看護は、「医療保険による訪問」が 29.9％（688

人）、「介護保険による訪問」が 64.0％（1,473 人）、「切替により両方」の保険を利用した

人が 1.1％（26 人）だった。 

図表4-3-33 入院前２週間の訪問看護の保険種別 

64.029.9

1.1

0.1

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療保険による訪問 介護保険による訪問 切替により両方 その他利用のみ 無回答

 
 

医療保険を１回以上利用している場合の平均訪問日数は 5.6 日、6.2 回、 
介護保険を１回以上利用している場合の平均訪問日数は 3.8 日、3.9 回、 
その他（自費）で利用している場合は、平均 4.5 回であった。 
 
医療保険、介護保険での利用回数については、在宅死亡の利用者の死亡前２週間での利

用日数、回数に比べると少なかった。 

図表4-3-34 入院前２週間の訪問看護の訪問日数、回数(n=2,302) 

項目名 件数 平均値 中央値 最大値 最小値

入院前 2 週間の訪問看護-医療保険 日数 695 5.6 5.0 14 1
入院前 2 週間の訪問看護-医療保険 回数 677 6.2 5.0 38 1
入院前 2 週間の訪問看護-介護保険 日数 1,466 3.8 3.0 14 1
入院前 2 週間の訪問看護-介護保険 回数 1,445 3.9 3.0 28 1
入院前 2 週間の訪問看護-その他の利用 回数 8 4.5 4.0 10 2
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1) 死因別 入院前 2 週間の訪問看護の保険種別        
死因別にみると、「悪性新生物」では医療保険の利用が 53.6％と半数を超えているが、

その比率は、在宅死亡の死亡前の保険種別に比べると低かった（p 値=0.0062）。 
「脳血管疾患」では介護保険による訪問が 85.6％、「心疾患」では 83.6％と、介護保

険の方が圧倒的に多く、在宅死亡における死亡前２週間の保険種別とほぼ同じ水準であ

った。（ｐ値はそれぞれ、0.8695、0.4461） 

図表4-3-35 死因別 入院前２週間の訪問看護の保険種別 

  合計 医療保

険によ

る訪問

介護保

険によ

る訪問

切替に

より両

方 

その他

利用の

み 

無回答 

2,302 688 1,473 26 3 112 全体 

100.0% 29.9% 64.0% 1.1% 0.1% 4.9% 

919 493 384 6 2 34 悪性新生物 

100.0% 53.6% 41.8% 0.7% 0.2% 3.7% 

262 32 219 4 0 7 心疾患 

100.0% 12.2% 83.6% 1.5% 0.0% 2.7% 

125 6 107 1 1 10 脳血管疾患 

100.0% 4.8% 85.6% 0.8% 0.8% 8.0% 

343 46 277 5 0 15 肺炎 

100.0% 13.4% 80.8% 1.5% 0.0% 4.4% 

14 5 6 1 0 2 不慮の事故 

100.0% 35.7% 42.9% 7.1% 0.0% 14.3% 

77 6 66 3 0 2 老衰 

100.0% 7.8% 85.7% 3.9% 0.0% 2.6% 

265 57 196 0 0 12 その他 

100.0% 21.5% 74.0% 0.0% 0.0% 4.5% 

235 36 187 5 0 7 不明 

100.0% 15.3% 79.6% 2.1% 0.0% 3.0% 
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(4) 関係機関の調整者（Q34） 

在宅死亡においては、在宅ケアにおいて関係機関の調整を行なった者は、「ステーショ

ンの看護師（介護支援専門員以外）」が 44.7％（870 人）で最も多く、続いて「介護支援

専門員」が 38.8％（755 人）、「主治医」が 4.1％（80 人）であった。 
入院死亡においては、在宅ケアにおいて関係機関の調整を行なった者は、「介護支援専

門員（介護支援専門員以外）」が 43.1％（993 人）で最も多く、続いて「ステーションの

看護師」が 37.7％（867 人）、「主治医」が 3.5％（80 人）であった。 

図表4-3-36 関係機関の調整者 

43.1

44.7

37.7

11.038.8 4.1

3.5 1.6

1.4

14.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅死亡  n=1,948

入院死亡  n=2,302

介護支援専門員 ステーションの看護師 主治医 その他 無回答
 

① 保険別 関係機関の調整者 
「在宅死亡」「入院死亡」ともに「医療保険による訪問」ではステーションの看護師

の割合が高く、「介護保険による訪問」では「介護支援専門員」の割合が高い傾向がみ

られた。ただし、介護保険による訪問においても「ステーションの看護師」という回答

が在宅死亡で 38.2％、入院死亡で 30.2％だった。 

図表4-3-37 保険別 関係機関の調整者（在宅死亡） 

  合計 介護支援

専門員 

ステーシ

ョンの看

護師 

主治医 その他 無回答 

1,948 755 870 80 28 215 全体 

100.0% 38.8% 44.7% 4.1% 1.4% 11.0% 

医療保険による訪問 671 154 376 54 12 75 
  100.0% 23.0% 56.0% 8.0% 1.8% 11.2% 

介護保険による訪問 1,108 545 423 24 13 103 
  100.0% 49.2% 38.2% 2.2% 1.2% 9.3% 

切替により両方を 83 27 47 0 0 9 
利用  100.0% 32.5% 56.6% 0.0% 0.0% 10.8% 

3 2 1 0 0 0 その他利用のみ 

100.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 
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図表4-3-38 関係機関の調整者（入院死亡） 

  合計 介 護 支

援 専 門

員 

ス テ ー

シ ョ ン

の 看 護

師 

主治医 その他 無回答 

2,302 993 867 80 37 325 全体 

100.0% 43.1% 37.7% 3.5% 1.6% 14.1% 

医療保険による訪問 688 159 390 39 22 78 
  100.0% 23.1% 56.7% 5.7% 3.2% 11.3% 

介護保険による訪問 1,473 790 445 40 13 185 
  100.0% 53.6% 30.2% 2.7% 0.9% 12.6% 

切替により両方を 26 13 10 0 0 3 
利用  100.0% 50.0% 38.5% 0.0% 0.0% 11.5% 

3 1 1 1 0 0 その他利用のみ 

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 

 

② 死因別 関係機関の調整者 
 死因別にみると、在宅死亡の「悪性新生物」では「ステーションの看護師」が 56.4％、

入院死亡では 51.0％と他の傷病に比べると比較的高かった。 

図表4-3-39 死因別 関係機関の調整者（在宅死亡） 

  合計 介護支援

専門員 

ステーシ

ョンの看

護師 

主治医 その他 無回答 

1,948 755 870 80 28 215 全体 

100.0% 38.8% 44.7% 4.1% 1.4% 11.0% 

704 181 397 44 12 70 悪性新生物 

100.0% 25.7% 56.4% 6.3% 1.7% 9.9% 

1,188 558 462 32 14 122 悪性新生物以外 

100.0% 47.0% 38.9% 2.7% 1.2% 10.3% 

※「ステーションの看護師」についてχ２検定：p=0.0000 

図表4-3-40 死因別 関係機関の調整者（入院死亡） 

  合計 介 護 支

援 専 門

員 

ス テ ー

シ ョ ン

の 看 護

師 

主治医 その他 無回答 

2,302 993 867 80 37 325 全体 

100.0% 43.1% 37.7% 3.5% 1.6% 14.1% 

919 273 469 39 19 119 悪性新生物 

100.0% 29.7% 51.0% 4.2% 2.1% 12.9% 

1,321 703 388 34 16 180 悪性新生物以外 

100.0% 53.2% 29.4% 2.6% 1.2% 13.6% 

※「ステーションの看護師」についてχ２検定：p=0.0000 
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4. 死因別の特性 

ここでは、在宅死亡者について、死因別の分析を行った。特に、死因が「悪性新生物」

とそれ以外の利用者で、特徴が異なった。 

① 死亡時の年齢 
死因が「悪性新生物」では、死亡時の平均年齢が 77.4 歳と他の死因に比べて低かった。 

図表4-4-1 死因別 死亡時の年齢 

  件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

全体 1,942 83.2 11.0 85.0 106 18 
悪性新生物 702 77.4 10.9 78.5 103 33 
心疾患 227 84.3 10.6 86.0 100 18 
脳血管疾患 93 85.5 8.9 87.0 101 45 
肺炎 147 85.0 8.6 86.0 105 55 
不慮の事故 30 79.2 9.9 81.0 101 50 
老衰 465 91.3 6.2 92.0 106 68 
その他 222 80.5 10.1 82.0 103 41 

② 訪問看護の継続期間 
死因が「悪性新生物」では、訪問看護の継続期間が中央値で 33.0 日と他の死因に比べ

て短かった。参考までに、入院死亡の場合でもほぼ同様の期間であったが、脳血管疾患

については、在宅死亡の場合の中央値は 514 日に対して、193 日と短かった。 

図表4-4-2 死因別 訪問看護の継続期間（在宅死亡） 

  件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

全体 1,927 351.4 572.6 82.0 3,536 0 
 悪性新生物 700 114.8 303.0 33.0 3,423 0 
 心疾患 225 476.5 649.9 168.0 2,918 0 
 脳血管疾患 93 672.3 706.7 514.0 3,536 0 
 肺炎 146 391.1 543.0 114.5 2,716 0 
 不慮の事故 29 453.0 355.4 363.0 1,275 1 
 老衰 462 531.5 696.7 169.0 3,354 0 
 その他 216 411.8 559.3 159.5 2,764 0 

図表4-4-3 死因別 訪問看護の継続期間（入院死亡） 

  件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

入院死亡全体 1,731 323.0 561.6 74.0 4,752 0 
悪性新生物 689 185.7 424.7 37.0 3,322 0 
心疾患 205 430.4 601.4 163.0 4,338 0 
脳血管疾患 97 450.0 578.4 193.0 2,788 0 
肺炎 259 421.6 651.9 108.0 3,323 0 
不慮の事故 13 591.4 930.6 124.0 2,796 1 
老衰 58 464.4 642.3 135.5 2,590 0 
その他 207 387.2 610.0 133.0 3,088 0 
不明 177 347.4 518.2 109.0 2,858 0 
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③ 要介護度 
死因が「悪性新生物」では、要介護度が「なし」が 22.7％と他の死因に比べて高く、

また、「要介護５」が 29.1％と他の死因に比べて低かった。 

図表4-4-4 死因別 要介護度 

  合計 なし 要支援 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 無回答 

1,948 197 24 125 130 200 329 880 63全体 

100.0% 10.1% 1.2% 6.4% 6.7% 10.3% 16.9% 45.2% 3.2%
704 160 11 61 51 69 103 205 44悪性新生物 

100.0% 22.7% 1.6% 8.7% 7.2% 9.8% 14.6% 29.1% 6.3%
227 8 6 22 18 25 44 100 4心疾患 

100.0% 3.5% 2.6% 9.7% 7.9% 11.0% 19.4% 44.1% 1.8%
93 1 3 3 4 10 15 57 0脳血管疾患 

100.0% 1.1% 3.2% 3.2% 4.3% 10.8% 16.1% 61.3% 0.0%
147 4 1 8 9 10 21 92 2肺炎 

100.0% 2.7% 0.7% 5.4% 6.1% 6.8% 14.3% 62.6% 1.4%
30 3 0 3 7 6 5 6 0不慮の事故 

100.0% 10.0% 0.0% 10.0% 23.3% 20.0% 16.7% 20.0% 0.0%
468 8 3 6 23 46 96 281 5老衰 

100.0% 1.7% 0.6% 1.3% 4.9% 9.8% 20.5% 60.0% 1.1%
223 11 0 19 15 29 32 111 6その他 

100.0% 4.9% 0.0% 8.5% 6.7% 13.0% 14.3% 49.8% 2.7%
※悪性新生物と他の疾患別で、クロス集計表についてのχ２検定：p=0.0000 

④ 障害高齢者の日常生活自立度 
死因が「悪性新生物」では、「Ｃ」が 50.0％で「老衰」「肺炎」に比べると低かったが

「心疾患」と比べると差は認められなかった。 

図表4-4-5 死因別 障害高齢者の日常生活自立度 

  合計 Ｊ Ａ Ｂ Ｃ 無回答 

1,948 63 177 353 1,151 204 全体 

100.0% 3.2% 9.1% 18.1% 59.1% 10.5% 

704 29 76 149 352 98 悪性新生物 

100.0% 4.1% 10.8% 21.2% 50.0% 13.9% 

227 14 28 41 124 20 心疾患 

100.0% 6.2% 12.3% 18.1% 54.6% 8.8% 

93 1 7 17 61 7 脳血管疾患 

100.0% 1.1% 7.5% 18.3% 65.6% 7.5% 

147 3 8 20 107 9 肺炎 

100.0% 2.0% 5.4% 13.6% 72.8% 6.1% 

30 4 8 9 6 3 不慮の事故 

100.0% 13.3% 26.7% 30.0% 20.0% 10.0% 

468 3 20 69 342 34 老衰 

100.0% 0.6% 4.3% 14.7% 73.1% 7.3% 

223 7 28 40 120 28 その他 

100.0% 3.1% 12.6% 17.9% 53.8% 12.6% 

※悪性新生物と老衰で「Ｃ」についてのχ２検定：p=0.0000 
悪性新生物と肺炎で「Ｃ」についてのχ２検定：p=0.0000 
悪性新生物と心疾患で「Ｃ」についてのχ２検定：p=0.2254 
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⑤ 認知症高齢者の日常生活自立度 
死因が「悪性新生物」では、「なし」が 55.4％と他の死因に比べて高かった。 

図表4-4-6 死因別 認知症高齢者の日常生活自立度 

  合計 なし Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ 無回答 

1,948 600 301 267 274 279 145 82 全体 

100.0% 30.8% 15.5% 13.7% 14.1% 14.3% 7.4% 4.2% 

704 390 116 69 51 44 13 21 悪性新生物 

100.0% 55.4% 16.5% 9.8% 7.2% 6.3% 1.8% 3.0% 

227 50 36 47 40 28 19 7 心疾患 

100.0% 22.0% 15.9% 20.7% 17.6% 12.3% 8.4% 3.1% 

93 9 13 14 18 19 16 4 脳血管疾患 

100.0% 9.7% 14.0% 15.1% 19.4% 20.4% 17.2% 4.3% 

147 30 19 19 29 30 17 3 肺炎 

100.0% 20.4% 12.9% 12.9% 19.7% 20.4% 11.6% 2.0% 

30 8 9 2 8 2 0 1 不慮の事故 

100.0% 26.7% 30.0% 6.7% 26.7% 6.7% 0.0% 3.3% 

468 43 64 83 84 118 51 25 老衰 

100.0% 9.2% 13.7% 17.7% 17.9% 25.2% 10.9% 5.3% 

223 62 40 23 34 29 21 14 その他 

100.0% 27.8% 17.9% 10.3% 15.2% 13.0% 9.4% 6.3% 

※悪性新生物と他の疾患別で、「なし」についてのχ２検定：p=0.0000 

⑥ 特別管理加算、重症者管理加算の有無 
死因が「悪性新生物」では、特別管理加算・重症者管理加算が「あり」が 56.8％と他

の死因に比べてやや高かった。 

図表4-4-7 死因別 特別管理加算・重症者管理加算の有無 

  合計 あり なし 無回答

1,948 879 970 99全体 

100.0% 45.1% 49.8% 5.1%
704 400 266 38悪性新生物 

100.0% 56.8% 37.8% 5.4%
227 99 118 10心疾患 

100.0% 43.6% 52.0% 4.4%
93 41 50 2脳血管疾患 

100.0% 44.1% 53.8% 2.2%
147 67 70 10肺炎 

100.0% 45.6% 47.6% 6.8%
30 9 19 2不慮の事故 

100.0% 30.0% 63.3% 6.7%
468 141 308 19老衰 

100.0% 30.1% 65.8% 4.1%
223 106 106 11その他 

100.0% 47.5% 47.5% 4.9%
※悪性新生物と他の疾患別で、「あり」についてのχ２検定：p=0.0000 
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⑦ 本人の在宅療養の希望 
死因が「悪性新生物」では、「強かった」が 83.9％と他の死因に比べて非常に高かっ

た。 
図表4-4-8 死因別 本人の在宅療養の希望 

  合計 強かった 普通 弱かった 不明 無回答 

1,948 1,260 214 8 453 13 全体 

100.0% 64.7% 11.0% 0.4% 23.3% 0.7% 

704 591 54 0 56 3 悪性新生物 

100.0% 83.9% 7.7% 0.0% 8.0% 0.4% 

227 133 39 3 50 2 心疾患 

100.0% 58.6% 17.2% 1.3% 22.0% 0.9% 

93 48 12 1 32 0 脳血管疾患 

100.0% 51.6% 12.9% 1.1% 34.4% 0.0% 

147 89 10 0 47 1 肺炎 

100.0% 60.5% 6.8% 0.0% 32.0% 0.7% 

30 23 3 0 4 0 不慮の事故 

100.0% 76.7% 10.0% 0.0% 13.3% 0.0% 

468 233 53 2 177 3 老衰 

100.0% 49.8% 11.3% 0.4% 37.8% 0.6% 

223 117 34 2 66 4 その他 

100.0% 52.5% 15.2% 0.9% 29.6% 1.8% 

※悪性新生物と他の疾患別で、「強かった」ついてのχ２検定：p=0.0000 

⑧ 本人の死亡場所の希望 
死因が「悪性新生物」では、「自宅」が 77.4％と他の死因に比べて高かった。「脳血管

疾患」では「不明」が 59.1％と６割を占めた。 
図表4-4-9 死因別 本人の死亡場所の希望 

  合計 自宅 病院・診

療所 

緩 和 ケ

ア病棟

不明 無回答 

1,948 1,132 12 0 779 25 全体 

100.0% 58.1% 0.6% 0.0% 40.0% 1.3% 

704 545 4 0 144 11 悪性新生物 

100.0% 77.4% 0.6% 0.0% 20.5% 1.6% 

227 113 5 0 106 3 心疾患 

100.0% 49.8% 2.2% 0.0% 46.7% 1.3% 

93 37 1 0 55 0 脳血管疾患 

100.0% 39.8% 1.1% 0.0% 59.1% 0.0% 

147 79 0 0 66 2 肺炎 

100.0% 53.7% 0.0% 0.0% 44.9% 1.4% 

30 17 0 0 13 0 不慮の事故 

100.0% 56.7% 0.0% 0.0% 43.3% 0.0% 

468 231 0 0 229 8 老衰 

100.0% 49.4% 0.0% 0.0% 48.9% 1.7% 

223 91 2 0 129 1 その他 

100.0% 40.8% 0.9% 0.0% 57.8% 0.4% 

※悪性新生物と他の疾患別で、「自宅」についてのχ２検定：p=0.0000 
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⑨ 家族の在宅療養の希望 
悪性新生物と老衰における「強かった」の割合を比べたところ、差は認められなかっ

た。 
図表4-4-10 死因別 家族の在宅療養の希望 

  合計 強かった 普通 弱かった 不明 無回答 

1,948 1,318 432 79 85 34 全体 

100.0% 67.7% 22.2% 4.1% 4.4% 1.7% 

704 499 150 29 16 10 悪性新生物 

100.0% 70.9% 21.3% 4.1% 2.3% 1.4% 

227 143 57 7 14 6 心疾患 

100.0% 63.0% 25.1% 3.1% 6.2% 2.6% 

93 65 22 1 5 0 脳血管疾患 

100.0% 69.9% 23.7% 1.1% 5.4% 0.0% 

147 100 32 4 10 1 肺炎 

100.0% 68.0% 21.8% 2.7% 6.8% 0.7% 

30 9 6 6 6 3 不慮の事故 

100.0% 30.0% 20.0% 20.0% 20.0% 10.0% 

468 335 99 16 13 5 老衰 

100.0% 71.6% 21.2% 3.4% 2.8% 1.1% 

223 128 55 13 18 9 その他 

100.0% 57.4% 24.7% 5.8% 8.1% 4.0% 

※悪性新生物と老衰で、「強かった」についてのχ２検定：p=0.7954 

⑩ 家族の死亡場所の希望 
「自宅」という回答が最も多いのは「老衰」（83.3％）であった。 

図表4-4-11 死因別 家族の死亡場所の希望 

  合計 自宅 病院・診

療所 

緩 和 ケ

ア病棟

不明 無回答 

1,948 1,463 124 13 286 62 全体 

100.0% 75.1% 6.4% 0.7% 14.7% 3.2% 

704 573 49 13 47 22 悪性新生物 

100.0% 81.4% 7.0% 1.8% 6.7% 3.1% 

227 147 19 0 52 9 心疾患 

100.0% 64.8% 8.4% 0.0% 22.9% 4.0% 

93 70 5 0 17 1 脳血管疾患 

100.0% 75.3% 5.4% 0.0% 18.3% 1.1% 

147 111 7 0 26 3 肺炎 

100.0% 75.5% 4.8% 0.0% 17.7% 2.0% 

30 9 8 0 12 1 不慮の事故 

100.0% 30.0% 26.7% 0.0% 40.0% 3.3% 

468 390 17 0 45 16 老衰 

100.0% 83.3% 3.6% 0.0% 9.6% 3.4% 

223 123 18 0 72 10 その他 

100.0% 55.2% 8.1% 0.0% 32.3% 4.5% 
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⑪ 開始直前の入院・入所の有無 
死因が「悪性新生物」では、「入院」が 63.1％と他の死因に比べて高かった。 

図表4-4-12 死因別 開始直前の入院・入所の有無 

  合計 入 院 ( 病

院・診療所) 
介護老人保

健施設入所

特別養護老

人ﾎｰﾑ入所

入院・入所

していない

その他 無回答 

1,948 937 24 9 892 61 25全体 

100.0% 48.1% 1.2% 0.5% 45.8% 3.1% 1.3%
704 444 2 1 226 25 6悪性新生物 

100.0% 63.1% 0.3% 0.1% 32.1% 3.6% 0.9%
227 104 2 1 114 4 2心疾患 

100.0% 45.8% 0.9% 0.4% 50.2% 1.8% 0.9%
93 34 4 0 50 3 2脳血管疾患 

100.0% 36.6% 4.3% 0.0% 53.8% 3.2% 2.2%
147 66 3 0 72 6 0肺炎 

100.0% 44.9% 2.0% 0.0% 49.0% 4.1% 0.0%
30 16 0 0 13 1 0不慮の事故 

100.0% 53.3% 0.0% 0.0% 43.3% 3.3% 0.0%
468 141 9 5 288 17 8老衰 

100.0% 30.1% 1.9% 1.1% 61.5% 3.6% 1.7%
223 113 4 2 96 4 4その他 

100.0% 50.7% 1.8% 0.9% 43.0% 1.8% 1.8%
※悪性新生物と他の疾患別で、「入院」についてのχ２検定：p=0.0000 

⑫ 利用開始の契機 
死因が「悪性新生物」では、「病院・診療所からの依頼」が 60.2％と他の死因に比べ

て高かった。 
図表4-4-13 死因別 利用開始の契機 

  合計 病院・診療

所から依頼 

介護支援専

門員から依

頼 

本人・家族

から問い合

わせ 

介護老人保

健施設から

依頼 

その他 無回答 

1,948 860 746 240 6 50 46全体 

100.0% 44.1% 38.3% 12.3% 0.3% 2.6% 2.4%
704 424 172 83 1 12 12悪性新生物 

100.0% 60.2% 24.4% 11.8% 0.1% 1.7% 1.7%
227 80 107 28 0 7 5心疾患 

100.0% 35.2% 47.1% 12.3% 0.0% 3.1% 2.2%
93 32 39 11 2 3 6脳血管疾患 

100.0% 34.4% 41.9% 11.8% 2.2% 3.2% 6.5%
147 47 67 27 0 3 3肺炎 

100.0% 32.0% 45.6% 18.4% 0.0% 2.0% 2.0%
30 12 10 5 0 1 2不慮の事故 

100.0% 40.0% 33.3% 16.7% 0.0% 3.3% 6.7%
468 163 239 44 1 10 11老衰 

100.0% 34.8% 51.1% 9.4% 0.2% 2.1% 2.4%
223 84 87 34 2 13 3その他 

100.0% 37.7% 39.0% 15.2% 0.9% 5.8% 1.3%
※悪性新生物と他の疾患別で、「病院・診療所からの依頼」についてのχ２検定：p=0.0000 
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⑬ 利用目的 
死因が「悪性新生物」では、「在宅終末期ケアのため」が 81.5％と他の死因に比べて

非常に高かった。 
図表4-4-14 死因別 利用目的 

  合計 在宅終末期

ケアのため

在宅療養の

ため 

その他 無回答 

1,948 783 1,125 36 4 全体 

100.0% 40.2% 57.8% 1.8% 0.2% 

704 574 127 2 1 悪性新生物 

100.0% 81.5% 18.0% 0.3% 0.1% 

227 28 194 5 0 心疾患 

100.0% 12.3% 85.5% 2.2% 0.0% 

93 14 79 0 0 脳血管疾患 

100.0% 15.1% 84.9% 0.0% 0.0% 

147 25 119 2 1 肺炎 

100.0% 17.0% 81.0% 1.4% 0.7% 

30 1 29 0 0 不慮の事故 

100.0% 3.3% 96.7% 0.0% 0.0% 

468 102 343 21 2 老衰 

100.0% 21.8% 73.3% 4.5% 0.4% 

223 28 191 4 0 その他 

100.0% 12.6% 85.7% 1.8% 0.0% 

※悪性新生物と他の疾患別で、「在宅終末期ケアのため」についてのχ２検定：p=0.0000 

⑭ 開始時の保険の種類 
死因が「悪性新生物」では、開始時の保険の種類が「医療保険」が 64.8％と他の死因

に比べて非常に高かった。 
図表4-4-15 死因別 開始時の保険 

  合計 医療保険(老人

保健を含む) 
介護保険 その他 無回答 

1,948 705 1,222 5 24全体 

100.0% 36.2% 62.7% 0.3% 1.2%
704 456 244 1 5悪性新生物 

100.0% 64.8% 34.7% 0.1% 0.7%
227 45 180 1 3心疾患 

100.0% 19.8% 79.3% 0.4% 1.3%
93 18 72 0 3脳血管疾患 

100.0% 19.4% 77.4% 0.0% 3.2%
147 34 112 0 2肺炎 

100.0% 23.1% 76.2% 0.0% 1.4%
30 6 23 0 1不慮の事故 

100.0% 20.0% 76.7% 0.0% 3.3%
468 66 393 2 8老衰 

100.0% 14.1% 84.0% 0.4% 1.7%
223 65 157 1 2その他 

100.0% 29.1% 70.4% 0.4% 0.9%
※悪性新生物と他の疾患別で、「医療保険」についてのχ２検定：p=0.0000 
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⑮ 死亡時期の予測 
死因が「悪性新生物」では、「ある程度予測できていた」が 95.7％と他の死因に比べ

て高かった。 

図表4-4-16 死因別 死亡時期の予測 

  合計 あ る 程

度 予 測

で き て

いた 

全 く 予

測 で き

な か っ

た 

無回答

1,948 1,476 429 43全体 

100.0% 75.8% 22.0% 2.2%
704 674 22 8悪性新生物 

100.0% 95.7% 3.1% 1.1%
227 107 115 5心疾患 

100.0% 47.1% 50.7% 2.2%
93 65 26 2脳血管疾患 

100.0% 69.9% 28.0% 2.2%
147 102 41 4肺炎 

100.0% 69.4% 27.9% 2.7%
30 3 26 1不慮の事故 

100.0% 10.0% 86.7% 3.3%
468 401 61 6老衰 

100.0% 85.7% 13.0% 1.3%
223 97 122 4その他 

100.0% 43.5% 54.7% 1.8%
※悪性新生物と他の疾患別で、「ある程度予測できていた」についてのχ２検定：p=0.0000 
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5. 在宅死亡日の看取り等の状況 

(1) 死亡時期の予測（Q36） 

在宅死亡において、死亡時期の予測は、「ある程度予測できていた」が 75.8％（1,476
人）、「全く予測できなかった」が 22.0％（429 人）であり、死亡時期が「ある程度予測で

きていた」と回答した人数の方が多かった。 

図表4-5-1 死亡時期の予測 (n=1,948) 

22.075.8 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある程度予測できていた 全く予測できなかった 無回答
 

 

① 死因別 死亡時期の予測 
死因別にみると、「悪性新生物」では「ある程度予測できていた」が 95.7％と圧倒的

に高かった。また、「老衰」も 85.7％と非常に高かった。 

図表4-5-2 死因別 死亡時期の予測 

  合計 ある程

度予測

できて

いた 

全く予

測でき

なかっ

た 

無回答

1,948 1,476 429 43全体 

100.0% 75.8% 22.0% 2.2%

704 674 22 8悪性新生物 

100.0% 95.7% 3.1% 1.1%

227 107 115 5心疾患 

100.0% 47.1% 50.7% 2.2%

93 65 26 2脳血管疾患 

100.0% 69.9% 28.0% 2.2%

147 102 41 4肺炎 

100.0% 69.4% 27.9% 2.7%

30 3 26 1不慮の事故 

100.0% 10.0% 86.7% 3.3%

468 401 61 6老衰 

100.0% 85.7% 13.0% 1.3%

223 97 122 4その他 

100.0% 43.5% 54.7% 1.8%
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(2) 家族からの連絡、訪問看護の立会い等 

① 死期の切迫の連絡（Q37） 
在宅死亡において、家族等から死期の切迫という連絡は、「あり」が 43.9％（856 人）、

「なし」が 52.6％（1,024 人）であり、死期の切迫の連絡がなかったと回答した人数の方

が多かった。 
図表4-5-3 家族等からの死期の切迫時の連絡 (n=1,948) 

52.643.9 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答
 

 連絡があった場合の連絡の時間帯については、「日中（8-18 時）」が 39.7％（340 人）で

最も多く、続いて「夜間（18-22 時）」が 22.3％（191 人）、「早朝（6-8 時）」が 20.6％（176
人）、「深夜（22-明朝 6 時）」は 11.3％（97 人）であった。 

図表4-5-4 連絡の時間帯 (n=856) 

39.7 6.120.6 22.3 11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

早朝 日中 夜間 深夜 無回答
 

② 死亡時期の予測別 死期の切迫の連絡の有無 
死亡時期の予測別に、死期の切迫の連絡の有無についてみると、「ある程度予測でき

ていた」という場合には、連絡が「あり」が 52.2％、「なし」が 45.3％であった。 
「全く予測できなかった」場合には、連絡「あり」が 17.5％と低かった。 

図表4-5-5 死亡時期の予測別 家族等からの死期の切迫時の連絡 

  合計 あり なし 無回答 

1,948 856 1,024 68 全体 

100.0% 43.9% 52.6% 3.5% 

1,476 770 668 38 ある程度予測できていた 

100.0% 52.2% 45.3% 2.6% 

429 75 339 15 全く予測できなかった 

100.0% 17.5% 79.0% 3.5% 
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③ 死因別 死期の切迫の連絡の有無 
死因別にみると「悪性新生物」では「あり」が 56.5％で他より高い割合であった。 

図表4-5-6 死因別 家族等からの死期の切迫時の連絡 

 
  合計 あり なし 無回答 

1,948 856 1,024 68全体 

100.0% 43.9% 52.6% 3.5%
704 398 290 16悪性新生物 

100.0% 56.5% 41.2% 2.3%
227 80 141 6心疾患 

100.0% 35.2% 62.1% 2.6%
93 40 49 4脳血管疾患 

100.0% 43.0% 52.7% 4.3%
147 54 88 5肺炎 

100.0% 36.7% 59.9% 3.4%
30 3 25 2不慮の事故 

100.0% 10.0% 83.3% 6.7%
468 201 253 14老衰 

100.0% 42.9% 54.1% 3.0%
223 61 155 7その他 

100.0% 27.4% 69.5% 3.1%
※悪性新生物と他の疾患別で、「あり」についてのχ２検定：p=0.0000 
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④ 死亡(呼吸停止)時の看護師の立会い（Q38） 
在宅死亡において、死亡(呼吸停止)時の看護師の立会いは、「あり」が 27.8％（541 人）、

「なし」が 69.6％（1,355 人）であり、死亡(呼吸停止)時の看護師の立会いがなかったと

回答した人数の方が多かった。 

図表4-5-7 死亡（呼吸停止）時の看護師の立会い (n=1,948) 

69.627.8 2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
あり なし 無回答

 
 

  
立ち会ったの時間帯については、「日中（8-18 時）」が 50.1％（271 人）で最も多く、続

いて「夜間（18-22 時）」が 18.3％（99 人）、「早朝（6-8 時）」が 13.5％（73 人）、「深夜

（22-明朝 6 時）」が 12.6％（68 人）であった。 

図表4-5-8 時間帯 (n=541) 

50.1 5.513.5 18.3 12.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

早朝 日中 夜間 深夜 無回答
 

⑤ 死亡時期の予測別 死亡(呼吸停止)時の看護師の立会い 
死亡時期の予測別に、死亡（呼吸停止）時の看護師の立会いの有無についてみると、

「ある程度予測できていた」という場合には、「あり」が 31.6％、「全く予測できなかっ

た」場合には、「あり」が 16.1％だった。 

図表4-5-9 死亡時期の予測別 死亡（呼吸停止）時の看護師の立会い 

  合計 あり なし 無回答 

1,948 541 1,355 52 全体 

100.0% 27.8% 69.6% 2.7% 

1,476 466 980 30 ある程度予測で

きていた 100.0% 31.6% 66.4% 2.0% 

429 69 352 8 全く予測できな

かった 100.0% 16.1% 82.1% 1.9% 
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⑥ 死因別 死亡(呼吸停止)時の看護師の立会い 
死因別にみると「悪性新生物」では「あり」が 36.4％で他より高い割合であった。 

図表4-5-10 死因別 死亡（呼吸停止）時の看護師の立会い 

  合計 あり なし 無回答 

1,948 541 1,355 52全体 

100.0% 27.8% 69.6% 2.7%
704 256 436 12悪性新生物 

100.0% 36.4% 61.9% 1.7%
227 51 170 6心疾患 

100.0% 22.5% 74.9% 2.6%
93 27 64 2脳血管疾患 

100.0% 29.0% 68.8% 2.2%
147 32 112 3肺炎 

100.0% 21.8% 76.2% 2.0%
30 3 25 2不慮の事故 

100.0% 10.0% 83.3% 6.7%
468 115 342 11老衰 

100.0% 24.6% 73.1% 2.4%
223 47 174 2その他 

100.0% 21.1% 78.0% 0.9%
※悪性新生物と他の疾患別で、「あり」についてのχ２検定：p=0.0000 

 

⑦ 家族等から既に死亡という連絡（Q39） 
死亡時に立ち会っていない 1,355 人について、在宅死亡において、家族等から既に死亡

という連絡は、「あり」が 76.3％（1,034 人）、「なし」が 21.3％（289 人）であり、既に

死亡という連絡はあったと回答した人数の方が多かった。 

図表4-5-11 家族等からの既に死亡という連絡 (n=1,355) 

21.376.3 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答
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 連絡の時間帯については、「日中（8-18 時）」が 43.7％（452 人）で最も多く、続いて「早

朝（6-8 時）」が 21.6％（223 人）、「夜間（18-22 時）」が 11.4％（118 人）、「深夜（22-明
朝 6 時）」は 10.2％（105 人）であった。 

図表4-5-12 連絡の時間帯 (n=1,034) 

43.7 13.221.6 11.4 10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

早朝 日中 夜間 深夜 無回答
 

⑧ 死因別 家族等から既に死亡という連絡（Q39） 
いずれの死因でも７割以上で連絡が「あり」だった。 

図表4-5-13 死因別 家族等からの既に死亡という連絡 

  合計 あり なし 無回答 

1,355 1,034 289 32全体 

100.0% 76.3% 21.3% 2.4%
436 335 89 12悪性新生物 

100.0% 76.8% 20.4% 2.8%
170 122 44 4心疾患 

100.0% 71.8% 25.9% 2.4%
64 48 16 0脳血管疾患 

100.0% 75.0% 25.0% 0.0%
112 97 13 2肺炎 

100.0% 86.6% 11.6% 1.8%
25 18 4 3不慮の事故 

100.0% 72.0% 16.0% 12.0%
342 271 66 5老衰 

100.0% 79.2% 19.3% 1.5%
174 116 53 5その他 

100.0% 66.7% 30.5% 2.9%
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(3) 主治医の訪問、死亡確認の状況 

① 死亡確認（Q41） 
在宅死亡において、主治医の死亡確認は、「死後 24 時間以内」が 89.0％（1,734 人）で

９割近く、「主治医以外の医師が確認」が 8.1％（157 人）、「24 時間超 48 時間以内」は 0.4％
（7 人）、「48 時間超」は 0.2％（3 人）であった。 

図表4-5-14 主治医の死亡確認 (n=1,948) 

2.489.0
0.4

0.2
8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

死後24時間以内 24時間超48時間以内 48時間超

主治医以外の医師が確認 無回答

 
 

② 主治医の最終訪問時間（Q40） 
在宅死亡において、主治医の最終訪問時間は、「日中（8-18 時）」が 43.5％（848 人）で

最も多く、「早朝（6-8 時）」が 21.0％（409 人）、「夜間（18-22 時）」が 17.8％（346 人）、

「深夜（22-明朝 6 時）」が 11.2％（219 人）であった。 

図表4-5-15 主治医の最終訪問時間 (n=1,948) 

43.5 6.521.0 17.8 11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

早朝 日中 夜間 深夜 無回答
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(4) ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費（Q42） 

在宅死亡において、ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費は、「算定した」が

41.9％（817 人）、「算定しなかった」が 54.0％（1,052 人）であり、ターミナルケア加算・

ターミナルケア療養費は「算定しなかった」と回答した人数の方が多かった。 

図表4-5-16 ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費 (n=1,948) 

54.041.9 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

算定した 算定しなかった 無回答
 

① 訪問看護開始月別 ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費 
ターミナルケア加算、ターミナルケア療養費は死亡月の前月の訪問看護の実施が加算

要件なので、訪問看護開始月が死亡月と異なる場合に限定してみたところ、「算定した」

が 48.4％、「算定しなかった」が 47.6％だった。 

図表4-5-17 訪問看護開始月別 ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費 

  合計 算定し

た 

算定し

なかっ

た 

無回答 

1,948 817 1,052 79 全体 

100.0% 41.9% 54.0% 4.1% 

1,554 752 739 63 訪問看護開始月≠死亡月 

100.0% 48.4% 47.6% 4.1% 

324 0 309 15 訪問看護開始月＝死亡月 

100.0% 0.0% 95.4% 4.6% 

70 65 4 1 不明 

100.0% 92.9% 5.7% 1.4% 
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② 死因別 ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費 
死因別にみると、悪性新生物では他の疾患に比べて「算定した」が高かった。 

図表4-5-18 死因別 ターミナルケア加算・ターミナルケア療養費 

 
  合計 算 定 し

た 

算 定 し

な か っ

た 

無回答

1,948 817 1,052 79全体 

100.0% 41.9% 54.0% 4.1%
704 374 309 21悪性新生物 

100.0% 53.1% 43.9% 3.0%
227 71 148 8心疾患 

100.0% 31.3% 65.2% 3.5%
93 36 51 6脳血管疾患 

100.0% 38.7% 54.8% 6.5%
147 55 81 11肺炎 

100.0% 37.4% 55.1% 7.5%
30 3 26 1不慮の事故 

100.0% 10.0% 86.7% 3.3%
468 200 253 15老衰 

100.0% 42.7% 54.1% 3.2%
223 63 156 4その他 

100.0% 28.3% 70.0% 1.8%
※悪性新生物と他の疾患別で、「算定した」についてのχ２検定：p=0.0000 
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③ 算定の有無 訪問看護開始月別 死亡時の立会いの有無 
算定の有無別に、死亡時の立会いの有無をみると、算定していた場合は、立会いが「あ

り」が 42.6％、算定しなかった場合で、訪問看護開始月が死亡月と同じでない場合（前

月以前から訪問している）は、立会い「あり」が 13.8％と低かった。 
算定しなかった場合でも、訪問看護開始月と死亡月が同じ場合には、24.9％が立ち会

っていた。 

図表4-5-19 算定の有無 訪問看護開始月別 死亡時の立会いの有無 

  合計 あり なし 無回答 

1,948 541 1,355 52 全体 

100.0% 27.8% 69.6% 2.7% 

817 348 450 19 算定した 

100.0% 42.6% 55.1% 2.3% 

1,052 179 860 13 算定しなかった 

100.0% 17.0% 81.7% 1.2% 

309 77 226 6 (うち)訪問看護開始月

＝死亡月 100.0% 24.9% 73.1% 1.9% 

739 102 630 7 (うち)訪問看護開始月

≠死亡月 100.0% 13.8% 85.3% 0.9% 

4 0 4 0 (うち)不明 

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

79 14 45 20 算定状況不明 

100.0% 17.7% 57.0% 25.3% 
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④ 算定の有無 訪問看護開始月別 保険種別 
算定の有無別に、保険種別をみると、算定していた場合は、「医療保険」が 42.7％、「介

護保険」が 47.6％であった。 
算定しなかった場合で、訪問看護開始月と死亡月が異なる場合は、「介護保険」が

75.0％で非常に高かった。 
算定しなかった場合でも、訪問看護開始月と死亡月が同じ場合には、「介護保険」が

41.1％で、算定した場合の比率に近くなった。 

図表4-5-20 算定の有無 訪問看護開始月別 保険種別 

  合計 医療保

険によ

る訪問

介護保

険によ

る訪問

切替に

より両

方を利

用 

その他

利用の

み 

無回答 

1,948 671 1,108 83 3 83 全体 

100.0% 34.4% 56.9% 4.3% 0.2% 4.3% 

817 349 389 56 1 22 算定した 

100.0% 42.7% 47.6% 6.9% 0.1% 2.7% 

1,052 301 683 25 2 41 算定しなかった 

100.0% 28.6% 64.9% 2.4% 0.2% 3.9% 

309 168 127 3 1 10 (うち)訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 54.4% 41.1% 1.0% 0.3% 3.2% 

739 133 554 22 1 29 (うち)訪問看護開

始月≠死亡月 100.0% 18.0% 75.0% 3.0% 0.1% 3.9% 

4 0 2 0 0 2 (うち)不明 

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 

79 21 36 2 0 20 算定状況不明 

100.0% 26.6% 45.6% 2.5% 0.0% 25.3% 
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⑤ 算定の有無・訪問看護開始月別 死亡前２週間の処置 
算定した場合と算定しなかった場合を比較すると、した場合において「点滴（48.5％）」

「中心静脈栄養（12.7％）」「麻薬を用いた疼痛の看護（22.8％）」等、死亡前 2 週間の処

置の実施割合が高かった。ただし、算定しなかった場合の中でも、算定要件に合致しな

い「訪問看護死亡月＝死亡月」群に注目すると、「点滴（43.0％）」「中心静脈栄養

（13.3％）」「麻薬を用いた疼痛の看護（17.8％）」と算定群と同様に高い実施割合だった。 
図表4-5-21 算定の有無 訪問看護開始月別 死亡前２週間の処置 

  合計 点滴 中心静

脈栄養

経鼻経

管栄養

胃ろう

の管理

酸素療

法 

留置カ

テーテ

ル類の

管理 

レスピ

レータ

ーの管

理 

気管切

開の処

置 

1,948 726 188 70 127 404 390 17 34全体 

100.0% 37.3% 9.7% 3.6% 6.5% 20.7% 20.0% 0.9% 1.7%

817 396 104 30 53 210 213 13 21算定した 

100.0% 48.5% 12.7% 3.7% 6.5% 25.7% 26.1% 1.6% 2.6%

1,052 309 81 39 68 184 164 2 11算定しなかった 

100.0% 29.4% 7.7% 3.7% 6.5% 17.5% 15.6% 0.2% 1.0%

309 133 41 4 8 76 53 1 2(うち)訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 43.0% 13.3% 1.3% 2.6% 24.6% 17.2% 0.3% 0.6%

739 175 40 35 60 108 111 1 9(うち)訪問看護開

始月≠死亡月 100.0% 23.7% 5.4% 4.7% 8.1% 14.6% 15.0% 0.1% 1.2%

4 1 0 0 0 0 0 0 0(うち)不明 

100.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

79 21 3 1 6 10 13 2 2算定状況不明 

100.0% 26.6% 3.8% 1.3% 7.6% 12.7% 16.5% 2.5% 2.5%

          

  ストー

マの処

置 

摘便・

浣腸 

麻薬を

用いた

疼痛の

看護 

麻薬を

用いな

い疼痛

の看護

褥瘡の

処置 

その他 特にな

し 

無回答 

 

62 836 317 159 814 496 140 69  全体 

3.2% 42.9% 16.3% 8.2% 41.8% 25.5% 7.2% 3.5%  

31 414 186 88 396 206 25 16  算定した 

3.8% 50.7% 22.8% 10.8% 48.5% 25.2% 3.1% 2.0%  

28 393 121 66 384 273 109 40  算定しなかった 

2.7% 37.4% 11.5% 6.3% 36.5% 26.0% 10.4% 3.8%  

14 89 55 35 106 83 20 9  (うち)訪問看護開

始月＝死亡月 4.5% 28.8% 17.8% 11.3% 34.3% 26.9% 6.5% 2.9%  

14 303 66 31 277 189 88 30  (うち)訪問看護開

始月≠死亡月 1.9% 41.0% 8.9% 4.2% 37.5% 25.6% 11.9% 4.1%  

0 1 0 0 1 1 1 1  (うち)不明 

0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%  

3 29 10 5 34 17 6 13  算定状況不明 

3.8% 36.7% 12.7% 6.3% 43.0% 21.5% 7.6% 16.5%  
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⑥ 算定の有無別 訪問看護継続期間 
算定の有無別に、訪問看護継続期間をみると、「算定した」では「7 日以内」が 4.8％、

「14 日以内」が 7.6％であわせて 12.4％だった。 
「算定しなかった」では「7 日以内」が 17.6％、「14 日以内」が 21.9％であわせると

39.5％だった。 
図表4-5-22 算定の有無 訪問看護継続期間 

  合計 ０日 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10 日

1,948 31 32 20 35 36 29 27 24 28 24 19全体 

100.0% 1.6% 1.6% 1.0% 1.8% 1.8% 1.5% 1.4% 1.2% 1.4% 1.2% 1.0%
817 4 1 4 4 6 7 6 7 9 7 7算定した 

100.0% 0.5% 0.1% 0.5% 0.5% 0.7% 0.9% 0.7% 0.9% 1.1% 0.9% 0.9%
1,052 27 26 15 31 28 21 21 16 18 15 12算定しなかった 

100.0% 2.6% 2.5% 1.4% 2.9% 2.7% 2.0% 2.0% 1.5% 1.7% 1.4% 1.1%
309 27 26 13 31 26 19 19 14 16 13 10(うち）訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 8.7% 8.4% 4.2% 10.0% 8.4% 6.1% 6.1% 4.5% 5.2% 4.2% 3.2%
739 0 0 2 0 2 2 2 2 2 2 2（うち）訪問看護

開始月≠死亡月 100.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3%
4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0（うち）不明 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
79 0 5 1 0 2 1 0 1 1 2 0算定状況不明 

100.0% 0.0% 6.3% 1.3% 0.0% 2.5% 1.3% 0.0% 1.3% 1.3% 2.5% 0.0%
             

  合計 11 日 12 日 13 日 14 日 15 日 16 日 17 日 18 日 19 日 20 日  

1,948 17 16 20 19 21 12 14 17 17 13  全体 

100.0% 0.9% 0.8% 1.0% 1.0% 1.1% 0.6% 0.7% 0.9% 0.9% 0.7%  

817 10 4 6 7 10 6 2 7 5 4  算定した 

100.0% 1.2% 0.5% 0.7% 0.9% 1.2% 0.7% 0.2% 0.9% 0.6% 0.5%  

1,052 7 12 14 12 10 6 12 9 12 6  算定しなかった 

100.0% 0.7% 1.1% 1.3% 1.1% 1.0% 0.6% 1.1% 0.9% 1.1% 0.6%  

309 7 8 12 12 6 3 7 8 6 6  (うち）訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 2.3% 2.6% 3.9% 3.9% 1.9% 1.0% 2.3% 2.6% 1.9% 1.9%  

739 0 4 2 0 4 3 5 1 6 0  （うち）訪問看護

開始月≠死亡月 100.0% 0.0% 0.5% 0.3% 0.0% 0.5% 0.4% 0.7% 0.1% 0.8% 0.0%  

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  （うち）不明 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  

79 0 0 0 0 1 0 0 1 0 3  算定状況不明 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0% 3.8%  



4 章 死亡者の実態 

医療経済研究機構 - 97 -

 
             

  合計 21 日 22 日 23 日 24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日  

1,948 10 23 18 12 19 7 14 9 14 11  全体 

100.0% 0.5% 1.2% 0.9% 0.6% 1.0% 0.4% 0.7% 0.5% 0.7% 0.6%  

817 2 15 11 7 9 4 8 3 9 7  算定した 

100.0% 0.2% 1.8% 1.3% 0.9% 1.1% 0.5% 1.0% 0.4% 1.1% 0.9%  

1,052 8 7 7 5 8 3 6 6 5 3  算定しなかった 

100.0% 0.8% 0.7% 0.7% 0.5% 0.8% 0.3% 0.6% 0.6% 0.5% 0.3%  

309 3 3 4 3 2 1 0 1 0 1  (うち）訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 1.0% 1.0% 1.3% 1.0% 0.6% 0.3% 0.0% 0.3% 0.0% 0.3%  

739 5 4 3 2 6 2 6 5 5 2  （うち）訪問看護

開始月≠死亡月 100.0% 0.7% 0.5% 0.4% 0.3% 0.8% 0.3% 0.8% 0.7% 0.7% 0.3%  

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  （うち）不明 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  

79 0 1 0 0 2 0 0 0 0 1  算定状況不明 

100.0% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 2.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3%  

             

  合計 31 日

以上～

60 日

以内 

61 日

以上～

90 日

以内 

91 日

以上～

120 日

以内 

121 日

以上～

150 日

以内 

151 日

以上～

180 日

以内 

181 日

以上～

210 日

以内 

211 日

以上～

240 日

以内 

241 日

以 上 ～

270 日

以内 

271 日

以上～

300 日

以内 

301 日

以上～

330 日

以内  

1,948 229 173 96 67 65 54 37 19 27 21  全体 

100.0% 11.8% 8.9% 4.9% 3.4% 3.3% 2.8% 1.9% 1.0% 1.4% 1.1%  

817 123 99 53 29 29 21 20 8 8 8  算定した 

100.0% 15.1% 12.1% 6.5% 3.5% 3.5% 2.6% 2.4% 1.0% 1.0% 1.0%  

1,052 98 61 42 34 34 32 16 11 18 11  算定しなかった 

100.0% 9.3% 5.8% 4.0% 3.2% 3.2% 3.0% 1.5% 1.0% 1.7% 1.0%  

309 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  (うち）訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  

739 98 61 42 34 34 32 16 11 18 11  （うち）訪問看護

開始月≠死亡月 100.0% 13.3% 8.3% 5.7% 4.6% 4.6% 4.3% 2.2% 1.5% 2.4% 1.5%  

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  （うち）不明 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  

79 8 13 1 4 2 1 1 0 1 2  算定状況不明 

100.0% 10.1% 16.5% 1.3% 5.1% 2.5% 1.3% 1.3% 0.0% 1.3% 2.5%  
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  合計 331 日

以上～

360 日

以内 

361 日

以上～

390 日

以内 

391 日

以上～

420 日

以内 

421 日

以上～

600 日

以内 

601 日

以上～

900 日

以内 

901 日

以上～

1500
日以内

1501
日以上 

無回答 

   

1,948 16 17 29 83 108 152 126 21    全体 

100.0% 0.8% 0.9% 1.5% 4.3% 5.5% 7.8% 6.5% 1.1%    

817 7 8 13 29 46 62 50 6    算定した 

100.0% 0.9% 1.0% 1.6% 3.5% 5.6% 7.6% 6.1% 0.7%    

1,052 9 7 16 47 60 84 70 14    算定しなかった 

100.0% 0.9% 0.7% 1.5% 4.5% 5.7% 8.0% 6.7% 1.3%    

309 0 0 0 0 0 0 0 2    (うち）訪問看護開

始月＝死亡月 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6%    

739 9 7 16 47 60 84 70 8    （うち）訪問看護

開始月≠死亡月 100.0% 1.2% 0.9% 2.2% 6.4% 8.1% 11.4% 9.5% 1.1%    

4 0 0 0 0 0 0 0 4    （うち）不明 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%    

79 0 2 0 7 2 6 6 1    算定状況不明 

100.0% 0.0% 2.5% 0.0% 8.9% 2.5% 7.6% 7.6% 1.3%    
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6. 院内死亡者の入院時の状況 

(1) 搬送･受診方法（Q36） 

入院死亡において、搬送･受診方法は、「救急車で搬送」が 63.2％（1,454 人）で最も多

く、続いて「診療時間内の外来を受診」が 24.2％（557 人）、「時間外の外来を受診」が 8.7％
（200 人）であった。 

図表4-6-1 搬送･受診方法 （n=2,302） 

8.763.2 24.2 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救急車で搬送 時間外の外来を受診

診療時間内の外来を受診 無回答
 

① 死因別 搬送・受診 
死因別にみると、「脳血管疾患」では「救急車で搬送」が 76.8％と高く、「悪性新生物」

「心疾患」「肺炎」「老衰」はいずれも「診療時間内の外来を受診」が約４分の１だった。 
図表4-6-2 死因別 搬送･受診方法 

  合計 救急車

で搬送 

時間外

の外来

を受診 

診療時

間内の

外来を

受診 

無回答 

2,302 1,454 200 557 91 全体 

100.0% 63.2% 8.7% 24.2% 4.0% 

919 562 95 238 24 悪性新生物 

100.0% 61.2% 10.3% 25.9% 2.6% 

262 173 19 65 5 心疾患 

100.0% 66.0% 7.3% 24.8% 1.9% 

125 96 5 21 3 脳血管疾患 

100.0% 76.8% 4.0% 16.8% 2.4% 

343 215 33 85 10 肺炎 

100.0% 62.7% 9.6% 24.8% 2.9% 

14 13 0 0 1 不慮の事故 

100.0% 92.9% 0.0% 0.0% 7.1% 

77 45 9 21 2 老衰 

100.0% 58.4% 11.7% 27.3% 2.6% 

265 183 22 56 4 その他 

100.0% 69.1% 8.3% 21.1% 1.5% 

235 140 16 65 14 不明 

100.0% 59.6% 6.8% 27.7% 6.0% 
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(2) 入院先（Q37） 

入院死亡において、入院先は、「主治医が勤務する医療機関」が 51.6％（1,188 人）、「そ

の他の医療機関」が 46.2％（1,064 人）であり、入院先は「主治医が勤務する医療機関」

と回答した人数の方が多かった。 
図表4-6-3 入院先  （n=2,302） 

46.251.6 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主治医が勤務する医療機関 その他の医療機関 無回答
 

入院先として「その他の医療機関」を挙げた回答者に対し、医療機関の規模を尋ねたと

ころ、「200 床以上の病院」が 66.9％（712 人）で最も多く、続いて「199 床以下の病院」

が 22.8％（243 人）、「診療所」は 0.6％（6 人）であった。 
図表4-6-4 「その他の医療機関」の規模  （n=1,064） 

22.866.9 0.6 9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

200床以上の病院 199床以下の病院 診療所 無回答
 

① 搬送・受診方法別 入院先 
搬送・受診方法別に入院先をみたところ、「時間外の外来を受診」と「診療時間内の

外来を受診」の場合には、「主治医が勤務する医療機関」が多く、それぞれ 66.5％、58.0％
だったが、「救急車で搬送」された場合には「主治医が勤務する医療機関以外の医療機

関」が 51.3％と多かった。 
図表4-6-5 搬送・受診方法別 入院先 

  合計 主治医が勤

務する医療

機関 

その他の医

療機関 

無回答 

2,302 1,188 1,064 50 全体 

100.0% 51.6% 46.2% 2.2% 

1,454 696 746 12 救急車で搬送 

100.0% 47.9% 51.3% 0.8% 

200 133 64 3 時間外の外来を受診 

100.0% 66.5% 32.0% 1.5% 

557 323 230 4 診療時間内の外来を受

診 100.0% 58.0% 41.3% 0.7% 
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(3) 入院理由（Q38） 

入院理由としては、「状態の急変への処置･対応のため」は 67.5％（1,555 人）で最も多

かった。「治療のため」は、64.7％（1,490 人）だった。「呼吸困難等の苦痛の緩和のため」

が 49.3％（1,134 人）だった。 
「看取りのため」と回答した人は 26.5％（609 人）であった。 
「本人の希望」は 27.9％（643 人）、「家族介護者の負担･不安の軽減のため」が 53.9％

（1,241 人）、「家族介護者の希望」は 59.9％（1,380 人）だった。 

図表4-6-6 入院理由（n=2,302） 

67.5

49.3

27.9

53.9

59.9

26.5

33.2

30.4

48.7

70.0

44.0

38.0

71.5

2.1

2.1

2.1

2.1

2.1

2.1

64.7

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治療のため

状態の急変への処置･対応のため

呼吸困難等の苦痛の緩和のため

本人の希望

家族介護者の負担･不安の軽減のため

家族介護者の希望

看取りのため

あり なし 無回答
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① 在宅死亡の意向の有無別 入院理由 
在宅死亡の意向の有無別にみると、「本人と家族ともに在宅を希望」「家族のみ在宅

希望」「（特に）本人・家族とも不明」の場合は「状態の急変への処置・対応のため」

が最も多かった。 
「本人のみ在宅希望」「本人、家族のいずれにも在宅希望なし」の場合には「家族介

護者の希望」が最も多かった。 

図表4-6-7 在宅死亡の意向の有無別 入院理由 

  合計 治 療 の

ため 

状 態 の

急 変 へ

の 処

置・対応

のため

呼 吸 困

難 等 の

苦 痛 の

緩 和 の

ため 

本 人 の

希望 

家 族 介

護 者 の

負担・不

安 の 軽

減 の た

め 

家 族 介

護 者 の

希望 

看 取 り

のため

入院死亡全体 2,302 1,490 1,555 1,134 643 1,241 1,380 609
  100.0% 64.7% 67.5% 49.3% 27.9% 53.9% 59.9% 26.5%
本人、家族ともに在宅希望 204 122 158 116 46 111 122 59
  100.0% 59.8% 77.5% 56.9% 22.5% 54.4% 59.8% 28.9%
本人のみ在宅希望 331 198 214 179 88 203 221 123
  100.0% 59.8% 64.7% 54.1% 26.6% 61.3% 66.8% 37.2%
家族のみ在宅希望 130 88 94 66 21 68 75 33
  100.0% 67.7% 72.3% 50.8% 16.2% 52.3% 57.7% 25.4%
本人、家族のいずれにも 883 579 572 455 308 541 609 300
在宅希望なし 100.0% 65.6% 64.8% 51.5% 34.9% 61.3% 69.0% 34.0%
(特に）本人・家族とも不明 671 452 467 284 160 289 319 76
  100.0% 67.4% 69.6% 42.3% 23.8% 43.1% 47.5% 11.3%
無回答 83 51 50 34 20 29 34 18
  100.0% 61.4% 60.2% 41.0% 24.1% 34.9% 41.0% 21.7%

(4) 入院時点での死亡時期の予測（Q39） 

入院死亡において、入院時点での死亡時期の予測は、「ある程度予測できていた」が

60.2％（1,385 人）、「全く予測できなかった」が 35.3％（813 人）であり、入院時点で死

亡時期が「ある程度予測できていた」と回答した人数の方が多かった。 

図表4-6-8 入院時点での死亡時期の予測  （n=2,302） 

35.360.2 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある程度予測できていた 全く予測できなかった 無回答
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7. 遺族ケア 

(1) 遺族ケアの実施（Q43）（複数回答） 

 

在宅死亡においては、遺族ケアの実施は、「訪問した」が 74.0％（1,441 人）で最も多く､

続いて、「電話をした」が 22.4％（436 人）、「特にしなかった」が 10.7％（209 人）であ

った。 
入院死亡においても同様に、「訪問した」が 60.4％（1,390 人）で最も多く､続いて、「電

話をした」が 27.3％（628 人）、「特にしなかった」が 17.2％（396 人）であった。 

図表4-7-1 遺族ケアの実施状況 

74.0

22.4

2.3

5.1

10.7

1.5

60.4

27.3

2.8

6.3

17.2

2.0

0% 20% 40% 60% 80%

訪問した

電話をした

手紙(カード)を送った

その他

特にしなかった

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302
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(2) 実施時期（Q44）（複数回答） 

 

遺族ケアの実施時期については、在宅死亡においては、「死亡から 1 週間超 1 ヶ月以内」

が 52.0％（1,012 人）､「死亡から 1 週間以内」が 32.5％（633 人）、「死亡から 1 ヶ月超

半年以内」が 9.8％（190 人）であった。 
入院死亡においても同様に、「死亡から 1 週間超 1 ヶ月以内」が 50.4％（1,161 人）で、

「死亡から 1 週間以内」が 26.6％（612 人）、「死亡から 1 ヶ月超半年以内」が 7.7％（178
人）であった。 

図表4-7-2 実施時期 

32.5

52.0

9.8

12.6

26.6

50.4

7.7

20.6

0% 20% 40% 60%

死亡から1週間以内

1週間超1ヶ月以内

1ヶ月超半年以内

無回答

在宅死亡  n=1,948 入院死亡  n=2,302
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5章 在宅死亡者の実績からみたステーションの特性 

1. 事業所の特性等の比較 

ここでは、在宅死亡者の実績からステーションの特性を探索するため調査対象期間の半

年間に「在宅死亡」の利用者実績から二分することとした。中央値が１だったため、「２人

以上」だったステーションと、「１人以下」のステーションに分けて比較を行った。 

① 24 時間連絡体制加算（医療保険）の有無 
半年間に在宅看取り件数が「２人以上」では、24 時間連絡体制加算（医療保険）が「あ

り」が 76.9％で、｢1 人以下｣（57.8％）に比べて高かった。 

図表5-1-1 在宅死亡実績別 24 時間連絡体制加算(医療保険）の有無 

  合計 あり なし 無回答 

1,020 685 287 48 全体 

100.0% 67.2% 28.1% 4.7% 

502 386 102 14 ２人以上 

100.0% 76.9% 20.3% 2.8% 

516 298 185 33 １人以下 

100.0% 57.8% 35.9% 6.4% 

② 緊急時訪問看護加算（介護保険）の有無 
半年間に在宅看取り件数が「２人以上」では、緊急時訪問看護加算（介護保険）が「あ

り」が 81.3％で、｢1 人以下｣（61.6％）に比べて高かった。 

図表5-1-2 在宅死亡実績別 緊急時訪問看護加算(介護保険）の有無 

  合計 あり なし 無回答 

1,020 727 256 37 全体 

100.0% 71.3% 25.1% 3.6% 

502 408 84 10 ２人以上 

100.0% 81.3% 16.7% 2.0% 

516 318 172 26 １人以下 

100.0% 61.6% 33.3% 5.0% 

③ 利用人数（事業所規模） 
半年間に在宅看取り件数が「２人以上」では、「1 人以下」に比べて、平成 16 年 11 月

１か月間の利用者人数が多かった。 

図表5-1-3 在宅死亡実績別 利用人数（平成 16 年 11 月１か月間） 

  件数 平均 標準偏差 中央値 最大値 

全体 1,006 51.2 36.2 43.0 315 

２人以上 494 60.1 34.7 53.5 260 

１人以下 511 42.6 35.7 34.0 315 
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④ 在宅終末期ケアの課題 
両群ともに、「利用者の主治医からの支援」が最も多かった。 
半年間に在宅看取り件数が「２人以上」の事業所に多く挙げられた項目は、「介護支

援専門員の理解や力量」「必要な介護サービスの調整や提供」という介護保険との連携

に関するものと、「スタッフのコミュニケーションの技量（利用者や家族とのコミュニ

ケーション）」であった。看取りの少ないステーションはそのような課題がないという

ことではなく、看取りの実績があればこそ、気づくことができる課題と考えられる。 

図表5-1-4 在宅死亡実績別 在宅終末期ケアの課題（複数回答 ３つまで） 

  合計 利用

者の

主治

医か

らの

支援 

家族

の在

宅介

護に

対す

る不

安や

負担 

家族

の在

宅介

護に

対す

る姿

勢や

意向 

家族

の在

宅介

護の

体制 

マン

パワ

ーの

確保 

スタ

ッフ

の手

技的

な技

量 

スタッ

フのコ

ミュニ

ケーシ

ョン技

量 

介護

支援

専門

員の

理解

や力

量 

必要

な介

護サ

ービ

スの

調整

や提

供 

その

他 

無回

答 

1,020 531 391 382 334 327 250 161 115 98 52 101全体 

100.0% 52.1% 38.3% 37.5% 32.7% 32.1% 24.5% 15.8% 11.3% 9.6% 5.1% 9.9%

502 278 203 203 179 169 121 99 71 62 32 9２人以

上 100.0% 55.4% 40.4% 40.4% 35.7% 33.7% 24.1% 19.7% 14.1% 12.4% 6.4% 1.8%

516 252 188 179 155 157 128 62 44 36 20 91１人以

下 100.0% 48.8% 36.4% 34.7% 30.0% 30.4% 24.8% 12.0% 8.5% 7.0% 3.9% 17.6%

0.037 0.189 0.058 0.056 0.265 0.764 0.0008 0.005 0.004 
χ２検定（P 値） 

*  *** ** ** 
ｐ<0.05*,p<0.01**,p<0.001*** 
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2. 利用者の特徴 

次に、半年に「２人以上」看取り実績のある事業所で在宅死亡した 1,727 人と、「１人

以下」の看取り実績の事業所で在宅死亡した 221 人について比較した。 
最後に、本人も家族も在宅希望だったにもかかわらず、「入院死亡」した 204 人も含め

た分析を行った。 

① 死因 
半年間に在宅看取り件数が「２人以上」では「悪性新生物」が 36.9％、「１人以下」

では 29.9％と、ともに「悪性新生物」が最も多かった。「１人以下」では「老衰」が 27.6％

で「悪性新生物」と同じ程度多かった。 

図表5-2-1 在宅死亡実績別 死因 

  合計 悪性新

生物 

心疾患 脳血管

疾患 

肺炎 不慮の

事故 

老衰 その他 無回答

全体 1,948 704 227 93 147 30 468 223 56

  100.0% 36.1% 11.7% 4.8% 7.5% 1.5% 24.0% 11.4% 2.9%

２人以上 1,727 638 194 87 132 26 407 193 50

  100.0% 36.9% 11.2% 5.0% 7.6% 1.5% 23.6% 11.2% 2.9%

１人以下 221 66 33 6 15 4 61 30 6

  100.0% 29.9% 14.9% 2.7% 6.8% 1.8% 27.6% 13.6% 2.7%

 

② 訪問看護の利用目的 
半年間に在宅看取り件数が「２人以上」では「在宅終末期ケアのため」が 41.4％、「1

人以下」では 33.5％だった。 

図表5-2-2 在宅死亡実績別 訪問看護の利用目的 

  合計 在宅終

末期ケ

アのた

め 

在宅療

養のた

め 

その他 無回答 

全体 1,948 783 1,125 36 4 

  100.0% 40.2% 57.8% 1.8% 0.2% 

２人以上 1,727 709 987 27 4 

  100.0% 41.1% 57.2% 1.6% 0.2% 

１人以下 221 74 138 9 0 

  100.0% 33.5% 62.4% 4.1% 0.0% 
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③ 利用者の主治医 
看取り実績にかかわらず、主治医は「無床診療所」が最も多かった。 

図表5-2-3 在宅死亡実績別 利用者の主治医の所属 

  合計 無床診

療所 

有床診

療所 

199 床

以下の

病院 

200 床

以上の

病院 

その他 無回答 

全体 1,948 1,200 143 305 242 26 32 

  100.0% 61.6% 7.3% 15.7% 12.4% 1.3% 1.6% 

２人以上 1,727 1,082 122 266 213 17 27 

  100.0% 62.7% 7.1% 15.4% 12.3% 1.0% 1.6% 

１人以下 221 118 21 39 29 9 5 

  100.0% 53.4% 9.5% 17.6% 13.1% 4.1% 2.3% 

 

④ 死亡場所の意向 
本人の死亡場所の希望について、看取り実績にかかわらず、いずれも「自宅」が６割

（「２人以上」が 57.8％、「１人以下」が 60.2％）、家族の死亡場所の希望はいずれも「自

宅」が４分の３（「２人以上」が 74.7％、「１人以下」が 75.2％）だった。 

図表5-2-4 在宅死亡実績別 死亡場所の意向(本人） 

  合計 自宅 病院・

診療所

不明 無回答 

全体 1,948 1,132 12 779 25 

  100.0% 58.1% 0.6% 40.0% 1.3% 

２人以上 1,727 999 11 695 22 

  100.0% 57.8% 0.6% 40.2% 1.3% 

１人以下 221 133 1 84 3 

  100.0% 60.2% 0.5% 38.0% 1.4% 

 

図表5-2-5 在宅死亡実績別 死亡場所の意向(家族） 

 
  総計 自宅 病院・

診療所

緩和ケ

ア病棟

不明 無回答 

全体 1,948 1,463 124 13 286 62 

  100.0% 75.1% 6.4% 0.7% 14.7% 3.2% 

２人以上 1,727 1,298 111 12 251 55 

  100.0% 75.2% 6.4% 0.7% 14.5% 3.2% 

１人以下 221 165 13 1 35 7 

  100.0% 74.7% 5.9% 0.5% 15.8% 3.2% 
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⑤ 実際の死亡場所 
在宅死亡または入院死亡だった利用者で、家族も本人も「在宅」死亡を希望していた

対象者は、半年間の看取り実績が「２人以上」の事業所で 1,000 人、「１人以下」の事

業所で 179 人だった。うち、「入院死亡」の割合に着目すると、「２人以上」では 13.7％、

「１人以下」では 37.4％で差が認められた。 

図表5-2-6 在宅死亡実績別 希望と実際の死亡場所 

  家族も本

人も在宅

希望をし

ていた人

数の合計

うち、在

宅死亡し

た者 

うち、入

院死亡し

た者 

1,000 863 137 2 人以上 

100.0% 86.3% 13.7% 
179 112 67 1 人以下 

100.0% 62.6% 37.4% 
＊「入院死亡した者」についてχ２検定 ｐ値=0.0000 
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6章 インタビューにおける論点のまとめ 

ここでは、3 か所の訪問看護ステーションを対象としたインタビュー調査より抽出され

た終末期ケアの論点や課題について、以下の 6 つの視点からまとめている。6 つの視点と

は、１．在宅看取り・終末期ケアに対する姿勢、２．在宅看取りに協力可能な主治医の確

保、３．体制の構築と人材確保、４．終末期ケアにおける訪問看護の負担―「死の教育」

に係る時間コスト、５．介護報酬面での課題、６．潜在的ニーズの発掘の必要性である。 

1. 在宅看取り・終末期ケアに対する姿勢 

訪問看護ステーションが、在宅での看取りにどのような姿勢で対応しているかは、当該

事業所の在宅看取りに対する考え方や、事業所の所長の方針によって異なることがインタ

ビュー調査から明らかになった。 
各事業所の特性を分析すると、事業所Ｃは、利用者に積極的に在宅看取りを勧めること

に重点を置くのではなく、在宅看取りを行う場合の家族の負担や大変さも十分に説明した

上で、あくまで利用者の希望に沿ってサービスの提供方法を検討している。事業所Ｂは、

地域のケアマネジャーや医療関係者に在宅看取りを引き受けてくれる事業所として広く認

知されているために、在宅看取りを希望した利用者が多くなっている。事業所Ａは、在宅

看取りの良い点を、利用者に丁寧に説明しつつ、できる限り在宅での看取りが可能なよう

に前向きに説明している。 
・ あくまで本人、家族の意思を尊重し、積極的に在宅死を勧めるということはしてい

ない。看護としては、在宅死について具体的な話をして、家族の覚悟や合意がない

と看取りが難しいことを説明した上で、決断は家族に委ねている（事業所Ｃ）。 
・ 入院したら助かるかもしれないと考える家族に対して（在宅看取りを勧めるような）

説得はしない。ただ、前段階として、医師が本人の状態や、在宅看取り、死亡に至

るまでのプロセスについて家族や本人に説明することが必要になる（事業所Ｃ）。 
・ はじめから看取りを希望して依頼してくるケースもある。以前は病院からの紹介が

多かったが、最近は口コミで（ケアマネや患者などに）評判が広まって患者さんが

増えている。地域的に、在宅で看取りをやっていて 24 時間対応であるクリニックが

少ないという背景もある（事業所Ｂ）。 
・ 延命治療を要望する家族に対しては、延命治療の実態や、在宅で亡くなった方の死

に顔が病院と比べてきれいであるといったことを説明している。病棟と比べて家族

と話をする時間が長いため、分かりりやすく話をしたら分かってくれる（事業所Ａ）。 
 

ただし、各事業所の取り組み姿勢や、実際の看取り件数は、事業所長の看護に対する理

念や信念によってのみ決定されるものではなく、事業所内の人員体制や周辺地域の主治医

の確保、ケアに係る負担といったそれ以外の要因によっても影響されると考えられる。こ

れらの点については、各事業所の発言をもとに、以下の項目でまとめている。 

2. 在宅看取りに協力可能な主治医の確保 

いずれの事業所も、在宅で終末期ケアや看取りを効果的に実施するための条件として、
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利用者の主治医との協力関係の重要性を指摘していた。主治医が 24 時間対応可能な体制を

構築できない場合は、在宅での終末期ケアは難しいという点も共通してみられた指摘であ

る。また、実態としても、地域の中で 24 時間対応が可能な主治医を確保することは困難で

あるとの指摘もあった。 
・ 在宅死に理解のある医師がついてくれないと在宅死の実現は難しい（事業所Ａ）。 
・ 在宅死が実現可能かどうかは主治医の考え方によって左右される面が大きい。医師

が看取らないと言った場合は訪問看護ステーションとしても看取りを勧めることは

できない（事業所Ｂ）。 
・ 在宅生活を希望する利用者も多いが、最終的に入院となるケースが少なくない。診

療所の医師の負担が大きいことも理由のひとつだと思う。医師が高齢で体力的に往

診できないケースもある（事業所Ｂ）。 
・ 在宅死は看取る医師がいなければ難しい。当法人以外の医師でも看取りをする医師

はいるが、とても少ない（事業所Ｂ）。 
・ 在宅看取りは医師、看護、家族、地域のかかわり等参加する人がチームとなって実

現するもので、本人の意思や家族の気持ちだけでできるものではない（事業所Ｃ）。 
 
訪問看護ステーションが病院から終末期ケアの必要のある利用者の紹介を受ける場合

は、退院後の主治医を 24 時間対応してくれる連携先の診療所医師に変更するなどの方法で、

円滑に対応可能であるが、すでに主治医が特定の診療所医師などで決まっており、当該診

療所が在宅看取りに対応していない場合には、新たに 24 時間対応が可能な診療所医師をコ

ーディネートする必要がある。さらに、訪問看護ステーションが主導して主治医を他の診

療所医師に変更することは、主治医への遠慮から現実的には難しいとの指摘もあった。 
・ 病院の医師は外来や手術があって往診ができない。そのため、退院後に在宅死を望

む患者は、病院の主治医から紹介状を書いてもらって主治医を変えている。病院の

医師も往診ができないということを理解しているため、特に不都合はない。訪問看

護師の役割としては、家族に対して主治医を変えることへの不安を取り除くように

心がけている（事業所Ａ）。 
・ 大病院から地元の診療所へ主治医を変更することは可能だが、診療所レベルでの主

治医の変更は難しいことがある。これまでも患者の横取りと誤解して苦情が来たこ

とがあった（事業所Ｂ）。 

3. 体制の構築と人材確保 

(1) 24 時間対応可能な体制の確保 

終末期ケアを実施するにあたっては、夜間対応可能な職員（通常は常勤職員）を一定数

確保して、24 時間対応が可能な職員体制を構築することが前提になるが、この点について

も、各事業所は、体制作りに苦心している様子がうかがわれる。 
・ 当訪問看護ステーションでも、末期がんで頻繁な訪問が必要な方が同時期に 2 人い

たことがあり、その時には一週間寝られなかった（事業所Ａ）。（事業所Ａは常勤職

員 3 人、非常勤 1 人で運営されている） 
・ 夜間にターミナルの患者からコールがあると、看護師は訪問した後でも気になって
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眠れない。ターミナルは医師の予想に反して長引くことがよくあるので、肉体的に

は大変なこともある。今後 24 時間の連絡体制がフルに使われるようになれば、日勤

だけでなく夜間専門のシフトを組まないとやっていけないだろう（事業所Ａ）。 
・ 今年から常勤職員を 5 人に増員したものの、従来は 2 人の常勤で 24 時間対応を行っ

ていたため、負担は大きかった（事業所Ｂ） 
・ 非常勤の勤務時間は基本的には 9 時から 6 時までで、原則として夜は勤務しない。

ターミナルの方がいると常勤 2 人で 24 時間体制に対応できないことがあるため、非

常勤の職員に出てもらうこともある（事業所Ｃ）。 
 
夜間の対応があった翌朝に、担当の訪問を同じ職員が行うといったことも、少人数の事

業所では発生するため、リスク管理上も、夜間の対応をどのように構築するのかという問

題は、大きな課題となると考えられる。 
・ 現在は看護師 1 人（所長）は受け持ち患者を持たずに、新規の方とターミナルの方の

対応をしている。そうしないと、夜眠れないまま次の日寝不足で訪問することになり、

事故につながる可能性がある。（事業所Ａ）。 
 

インタビュー先のいずれの事業所においても、積極的に看取りに取り組んでいるが、実

際は、厳しい人員体制を工夫しつつ、夜間の対応も含めて、綱渡りの状態で看取りの受け

入れを行っている様子がうかがわれる。 

(2) 求められる資質と人材確保 

人材の確保については、いずれの事業所においても苦労していると回答していた。特に、

看取りを行うことも前提として職員を確保するとなると、在宅での看取りについて十分に

理解をしている経験豊かなベテランが求められるために、人材確保は容易ではないと考え

られる。 
・ 人員の確保は難しい問題で、常に募集しているが、なかなか集まらない。一度在宅

看護を経験したら魅力が分かると思うのだが、在宅は大変だというイメージが先行

しているため、腰がひけてしまうのだと思う（事業所Ａ）。 
・ 併設病院にも当訪問看護ステーションの活動をみて移動を希望してくれる看護師は

いるが、病院も人材確保には苦労しており、希望通り訪問看護ステーションに異動

となることはない（事業所Ａ）。 
・ 人材確保は難しく、友達同士で勧誘しあいながら集めているのが現実。医療機関の

看護師で、育児のために辞めた人等に声をかけているのがほとんどだ。公募でのス

タッフの確保は難しい（事業所Ｂ）。 
・ （併設病院の）看護師が研修という形で一週間でも訪問看護を経験していれば、緊

急時に応援に来てもらうことは可能だと思う。あるいは登録制の看護師がいて、必

要に応じてヘルプにきてくれる体制があれば良いかもしれない。（事業所Ａ） 
 
また、訪問看護師として活動するためには、一定の経験を積んだ看護師が望ましいとの

声が聞かれたが、看護経験が豊かであることが適性のある人材だとは必ずしもいえないよ

うである。精神的なケアや傾聴、声かけといった医療的な技術以外の部分でのスキルや経
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験が重要と思われる。 
・ 訪問看護はベテランの看護師でないと務まらないと思う（事業所Ａ）。 
・ 1 人で在宅を訪問することは 10 年たった看護師にとっても怖いこと。ましてや新人

は難しく、判断ができないと思う。病院を辞めて在宅をやりたいという強い意志が

ある看護師でないと長続きしない（事業所Ｂ）。 
・ 看護師が在宅医療に携わるには、年数や経験だけでなくセンスが大事だと思う。経

験豊富な看護師でだからといってセンスがあるわけではない。治療の技術というこ

とではなく、家族や親戚の気持ちをなるべく理解して声掛けをすること、すなわち

雰囲気を体で受け止めて言葉にするというスキルが必要になる（事業所Ａ）。 
・ ターミナルケアということで医療的には特別な技術はない。ただ、精神ケアや死へ

の教育にはある程度のスキルが必要になる（事業所Ｂ）。 
・  
インタビュー調査においては、終末期ケアに関わる人材の資質について、単なる医療や

看護に関する知識だけでは十分ではなく、精神的なケアも含めた幅広い経験やノウハウが

必要であるという指摘を得たが、具体的にどのような技術や経験、ノウハウが必要なのか

といった点については、今後より検討される必要があるだろう。 

4. 終末期ケアにおける訪問看護の負担―「死の教育」に係る時間コスト 

各事業所からは、在宅での終末期ケアにおける訪問看護ステーションの必要性は、医療

技術的なサービスの提供量の増加だけではなく、介護者などの家族への関わり、特に精神

面でのケアが重要になってくるとの指摘が共通してみられた。 
・ ターミナルになると、ケアの対象は、本人から家族に重点が移ってくる。本人の意

思が朦朧とする段階になると、しばしば家族が親戚などから、いろいろな非難を受

けがちになるため、家族の味方についてケアをしている（事業所Ａ）。 
・ 在宅看取りに対する家族の不安はかなりのもので、看護師の存在は精神的支えにな

っている。ターミナルを抱える家族で、24 時間張り付きのサービスを希望する場合

もある。24 時間常駐しなくても良いことの説明はするが、家族の希望があるため待

機する（事業所Ｃ）。 
・ 宗教関係者が魂のケアをしてくれることを期待している。実際に亡くなる前にお坊

さんと話をして、死への準備をする患者さんは何人かいる。宗教的な存在とのかか

わりはホスピスでは積極的に行われているが、在宅でも実施していくべきだと思う。

現状は、看護もメンタルケアも看護師が一手に引き受けているため、時間もかかり、

看護のみに集中することが難しい（事業所Ｂ）。 
 
終末期に関する知識が不十分な介護者の場合、最期の時が近くなると介護者の心理的な

不安が増大し、些細な状態の変化でも過敏に反応することがある。このことが頻回な訪問

要請につながることがあるとの指摘もあった。 
・ 発熱や食欲不振等、看取りにむけた契機があると、その都度、話をして家族も準備

ができるが、容態が急変して死につながった時はサポートが難しい。容態が急変す

ると家族はまず自分を責めるため、日頃から死についての話をしておくことが重要

になる（事業所Ａ）。 
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・ 不安な時はいつでも連絡をするように家族に促している。ほとんどの場合は呼吸状

態が不安定になった時に電話がかかってくるので、その際には、死に向けた準備が

始まっているということを冷静に伝えている。その後、実際に訪問をするかどうか

は家族の希望に任せている（事業所Ｂ）。 
 
一方、事業所Ａでは、事前の死の教育を十分に行うことに重点を置き、介護者の家族の

心理的不安をコントロールすることで、頻回訪問を避けるように工夫していた。介護保険

サービスの枠内で終末期ケアを検討する場合は、決められた利用限度額の中で可能な限り

のサービスを提供するために、看取りの可能性が高まった段階で、死に関する家族の理解

を明確に説明すること－いわゆる「死の教育」―が非常に重要になると考えていた。 
こうした説明・教育は、通常の訪問時の看護とは別に時間をとって行われることが多い。

このため、実際には、ケアプランに定められたサービス提供時間の中でだけで十分な支援

を行うことが難しく、ボランティア的に実施していることも少なくないとの指摘が複数あ

った。 
・ ターミナルケアは、本人の死だけでなく、家族や親戚へのケア、死後しばらくして

の家族のケア等も全て含むという理解をしている。こうした部分についても評価し

てもらいたい（事業所Ａ）。 
・ 家族への精神的ケアや死を迎える教育は大変重要であり、看取りを実現するために

頻繁に訪問看護をしたいとの考えがある。現状では訪問看護師が 1 時間程度の限ら

れた時間のなかで身体面と精神面の両方をケアしようとしているが、限界がある（事

業所Ｂ）。 
・ なるべく赤字にならないように工夫しているのでなんとかなっている。しかし、職

員が（精神的なケアを含め）ボランティアとして仕事をしなければならない状況が

あるのも事実である（事業所Ｂ）。 
・ 介護保険の場合、限度枠を計算して訪問をしなければならないため、家族に対して

死の準備やフォローをする時間が足りなくなっている（事業所Ｂ）。 
 
死の教育にかかる時間を介護報酬の加算などで対応することも考えられるものの、情報

提供のためのツール（リーフレットの作成など）の開発などにより、より短時間で効果的

な「死の教育」が提供できるような環境の整備も検討されるべきであると考えられる。 

5. 介護報酬面での課題 

① ターミナルケア加算 
現行の介護報酬制度では、ターミナルケア加算の算定は、死亡前月に医療保険または介

護保険の訪問看護サービスの利用があった場合に限定されている。一方、月末にサービス

利用を開始し、翌月初に、数日の利用を経て死亡するケースでも、ターミナルケア加算を

算定することができる。インタビュー調査対象事業所の実績を確認したところ、月初に訪

問看護を利用開始し、月末までに死亡しているケースが各事業所で複数みられた。 
また、ターミナルケア加算は死亡前 24 時間前に訪問看護を実施した場合にのみ算定さ

れることとなっている。このため、継続的に終末期ケアを実施していても、訪問が１日空
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いて死亡した場合は、加算が認められない。 
上記のような場合、ターミナルケア加算の算定については、複数の事業所から実際に終

末期ケアに従事したケースに対しては公平に評価してもらいたいとの声があった。 
・ ターミナルケア加算は問題があると思う。現行では前月にレセプトを提出していな

いと死亡月に加算がとれない制度になっているため、在宅看護の（期間の）長短に

かかわらず、同月に死亡した場合には加算がとれないという結果になっている（事

業所Ａ）。 
・ 介護保険のターミナルケア加算も、訪問後 24 時間以内に亡くなった場合のみ加算さ

れるため、頻回な訪問をしていても、１日空けたタイミングで亡くなると、加算が

つかない。そのため、これまでたくさんの方を看取ったが、ターミナルケア加算が

ついたのは年間で数人である。加算制度と現実がうまくあってないと思うことが多

い（事業所Ｂ）。 

② 初回訪問時前の死亡について 
利用者の状況を詳細に把握し、より適切な体制を構築する目的から、いずれの事業所も、

病院から在宅での終末期ケアの希望が伝えられると必要に応じ、訪問看護師は、事前の訪

問からアセスメント、看護計画の立案までの作業を実際に行うと答えていた。しかしなが

ら、訪問看護師の事前訪問の後、利用者が退院するまでの間に、利用者が死亡してしまう

ケースも想定される。 
このような場合、診療報酬上は、実際に初回訪問が行われない限り、退院時共同指導加

算を請求することができないうえ、介護報酬上は、こうした事前の調整に対する報酬上の

評価は存在しない。この点についても、事前調整コストに対する評価を求める声が聞かれ

た。 
・ 入院中から訪問看護への移行期間での調整にかかるコストが考慮されておらず理不

尽だと思う。また、医療保険の訪問看護利用者で、退院したその日に亡くなった場

合、退院時共同指導加算を請求できない点もおかしいと思う（事業所Ｂ）。 

③ がん患者以外における看取り段階における訪問－特別訪問看護指示書の活用 
がん患者の場合でも、終末期ケアは医療保険適用で対応できるため、理由を問わず頻回

の訪問の必要性が生じた場合は対応可能である。一方、老衰による終末期ケアにおいては、

介護保険が優先的に適用される。このため、ケアプランを越えた頻回の訪問が必要になっ

た場合は対応が難しいとの指摘があった。 
特別訪問看護指示書は、急性増悪があった場合に適用するという意識が現場では強く、

いわゆる老衰による精神的ケアも含めた在宅看取り支援のための特別訪問看護指示書の交

付は困難との認識がインタビューから読みとれる。 
・ 特別訪問看護指示書に規定があるため、（がん以外の利用者で）一時的に毎日訪問す

る必要がある利用者に対して十分なケアができない。介護保険には上限額があるた

め、家族に一定の指導をして中 1 日を家族に看護してもらったり、自費で負担して

もらうという形になる（事業所Ａ）。 
・ 肺炎や脳梗塞等があった時には、「急性増悪」として特別訪問看護指示書を使っての

頻回の介入をしている。しかし、老衰の場合は回復を試みるものではなく看取りま

でを見守る介入だと理解しているため、特別訪問看護指示書の使用はほとんどない。
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とはいえ、家族への精神的ケアや死を迎える教育は大変重要であり、看取りを実現

するために頻繁に訪問看護をしたいとの考えがある（事業所Ｂ）。 
 

6. 潜在的ニーズの発掘の必要性 

今回のアンケート調査及びインタビュー調査は、看取りや終末期ケアを行った経験のあ

る事業所を対象としているため、そこでの利用者像は、現在の訪問看護ステーションで把

握している利用者の利用者像に限定されている。しかし、実際には、訪問看護サービスを

利用していない在宅の要介護高齢者で、在宅看取りを希望しているケースが存在すること

も想定される。こうした潜在的な利用者を把握するためには、在宅看取りにおける訪問看

護の果たす役割について、ケアマネジャーや医療関係者に理解を求める必要があるだろう。 
・ もともと訪問看護ステーションで働いていた看護師の方からは、地域内に訪問看護

が介入したほうが良いと思われる潜在的な利用者が数多くいると聞いている（事業

所Ａ）。 
・ また、非看護系のケアマネジャーの場合、医療面の知識が不足している場合がある。

訪問看護は症状悪化を予防するために必要であるが、中には症状が悪化したら看護

に来てもらえば良いと考えている人もいる（事業所Ａ）。 
・ 訪問看護師が医師の補助的役割だけでなく、在宅で死に行く人のお世話をするとい

うことについて、PR が足りないこともあるのではないかと思う。また、訪問看護ス

テーションの認知度が低いこともあると思う。医師によっては、訪問看護が選択肢

にあがらない人もいるのではないか。ケアマネジャーにも、より一層訪問看護につ

いての認識を深めてもらう必要がある（事業所Ａ）。 
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訪問看護利用者における終末期ケアに関する調査 

（基本票） 

 

【ご記入にあたってのお願い】 

1. ご記入いただく内容は、体制や件数に関するものであり、わかる方がご記入ください。ただし、

問13と問１４は必ず管理者の方にお願いします。 

2. アンケートは、記入日時点あるいは設問で指定した期間の状況についてご記入ください。 

3. ご回答は、該当する選択肢の番号に○をつけるか、回答欄に選択肢番号あるいは数値・文字を

ご記入ください。 

回答の数は質問の指定に従ってください。特に指定がない場合には、１つだけ選んでください。 

数字を記入する場合で該当することがない場合にも、「０」と必ずご記入ください。 

4. 選択肢で「その他」を選ばれた場合は、具体的な内容もご記入ください。 

５. ご回答いただきました内容につきまして、本調査の目的以外に使用することはありません。 

また、すべて統計的に処理し、個別の情報として取り扱うことはありません。 

６. 調査票は、同封の返信用封筒に入れ（切手は不要です）、平成17年1月21日（金）まで

にポストにご投函いただきますようお願いします。 

７. ご不明な点がありましたら、下記まで、お問い合わせください。 

■お問い合わせ先■ 

〒100-0014 千代田区永田町1-5-7 

財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構  

担当：池崎、北澤 

電話：03-3506-8529 FAX：03-3506-8528 E-mail：ikezaki@ihep.jp 

（誠に、勝手ではございますが、お電話は、月曜日～金曜日 10時～17時にお願いします） 

 

ご協力いただきました施設の方へ調査結果の概要をお届けしたいと存じますので、 
差し支えなければ、ご記入ください。 

事業所名称  

所在地住所  

電 話 番 号  

ファックス

番 号
 

ご記入者の

役 職
 

ご記入者名  
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１．貴事業所についての基本情報について 

問1 設置主体 

１．地方公共団体  ２．医療法人        ３．社会福祉法人 

４．医師会       ５．公的・社会保険関係団体  ６．看護協会 

７．NPO法人    ８．有限会社・株式会社    ９．その他（    ） 

問2 開設年  

 

西暦（    ）年 

問3 職員数（実人数でご記入ください。）  

 
常勤 

非常勤 

（実人数） 

保健師 人 人 

看護師 人 人 

准看護師 人 人 

理学療法士（ＰＴ） 人 人 

作業療法士（ＯＴ） 人 人 

その他（            ） 人 人 

（再掲）介護支援専門員の資格を有する職員 人 人 

問4 貴ステーションと同一法人で運営しているものに○、併設しているものに◎をつけてください。

（「併設」とは同一敷地内にある場合または道路を挟んで隣接を言います） 

１．居宅介護支援事業所  ２．病院        ３．有床診療所  

４．無床診療所      ５．介護老人保健施設  

問5 平成 16年 11 月の１ヶ月間の利用実人数と訪問回数を教えてください。 

平成16年11月の 

利用実人数 人

平成16年11月の

訪問延べ回数 回

問6 平成 16年 11 月の１ヶ月間の保険請求件数を教えてください。 

 件数 

医療保険（老人保健を含む） 件 

うち、主傷病名が末期の悪性腫瘍 件 

介護保険 件 

うち、主傷病名が末期の悪性腫瘍 件 
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問7 特別訪問看護指示書の交付の有無、加算算定の体制の有無を教えてください。また、体制届出

をしている場合には、平成 16年 11月の１ヶ月間に算定した件数を教えてください。実際に算

定した件数がなかった場合には「０」件と記入してください。 

①医療保険 

特別訪問看護指示書の交付 １．あり（    ）件    ２．なし 

退院時共同指導加算 １．あり（    ）件    ２．なし 

24時間連絡体制加算 １．あり（    ）件    ２．なし 

重症者管理加算 １．あり（    ）件    ２．なし 

②介護保険 

緊急時訪問看護加算 １．あり（    ）件    ２．なし 

特別管理加算 １．あり（    ）件    ２．なし 

問8  平成 16年 11月の１ヶ月間に新規に利用を開始した利用者は何人ですか。過去に利用があり、

一時中断していた（暦月で 1ヶ月以上利用がない）場合も含めてください。 

 
人 

  問 8-1 問 8の新規利用者について、詳しく教えてください。 

（欄が不足する場合には、欄外に記入してください。） 

 年齢 

開始時の状況 

1．病院・診療所からの退院

2．老人保健施設からの退所

3．自宅療養中 

4．その他 

訪問看護の保険種別 

1．医療保険 

2．介護保険 

3．その他 

①    歳   

②    歳   

③    歳   

④    歳   

⑤    歳   

問9  平成 16年 11 月の１ヶ月間に利用を終了（中止）した利用者は何人ですか。 

 
人 

  問 9-1 問 9の利用終了（中止）者について、詳しく教えてください。 

（欄が不足する場合には、欄外に記入してください。） 

 年齢 

終了時の状況 

1．病院・診療所へ入院 

2．老人保健施設へ入所 

3．自宅療養で軽快 

4．自宅療養で死亡  

5．その他 

訪問看護の保険種別 

1．医療保険 

2．介護保険 

3．その他 

①    歳   

②    歳   

③    歳   

④    歳   

⑤    歳   
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問10 貴ステーションでは、痴呆性高齢者共同生活介護（グループホーム）へ訪問していますか。

（１と２の両方に○は可） 

１．医療保険に請求して訪問している  

２．グループホームからの委託を受け、訪問している   

３．訪問したことはない       グループホームが地域内にありますか  

                     （1. ある 2. ない 3.わからない） 

問 10-1 グループホームへの訪問を開始したきっかけを教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

2．過去 6 ヶ月の貴ステーションの利用終了者で、亡くなった方について 

問 11 貴ステーションの利用終了者のうち、過去 6ヶ月（平成 16年 7月１日～16年 12 月 31日）

に「在宅で亡くなった方（在宅死亡）」の人数をご記入ください。 

 
人 

問 12 貴ステーションの利用終了者のうち、過去 6ヶ月（平成 16年 7月１日～16年 12 月 31日）

に「入院後１ヶ月以内に病院・診療所で亡くなった方（入院死亡）」の人数をご記入ください。 

 
人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・問 11 と問 12 の回答が、いずれも「０人」とお答えの方 

→調査票の記入はこれで終了です。ご協力誠にありがとうございました。

 

・問 11 又は問 12 が、「0人」以外の方 

→次ページに続く、管理者の方への設問にご回答ください。 

 さらに、別紙に用意した個票調査にも引き続きご協力ください。 

問 11 に該当する方を「在宅死亡（ピンク色）」に、 

問 12 に該当する方を「入院死亡（ブルー色）」に、ご回答ください。

問 10-1 へ 
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３．在宅死の対応や方針、課題（問 13 と問 14 は必ず管理者の方がお答えください） 

問 13 在宅での終末期ケアを実施するにあたり、貴ステーションでは、どのようなことが課題とな

りますか。３つまで選んでください。 

１．マンパワーの確保（現在の利用者で手一杯である） 

２．スタッフの手技的な技量（疼痛や呼吸困難の管理など） 

３．スタッフのコミュニケーションの技量（利用者や家族とのコミュニケーション） 

４．家族の在宅介護に対する姿勢や意向 

５．家族の在宅介護の体制 

６．家族の在宅介護に対する不安や負担 

７．利用者の主治医からの支援 

８．必要な介護サービスの調整や提供 

９．介護支援専門員の理解や力量 

10．その他（                                  ） 

問 14 在宅での終末期ケアを提供するにあたり、以下の点について、貴ステーションではどのよう

にお考えですか。 

 

 
とても 
そう思う

まあそう
思う 

あまり 
そう思わ 
ない 

まったく
そう思わ
ない 

１．スタッフの身体的･精神的負担が大きい １ ２ ３ ４ 

２．スタッフのやりがいにつながる １ ２ ３ ４ 

３．現行の報酬体系では十分なｻｰﾋﾞｽを提供できない １ ２ ３ ４ 

４．死亡で利用終了した場合の減収が経営に影響する １ ２ ３ ４ 

５．各種の加算が経営に貢献する １ ２ ３ ４ 

6．今後、地域の在宅死を積極的に支援していきたい １ ２ ３ ４ 
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問 15 今後の在宅での終末期ケアのあり方についてご意見があれば、自由にご記入ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 在宅での終末期ケアに関することで、介護保険開始前と現在とで状況が変化したこと等があ

れば、自由にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

以上で、質問は終わりです。 

別紙に用意した個票調査にも引き続きご協力ください。 

問 11 に該当する方を「在宅死亡（ピンク色）」に、 

問 12 に該当する方を「入院死亡（ブルー色）」に、ご回答ください。 
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１．利用者の基本属性など 

Q1 利用者の属性 
年齢 

(死亡時) (   )歳 
Q2 

死亡日 平成(16)年(  )月(  )日 
Q3 

性別 
１．男 ２．女 

Q4 傷病名 

（主を１つ◎,併

存疾患全てに○） 

１．脳血管疾患   ２．他の神経疾患    ３．悪性新生物     ４．心疾患  
５．呼吸器疾患   ６．骨折・腰痛     ７．その他（         ）  

Q5 要介護度 
１．なし（未申請・自立）  ２．要支援     ３．要介護１    ４．要介護２ 
５．要介護３        ６．要介護４    ７．要介護５ 

Q6 痴呆の程度 １．なし ２．Ｉ ３．Ⅱ ４．Ⅲ ５．Ⅳ ６．Ｍ Q7 自立度 １．Ｊ ２．Ａ ３．Ｂ ４．Ｃ 

Q8 特別管理加算または重症者管理加算の算定 １．あり   ２．なし 

Q9 世帯構成 １．ひとり暮らし    ２．高齢夫婦世帯    ３．その他（子供等との同居） 

Q10  

在宅での介護者 

１．常時（日中と夜間）、介護者がいた 

２．日中は独居に相当し、夜間のみ介護者がいた 

３．日中夜間ともに介護できる人はいなかった（介護者の仕事･病気･高齢･育児のため） 

Q11 本人の在宅

療養の希望 

１．強かった   ２．普通 
３．弱かった  ４．不明 

Q12 本人の 

死亡場所の希望 
１．自宅       ２．病院・診療所

３．緩和ケア病棟 ４．不明  

Q13 家族の在宅

療養の希望 

１．強かった  ２．普通  
３．弱かった  ４．不明 

Q14 家族の 

死亡場所の希望 
１．自宅       ２．病院・診療所

３．緩和ケア病棟 ４．不明  

Q15 初回の訪問看

護月 平成(   )年(   )月 ※利用者の初回登録月 

 
２．訪問看護利用開始時の状況 
＊本調査で「主治医」とは、利用者の訪問看護指示書を交付している医師のことを指します。 

Q16 利用開始日 平成(   )年(   )月(   )日 

Q17  開始直前の入

院・入所の有無 

１．入院（病院・診療所）  ２．介護老人保健施設入所  ３．特別養護老人ホーム入所 
４．入院・入所していない  ５．その他（                 ） 

Q18 利用開始の契機 
１．病院・診療所から依頼 ２．介護支援専門員から依頼  
３．本人・家族から問合せ  ４．介護老人保健施設から依頼 ５．その他（      ） 

Q19 訪問看護の利用目的 １．在宅終末期ケアのため ２．在宅療養のため ３．その他（         ） 

Q20 開始時の保険 １．医療保険（老人保健を含む）   ２．介護保険   ３．その他 

Q21 訪問看護として

実施したこと（全て

に○） 

 

１．主治医との調整            ２．介護の分担・調整  
３．介護保険サービスについての説明    ４．要介護認定の代行申請        

５．介護支援専門員の紹介         ６．住環境の整備、住宅改造の提案 
７．福祉用具の提案            ８．その他（             

Q22 利用者の退院前に入院中の病院等への訪問（Q17 で入院･入所の方のみ） １．訪問した ２．訪問しなかった  

 

３．在宅での介護と医療・看護の状況 
(Q5 要介護度が｢１.なし（未申請・自立）｣の方は、Q27 からお答えください) 

Q23介護支援専門員の所属 １．併設事業所   ２．併設以外で同一法人・関係法人  ３．その他の事業所

Q24介護支援専門員の資格 

(わかっているもの全て○) 

１．保健師   ２．看護師     ３．准看護師   ４．介護福祉士 
５．社会福祉士  ６．その他（             ） ７．不明  

※初回登録後に入院等で中断した場合は再開した日

（ただしｼｮｰﾄｽﾃｲによる中断は除く） 

利用者票 
(在宅死亡) 

 

過去 6 ヶ月（平成 16 年 7 月１日～16 年 12 月 31 日）に「在宅で亡くなった

方（在宅死亡）」についてご記入ください。 
基本票の問 11 の該当者です。 

（裏面へ続く⇒） 
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Q25 死亡前１か月以内の介

護保険サービスの利用（訪

問看護を除く）（全てに○） 

１．使っていない ２．訪問介護 ３．訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ４．訪問入浴介護 
５．通所介護 ６．通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ７．福祉用具貸与 
８．短期入所生活介護・短期入所療養介護  9．居宅療養管理指導 

Q26 死亡前月の介護保険利

用額の限度額に対する割合 

１．0 割（使っていない） ２．５割未満    ３．5 割以上 9 割未満 
４．ほぼ限度額      ５．限度額以上   ６．不明 

Q27 利用者負担軽減のため

の工夫(全てに○) 

１．実際の時間より短く請求          ２．実際の回数より少なく請求 
３．時間外を請求しない            ４．訪問回数を少なくする 
５．公費（障害､難病､生活保護）を利用     ６．特になし   

Q28 利用者の主治医の所属 
１．無床診療所      ２．有床診療所     ３．199 床以下の病院   
４．200 床以上の病院  ５．介護老人保健施設  ６．その他（     ） 

Q29 緊急時の入院先の確保 １．していた       ２．していなかった 

Q30 死亡前２週間の診療 訪問診療（    ）回   往診（    ）回   外来受診（    ）回  

Q31 特別訪問看護指示書の交付月（全てに○） １．入院前々月 ２．入院前月 ３．入院月 ４．該当なし 

Q32 死亡前２週間の具体的

な医療・看護処置（全てに

○） 

１．点滴  ２．中心静脈栄養  ３．経鼻経管栄養 ４．胃ろうの管理  

５．酸素療法    ６．留置カテーテル類の管理  ７．レスピレーターの管理

８．気管切開の処置 ９．ストーマの処置      10．摘便・浣腸 

11．麻薬を用いた疼痛の看護（ａ．服薬、ｂ．パッチ ｃ．その他（     ））

12．麻薬を用いない疼痛の看護   13．褥瘡の処置  14．その他（    ）

15．特になし 

医療保険 日数（    ）日  回数（      ）回 

介護保険 日数（    ）日  回数（      ）回 Q33 死亡前２週間の訪問看護  

その他利用（自費）       回数（      ）回 

Q34 在宅ケアにおいて、関係機関の調

整を中心的に行った者 

１．介護支援専門員 ２．ステーションの看護師（介護支援専門員以外）

３．主治医     ４．その他（                ）

 
４．死亡日の状況 
＊ Q37-39 は｢1.あり｣の場合はその時間も選んでください。時間の分類は、 
早朝（6-8 時）、日中（8-18 時）、夜間（18-22 時）、深夜（22-明朝 6 時）とします。 

Q35 死因 
１．悪性新生物   ２．心疾患   ３．脳血管疾患   ４．肺炎 
５．不慮の事故   ６．老衰    ７．その他（    ） 

Q36 死亡時期の予測 １．ある程度、予測できていた     ２．全く予測できなかった 

Q37 家族等から死期の切迫という連絡 １．あり ２．なし 時間 １．早朝 ２．日中 ３．夜間 ４．深夜 
Q38 死亡(呼吸停止)時の看護師の立会い １．あり ２．なし 時間 １．早朝 ２．日中 ３．夜間 ４．深夜 
Q39 家族等から既に死亡という連絡 １．あり ２．なし 時間 １．早朝 ２．日中 ３．夜間 ４．深夜 
Q40 主治医の最終訪問時間 

（死亡確認を含む） 
１．早朝  ２．日中  ３．夜間    ４．深夜 

Q41 主治医の死亡確認 
１．死後 24 時間以内       ２．24 時間超 48 時間以内  
３．48 時間超         4．主治医以外の医師が確認  

Q42 ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ加算・ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ療養費 １．算定した      ２．算定しなかった  
 
５．遺族ケア 
Q43 遺族ケアの実施 
（全てに○） 

１．特にしなかった    ２．電話をした     ３．手紙（カード）を送った 
４．訪問した       ５．その他（                ）   

Q44 実施時期（全てに○） １．死亡から１週間以内  ２．１週間超１ヶ月以内 ３．１ヶ月超半年以内 

 

ご協力ありがとうございました 
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１．利用者の基本属性など 

Q1 利用者の属性 
年齢 

(死亡時) (   )歳 
Q2 

死亡日 平成(16)年(  )月(  )日 
Q3 

性別 
１．男 ２．女 

Q4 傷病名 

（主を１つ◎,併

存疾患全てに○） 

１．脳血管疾患   ２．他の神経疾患    ３．悪性新生物     ４．心疾患  
５．呼吸器疾患   ６．骨折・腰痛     ７．その他（         ）  

Q5 要介護度 
１．なし（未申請・自立）  ２．要支援     ３．要介護１    ４．要介護２ 
５．要介護３        ６．要介護４    ７．要介護５ 

Q6 痴呆の程度 １．なし ２．Ｉ ３．Ⅱ ４．Ⅲ ５．Ⅳ ６．Ｍ Q7 自立度 １．Ｊ ２．Ａ ３．Ｂ ４．Ｃ 

Q8 特別管理加算または重症者管理加算の算定 １．あり   ２．なし 

Q9 世帯構成 １．ひとり暮らし    ２．高齢夫婦世帯    ３．その他（子供等との同居） 

Q10  

在宅での介護者 

１．常時（日中と夜間）、介護者がいた 

２．日中は独居に相当し、夜間のみ介護者がいた 

３．日中夜間ともに介護できる人はいなかった（介護者の仕事･病気･高齢･育児のため） 

Q11 本人の在宅

療養の希望 

１．強かった   ２．普通 
３．弱かった  ４．不明 

Q12 本人の 

死亡場所の希望 
１．自宅       ２．病院・診療所

３．緩和ケア病棟 ４．不明  

Q13 家族の在宅

療養の希望 

１．強かった  ２．普通  
３．弱かった  ４．不明 

Q14 家族の 

死亡場所の希望 
１．自宅       ２．病院・診療所

３．緩和ケア病棟 ４．不明  

Q15 初回の訪問看

護月 平成(   )年(   )月 ※利用者の初回登録月 

 
２．訪問看護利用開始時の状況 
＊本調査で「主治医」とは、利用者の訪問看護指示書を交付している医師のことを指します。 

Q16 利用開始日 平成(   )年(   )月(   )日 

Q17  開始直前の入

院・入所の有無 

１．入院（病院・診療所）  ２．介護老人保健施設入所  ３．特別養護老人ホーム入所 
４．入院・入所していない  ５．その他（                 ） 

Q18 利用開始の契機 
１．病院・診療所から依頼 ２．介護支援専門員から依頼  
３．本人・家族から問合せ  ４．介護老人保健施設から依頼 ５．その他（      ） 

Q19 訪問看護の利用目的 １．在宅終末期ケアのため ２．在宅療養のため ３．その他（         ） 

Q20 開始時の保険 １．医療保険（老人保健を含む）   ２．介護保険   ３．その他 

Q21 訪問看護として

実施したこと（全て

に○） 

 

１．主治医との調整            ２．介護の分担・調整  
３．介護保険サービスについての説明    ４．要介護認定の代行申請        

５．介護支援専門員の紹介         ６．住環境の整備、住宅改造の提案 
７．福祉用具の提案            ８．その他（             

Q22 利用者の退院前に入院中の病院等への訪問（Q17 で入院･入所の方のみ） １．訪問した ２．訪問しなかった

 
３．死亡した病院に入院する前の在宅での介護と医療・看護の状況 
(Q5 要介護度が｢１.なし（未申請・自立）｣の方は、裏面の Q27 からお答えください) 

Q23介護支援専門員の所属 １．併設事業所   ２．併設以外で同一法人・関係法人  ３．その他の事業所

Q24介護支援専門員の資格 

(わかっているもの全て○) 

１．保健師   ２．看護師     ３．准看護師   ４．介護福祉士 
５．社会福祉士  ６．その他（             ） ７．不明  

Q25 入院前１か月以内の介

護保険サービスの利用（訪

問看護を除く）（全てに○） 

１．使っていない ２．訪問介護 ３．訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ４．訪問入浴介護 
５．通所介護 ６．通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ７．福祉用具貸与 
８．短期入所生活介護・短期入所療養介護  9．居宅療養管理指導 

※初回登録後に入院等で中断した場合は再開した日

（ただしｼｮｰﾄｽﾃｲによる中断は除く） 

過去 6 ヶ月（平成 16 年 7 月１日～16 年 12 月 31 日）に「入院後１ヶ月以内に
病院・診療所で亡くなった方（入院死亡）」についてご記入ください。 
基本票の問 12 の該当者です。 

利用者票 
(入院死亡) 

（裏面へ続く⇒） 
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Q26 入院前月の介護保険利

用額の限度額に対する割合 

１．0 割（使っていない） ２．５割未満    ３．5 割以上 9 割未満 
４．ほぼ限度額      ５．限度額以上   ６．不明 

Q27 利用者負担軽減のため

の工夫(全てに○) 

１．実際の時間より短く請求          ２．実際の回数より少なく請求 
３．時間外を請求しない            ４．訪問回数を少なくする 
５．介護保険以外（障害､難病､生活保護）を利用 ６．特になし   

Q28 利用者の主治医の所属 
１．無床診療所     ２．有床診療所     ３．199 床以下の病院   
４．200 床以上の病院  ５．介護老人保健施設  ６．その他（     ） 

Q29 緊急時の入院先の確保 １．していた       ２．していなかった 

Q30 入院前２週間の診療 訪問診療（    ）回   往診（    ）回   外来受診（    ）回 

Q31 特別訪問看護指示書の交付月（全てに○） １．入院前々月 ２．入院前月 ３．入院月 ４．該当なし 

Q32 入院前２週間の具体的

な医療・看護処置（全てに

○） 

１．点滴  ２．中心静脈栄養  ３．経鼻経管栄養 ４．胃ろうの管理  

５．酸素療法    ６．留置カテーテル類の管理  ７．レスピレーターの管理

８．気管切開の処置 ９．ストーマの処置      10．摘便・浣腸 

11．麻薬を用いた疼痛の看護（ａ．服薬、ｂ．パッチ ｃ．その他（     ））

12．麻薬を用いない疼痛の看護   13．褥瘡の処置  14．その他（    ）

15．特になし 

医療保険 日数（    ）日  回数（      ）回 

介護保険 日数（    ）日  回数（      ）回 Q33 入院前２週間の訪問看護  

その他利用（自費）       回数（      ）回 

Q34 在宅ケアにおいて、関係機関の調

整を中心的に行った者 

１．介護支援専門員 ２．ステーションの看護師（介護支援専門員以外） 
３．主治医     ４．その他（                ） 

 
４．死亡した病院に入院した時点の状況 

Q35 入院日 平成(16)年(  )月(  )日 

Q36 搬送･受診 １．救急車で搬送    ２．時間外の外来を受診    ３．診療時間内の外来を受診 

Q37 入院先 
１．主治医が勤務する医療機関      
２．その他の医療機関（１．200 床以上の病院 ２．199 床以下の病院  ３．診療所） 

①治療のため １．あり  ２．なし 

②状態の急変（意識障害、吐血、下血、血圧降下等）への処置・対応のため １．あり  ２．なし 

③呼吸困難等の苦痛の緩和のため １．あり  ２．なし 

④本人の希望  １．あり  ２．なし 

⑤家族介護者の負担・不安の軽減のため １．あり  ２．なし 

⑥家族介護者の希望  １．あり  ２．なし 

Ｑ 

38

入

院

理

由 

⑦看取りのため １．あり  ２．なし 

Q39 入院時点での死亡時期の予測 １．ある程度、予測できていた   ２．全く予測できなかった 

Q40 死因 
１．悪性新生物   ２．心疾患    ３．脳血管疾患     ４．肺炎  
５．不慮の事故   ６．老衰     ７．その他（    ） ８．不明 

 
５．遺族ケア 
Q41 遺族ケアの実施 
（全てに○） 

１．特にしなかった    ２．電話をした     ３．手紙（カード）を送った 
４．訪問した       ５．その他（                ）   

Q42 実施時期（全てに○） １．死亡から１週間以内  ２．１週間超１ヶ月以内 ３．１ヶ月超半年以内 

ご協力ありがとうございました 
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